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第 1 章 調査の概要 

1. 調査目的 

本市では、2001(平成１３)年に、「八尾市人権尊重の社会づくり条例」を制定し、人権が尊重され、共に認め

合い、幸せに暮らせる社会づくりに取り組んでおり、「八尾市第６次総合計画」では、まちづくりの目標の１つに

「つながりを創り育て自分らしさを大切にしあうまち」を掲げ、人権尊重のまちづくりを進めています。 

また、市民一人ひとりが人権を自分自身の課題としてとらえ、人権を尊重することの重要性を正しく認識し、

すべての人びとの人権にも十分に配慮した行動がとれるよう、２０２５（令和７）年度までの 10 年間を目標年次と

して２０１６（平成２８）年３月に「第２次八尾市人権教育・啓発プラン」を策定、中間見直しにより２０２１（令和３）年

３月に改定し、人権尊重のまちづくりの実現に向けた総合的な施策の推進を図ってきたところです。 

２０２５（令和７）年度には、「（仮）第３次八尾市人権教育・啓発プラン」の策定を予定しており、今後の人権施

策に反映するため、地域での人権に関する意識や行動、意見等を把握することを目的として、令和６年度人権に

ついての市民意識調査を実施しました。 

 

2. 調査内容 

調査対象 八尾市在住満 16 歳以上の市民(外国人含む) 

３，０００人（男女各１，５００人（うち外国人９０人〈各４５人〉） 

実施期間 2024（令和６）年 10 月 1 日～10 月 15 日 

調査方法 郵送による調査票配布・郵送または八尾市電子申請システムによる回答 

調査項目 31 項目 

属性：性別、年齢、職業 

設問：28 問 

抽出方法 ランダムサンプリング抽出法 

住民基本台帳データの対象者から無作為抽出 

 

3. 回収結果 

配布数 
有効回答数 

有効回答率 
郵送による回答 

八尾市電子申請システム 
による回答 

計 

3,000 967 276 1,243 41.4% 

 

 

4. 報告書を作成するにあたって 

⚫ 2019 (令和元)年実施の前回調査との比較検討を行いました。 

⚫ 以下のクロス集計を行いました。 

✓ 属性別クロス集計(性別、年齢別、職業別) 

✓ 学習経験別クロス集計 

問 21 で 1～9 のいずれかを選択している場合を人権学習の経験「あり」 

問 21 で 10 を選択している場合を人権学習の経験「なし」 

としました。 
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⚫ 図及び表の“N”は各設問における母数を表しています。クロス集計の場合は、クロス集計の基準となる回答

項目の母数です。 

⚫ 百分比(％)は、原則として小数第 2 位を四捨五入し、小数第 1 位まで表示しています。そのため、四捨五入

の結果、個々の比率の合計が 100%と一致しないことがあります。 

 

 

  

※ 本市では、市民の人権意識をより正確に把握するため、さまざまな視点で調査を実施しています。 

潜在的な人権意識を把握することで課題を明確にし、施策に反映することを目的とするものであり、 

差別を助長するものではありません。 
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第 2 章 調査の集計結果 

1. 回答者の属性 

(1)  性別 

 

(2)  年齢 

 

(3)  職業 

 

42.9%

39.1%

55.3%

55.4%

0.6%

0.6%

1.3%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

男性 女性 男性・女性と答えることに抵抗を感じる 無回答

3.1%

6.5%

7.5%

13.8%

18.5%

18.0%

18.7%

13.1%

0.8%

2.6%

7.8%

8.8%

15.6%

16.4%

16.2%

21.6%

8.1%

2.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

19歳以下

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

3.5%

7.3%

2.3%

25.2%

16.3%

3.8%

13.9%

24.8%

2.3%

0.6%

3.1%

7.5%

2.3%

21.9%

17.3%

4.7%

14.7%

25.1%

0.1%

3.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

公務員・教職員

自営業・自由業

民間企業・団体の経営者、役員

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）

臨時雇用、パート、アルバイト

学生

家事専業

無職

その他

無回答

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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2. 人権全般について 

問１ 次のことについて、あなたはこの５年間でどう変化したと感じていますか（１つ選択してください）。 

 

（１）人権を守る法律や制度について 

 

「充実してきた」「少し充実してきた」を合計した「充実してきた計」、「少しひどくなってきた」「ひどくなってきた」

を合計した「ひどくなってきた計」と比較すると、以下のようになります。 

 

◼ 全体 

「充実してきた計」は 38.4%で、「ひどくなってきた計」の 5.2%を 33.2 ポイント上回っています。 

また、「充実してきた計」は前回調査の 30.8%に比べ、7.6 ポイント増加しています。 

 

 
 

◼ 性別 

「充実してきた計」でみると、男女差はみられません。 

 

◼ 年齢別 

「充実してきた計」は「19 歳以下」が 47.4%でもっとも高く、次いで「60～69 歳」が 42.5%、「50～59 歳」

が 41.3%となっており、「80 歳以上」が 31.3%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「充実してきた計」は「公務員・教職員」が 65.1%でもっとも高く、次いで「学生」が 49.0%、「民間企業・団体

の経営者、役員 」が 46.4%となっており、「無職」が 29.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「充実してきた計」は「あり」が「なし」を 11.6 ポイント上回っています。 

 

4.8%

4.6%

33.6%

26.2%

35.7%

39.3%

3.3%

3.8%

1.9%

1.7%

20.1%

22.6%

0.5%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

人権を守る法律や制度について

充実してきた 少し充実してきた 以前と変わらない 少しひどくなってきた ひどくなってきた わからない 無回答
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4.8%

5.6%

4.2%

7.9%

6.2%

2.2%

7.0%

5.2%

5.4%

2.2%

5.5%

16.3%

7.7%

10.7%

4.2%

3.0%

12.8%

2.3%

3.9%

6.9%

5.1%

0.9%

33.6%

33.2%

34.6%

39.5%

34.6%

34.4%

30.8%

36.1%

37.1%

34.9%

25.8%

48.8%

34.1%

35.7%

35.1%

41.4%

36.2%

33.5%

25.3%

27.6%

34.9%

27.5%

35.7%

36.4%

35.4%

34.2%

33.3%

36.6%

33.1%

38.3%

36.2%

38.4%

32.5%

16.3%

30.8%

39.3%

38.7%

36.5%

34.0%

35.8%

36.7%

34.5%

36.5%

27.5%

3.3%

3.6%

2.9%

2.6%

0.0%

5.4%

4.7%

3.0%

3.6%

1.7%

4.3%

2.3%

6.6%

3.6%

4.8%

0.5%

2.1%

1.7%

3.2%

6.9%

3.5%

1.8%

1.9%

1.7%

1.6%

2.6%

1.2%

1.1%

4.1%

2.2%

0.9%

1.3%

1.8%

2.3%

2.2%

3.6%

1.6%

1.0%

0.0%

2.9%

2.6%

0.0%

1.6%

3.7%

20.1%

19.3%

21.0%

13.2%

24.7%

20.4%

20.3%

14.8%

16.5%

21.6%

29.4%

14.0%

18.7%

7.1%

15.7%

17.2%

14.9%

23.1%

27.6%

24.1%

17.9%

37.6%

0.5%

0.2%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

0.0%

0.6%

0.6%

0.0%

0.4%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経
験

別

（１）人権を守る法律や制度について

充実してきた 少し充実してきた 以前と変わらない 少しひどくなってきた ひどくなってきた わからない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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（２）市民の人権意識について 

 

「高くなってきた」「少し高くなってきた」を合計した「高くなってきた計」、「少し低くなってきた」「低くなってきた」

を合計した「低くなってきた計」と比較すると、以下のようになります。 

 

◼ 全体 

「高くなってきた計」は 32.5%で、「低くなってきた計」の 5.0%を 27.5 ポイント上回っています。 

また、「高くなってきた計」は前回調査の 27.6%に比べ、4.9 ポイント増加しています。 

 

 

 

◼ 性別 

「高くなってきた計」でみると、男女差はほとんどみられません。 

 

◼ 年齢別 

「高くなってきた計」は「40～49 歳」が 36.1%でもっとも高く、次いで「70～79 歳」が 34.9%、「50～59

歳」が 34.8%となっており、「80 歳以上」が 26.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「高くなってきた計」は「公務員・教職員」が 53.5%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社

員、団体職員）」が 38.4%、「その他」が 37.9%となっており、「無職」が 25.6%でもっとも低くなっていま

す。 

 

◼ 学習経験別 

「高くなってきた計」は「あり」が「なし」を 12.0 ポイント上回っています。 

 

4.3%

4.0%

28.2%

23.6%

42.6%

40.2%

2.8%

4.7%

2.2%

2.8%

19.5%

22.6%

0.4%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

市民の人権意識について

高くなってきた 少し高くなってきた 以前と変わらない 少し低くなってきた

低くなってきた わからない 無回答
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4.3%

3.9%

4.7%

10.5%

3.7%

4.3%

6.4%

3.5%

4.0%

4.3%

3.1%

9.3%

5.5%

3.6%

4.5%

3.0%

10.6%

2.3%

4.5%

3.4%

4.3%

1.8%

28.2%

29.3%

27.7%

23.7%

28.4%

26.9%

29.7%

31.3%

26.8%

30.6%

23.3%

44.2%

31.9%

32.1%

33.9%

27.1%

21.3%

26.6%

21.1%

34.5%

29.7%

20.2%

42.6%

43.5%

42.5%

39.5%

44.4%

44.1%

43.6%

44.3%

45.5%

38.8%

41.1%

34.9%

40.7%

46.4%

46.0%

45.3%

44.7%

37.6%

42.5%

34.5%

43.6%

37.6%

2.8%

3.9%

1.6%

5.3%

3.7%

3.2%

1.7%

2.2%

3.1%

2.2%

3.7%

2.3%

4.4%

7.1%

1.6%

2.5%

2.1%

4.6%

2.6%

3.4%

2.8%

3.7%

2.2%

2.4%

1.6%

0.0%

1.2%

0.0%

1.2%

3.0%

2.2%

3.0%

2.5%

0.0%

3.3%

0.0%

1.6%

2.0%

0.0%

4.0%

2.3%

0.0%

2.1%

1.8%

19.5%

16.9%

21.5%

21.1%

18.5%

21.5%

17.4%

15.2%

17.9%

20.7%

26.4%

9.3%

14.3%

10.7%

12.5%

19.7%

21.3%

24.3%

26.6%

24.1%

17.1%

34.9%

0.4%

0.0%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

0.0%

0.6%

0.3%

0.0%

0.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

（２）市民の人権意識について

充実してきた 少し充実してきた 以前と変わらない 少しひどくなってきた ひどくなってきた わからない 無回答

年
齢
別

職
業
別

経
験
別

学
習

性
別

高くなってきた   少し高くなってきた   以前と変わらない   少し低くなってきた   低くなってきた   わからない   無回答 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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問２ 女性に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」が 52.1%で

もっとも高く、次いで「痴漢や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること」が 50.9%、「セクシュア

ル・ハラスメント（性的嫌がらせ）をすること」が 40.4%となっています。 

前回調査との比較では「待ち伏せや無言電話などストーカー（つきまとい）行為をすること」が 4.0 ポイント増

加し、「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」が 6.5

ポイント減少しています。 

 

 

◼ 性別 

「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」は 10.0 ポイ

ント、「就職時の採用条件、仕事内容、昇給昇進などで男女格差があること」は 9.8 ポイント、「痴漢や強制わ

いせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること」は 7.4 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」「20～29 歳」「50～59 歳」「60～69 歳」は「痴漢や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪

31.9%

38.9%

40.4%

37.8%

50.9%

38.1%

30.7%

19.2%

52.1%

3.1%

6.2%

4.6%

28.5%

36.8%

37.7%

33.8%

47.1%

42.7%

28.6%

23.3%

58.6%

2.8%

5.4%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定的な役割分担意識がある

こと

就職時の採用条件、仕事内容、昇給昇進などで男女格差があること

セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）をすること

待ち伏せや無言電話などストーカー（つきまとい）行為をすること

痴漢や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ、注１）をすること

職場などにおいて、マタニティ・ハラスメント（妊娠・出産等を理由とす

る不利な扱い）をすること

テレビ、ＤＶＤ、雑誌(コンビニでの販売を含む)、インターネット、電車

の中吊り広告などで、女性を性的な対象とする情報があふれていること

男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整

備されていないこと

その他

特にない

わからない

女性に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

職場などにおいて、マタニティ・ハラスメント（妊娠・出産等を理由と

する不利な扱いをすること 
 

テレビ、DVD、雑誌（コンビニでの販売を含む）、インターネット、電車

の中吊り広告などで、女性を性的な対象とする情報があふれている

こと 
 
男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境

が整備されていないこと 
 

「男は仕事・女は家庭」といった性別による固定的な役割分担意識が

あること 
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をすること」、「30～39 歳」「40～49 歳」「７０～７９歳」及び「８０歳以上」は「男女ともに、働きながら、家事や

子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「自営業・自由業」「民間企業・団体の経営者、役員」「臨時雇用、パート、アルバイト」「学生」「その他」は「痴漢

や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること」、「公務員・教職員」「民間企業・団体の従業者（会

社員、団体職員）」「家事専業」「無職」は「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環

境が整備されていないこと」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」は 11.5 ポイ

ント、「セクシュアル・ハラスメント(性的嫌がらせ)をすること」は 7.9 ポイント、「就職時の採用条件、仕事内

容、昇給昇進などで男女格差があること」は 7.4 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は「なし」

が「あり」を 7.7 ポイント上回っています。 

 

  

「
男
は
仕
事
、
女
は
家
庭
」
と
い
っ
た
性

別
に
よ
る
固
定
的
な
役
割
分
担
意
識
が
あ

る
こ
と 

就
職
時
の
採
用
条
件
、
仕
事
内
容
、
昇
給

昇
進
な
ど
で
男
女
格
差
が
あ
る
こ
と 

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（
性
的

嫌
が
ら
せ
）
を
す
る
こ
と 

待
ち
伏
せ
や
無
言
電
話
な
ど
ス
ト
ー
カ
ー

（
つ
き
ま
と
い
）
行
為
を
す
る
こ
と 

痴
漢
や
強
制
わ
い
せ
つ
、
レ
イ
プ
（
強

姦
）
な
ど
の
性
犯
罪
を
す
る
こ
と 

ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
・
バ
イ
オ
レ
ン
ス
（
Ｄ

Ｖ
、
注
１
）
を
す
る
こ
と 

職
場
な
ど
に
お
い
て
、
マ
タ
ニ
テ
ィ
・
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
（
妊
娠
・
出
産
等
を
理
由
と

す
る
不
利
な
扱
い
）
を
す
る
こ
と 

テ
レ
ビ
、
Ｄ
Ｖ
Ｄ
、
雑
誌(

コ
ン
ビ
ニ
で
の

販
売
を
含
む)

、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、
電
車

の
中
吊
り
広
告
な
ど
で
、
女
性
を
性
的
な

対
象
と
す
る
情
報
が
あ
ふ
れ
て
い
る
こ
と 

男
女
と
も
に
、
働
き
な
が
ら
、
家
事
や
子

育
て
・
介
護
な
ど
を
両
立
で
き
る
環
境
が

整
備
さ
れ
て
い
な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 31.9% 38.9% 40.4% 37.8% 50.9% 38.1% 30.7% 19.2% 52.1% 3.1% 6.2% 4.6% 

性別 
男性(N=533) 29.8% 33.4% 40.9% 39.2% 47.3% 37.5% 28.5% 15.9% 46.5% 2.6% 7.1% 6.0% 

女性(N=687) 33.5% 43.2% 40.2% 37.1% 54.7% 39.0% 32.5% 22.1% 56.5% 3.2% 5.5% 3.3% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 44.7% 47.4% 39.5% 36.8% 50.0% 39.5% 44.7% 21.1% 42.1% 2.6% 0.0% 7.9% 

20～29 歳(N=81) 37.0% 33.3% 49.4% 43.2% 54.3% 38.3% 39.5% 19.8% 39.5% 2.5% 4.9% 7.4% 

30～39 歳(N=93) 36.6% 43.0% 45.2% 34.4% 52.7% 36.6% 36.6% 22.6% 66.7% 3.2% 2.2% 2.2% 

40～49 歳(N=172) 39.0% 38.4% 40.1% 37.2% 57.0% 43.0% 40.1% 15.7% 59.9% 4.1% 1.2% 1.7% 

50～59 歳(N=230) 34.8% 37.8% 47.4% 42.2% 52.6% 44.8% 32.2% 18.3% 51.7% 3.9% 9.1% 2.2% 

60～69 歳(N=224) 26.8% 42.0% 39.7% 38.8% 59.4% 41.1% 24.1% 16.5% 53.6% 2.2% 4.9% 3.1% 

70～79 歳(N=232) 28.4% 38.8% 35.8% 37.5% 42.2% 35.3% 25.0% 22.8% 50.0% 2.2% 8.2% 6.0% 

80 歳以上(N=163) 25.2% 35.6% 32.5% 31.9% 42.3% 24.5% 25.2% 20.9% 47.2% 3.7% 9.8% 9.8% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 37.2% 30.2% 55.8% 44.2% 60.5% 51.2% 44.2% 20.9% 62.8% 4.7% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業(N=91) 35.2% 36.3% 44.0% 42.9% 54.9% 47.3% 36.3% 22.0% 49.5% 4.4% 6.6% 1.1% 

民間企業・団体の経営
者、役員(N=28) 

32.1% 28.6% 50.0% 42.9% 53.6% 32.1% 25.0% 14.3% 32.1% 0.0% 10.7% 10.7% 

民間企業・団体の従業

者（会社員、団体職員）

(N=313) 
35.1% 42.2% 40.6% 37.4% 51.8% 39.0% 31.3% 16.9% 58.5% 2.9% 5.1% 1.0% 

臨時雇用、パート、ア
ルバイト(N=203) 

35.5% 35.0% 41.9% 39.9% 59.1% 42.4% 27.1% 20.2% 51.2% 2.5% 7.4% 2.5% 

学生(N=47) 42.6% 42.6% 42.6% 40.4% 53.2% 38.3% 44.7% 23.4% 36.2% 2.1% 2.1% 4.3% 

家事専業(N=173) 27.2% 40.5% 36.4% 36.4% 53.8% 34.7% 35.3% 22.0% 59.0% 2.9% 4.0% 2.3% 

無職(N=308) 25.6% 39.3% 36.4% 33.1% 39.9% 31.2% 23.4% 17.9% 46.8% 3.9% 8.4% 10.7% 

その他(N=29) 34.5% 41.4% 51.7% 55.2% 58.6% 51.7% 44.8% 24.1% 48.3% 3.4% 3.4% 20.7% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 32.4% 40.4% 41.8% 38.4% 52.1% 39.1% 31.7% 19.7% 53.7% 3.1% 5.3% 3.3% 

なし(N=109) 33.0% 33.0% 33.9% 36.7% 46.8% 33.9% 24.8% 22.0% 42.2% 4.6% 9.2% 11.0% 
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問３ こどもに関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」が 69.1%でもっとも高く、次い

で「親がこどもに虐待をすること（暴力、暴言、食事を与えないなど）」が 64.1%、「仲間はずれや無視、暴力

や相手が嫌がることをしたりさせたりするなど、いじめを行うこと」が 63.6%となっています。 

前回調査との比較では「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」が 8.2 ポ

イント、「児童売春・買春、児童ポルノなど、こどもに有害な情報が氾濫していること」が 7.3 ポイント増加し、

「親がこどもに虐待をすること（暴力、暴言、食事を与えないなど）」が 7.6 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「貧困、ヤングケアラーなどの理由で教育を受ける機会が等しくないこと」が 7.9 ポイント、「教師など指導的

な立場にある人がこどもに体罰を加えること」が 7.6 ポイント、「児童売春・買春、児童ポルノなど、こどもに有

害な情報が氾濫していること」が 7.5 ポイント、「女性」が「男性」を上回っているなど、「女性」が「男性」を上

回る傾向にあります。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」「30～３９歳」「40～４９歳」「50～５９歳」「60～６９歳」「は「インターネットやスマートフォン、ＳＮ

Ｓなどでいじめや嫌がらせを行うこと」、「20～２９歳」は「親がこどもに虐待をすること（暴力、暴言、食事を与

えないなど）」、「70～７９歳」「８０歳以上」は「仲間はずれや無視、暴力や相手が嫌がることをしたりさせたり

するなど、いじめを行うこと」がもっとも高くなっています。 

63.6%

69.1%

44.2%

64.1%

32.3%

34.2%

45.6%

25.7%

39.6%

2.7%

3.2%

3.1%

62.7%

60.9%

44.8%

71.7%

31.1%

32.9%

38.3%

4.9%

2.1%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

仲間はずれや無視、暴力や相手が嫌がることをしたりさせたりするな

ど、いじめを行うこと

インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行

うこと

いじめをしている人や、いじめられている人を見て見ぬふりをすること

親がこどもに虐待をすること（暴力、暴言、食事を与えないなど）

教師など指導的な立場にある人がこどもに体罰を加えること

大人がこどもの意見を無視したり、大人の考えを押しつけたりすること

児童売春・買春、児童ポルノなど、こどもに有害な情報が氾濫している

こと

発達段階に応じた包括的性教育がなされていないこと

貧困、ヤングケアラーなどの理由で教育を受ける機会が等しくないこと

その他

特にない

わからない

こどもに関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

仲間はずれや無視、暴力や相手が嫌がることをしたりさせたりするな

ど、いじめを行うこと 
 
インターネットやスマートフォン、SNS などでいじめや嫌がらせを行う

こと 
 

児童買春・買春、児童ポルノなど、こどもに有害な情報が氾濫している

こと 
 

いじめをしている人や、いじめられている人を見て見ぬふりをすること 

大人がこどもの意見を無視したり、大人の考えを押しつけたりすること 

貧困、ヤングケアラーなどの理由で教育を受ける機会が等しくないこと 
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◼ 職業別 

「無職」以外は「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」、「無職」は「仲間

はずれや無視、暴力や相手が嫌がることをしたりさせたりするなど、いじめを行うこと」「親がこどもに虐待を

すること（暴力、暴言、食事を与えないなど）」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」が 19.4 ポイント、「貧困、ヤング

ケアラーなどの理由で教育を受ける機会が等しくないこと」が 10.9 ポイント、「あり」が「なし」を上回っていま

す。 

 

   

仲
間
は
ず
れ
や
無
視
、
暴
力
や
相
手

が
嫌
が
る
こ
と
を
し
た
り
さ
せ
た
り

す
る
な
ど
、
い
じ
め
を
行
う
こ
と 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
な
ど
で
い
じ
め
や
嫌
が

ら
せ
を
行
う
こ
と 

い
じ
め
を
し
て
い
る
人
や
、
い
じ
め

ら
れ
て
い
る
人
を
見
て
見
ぬ
ふ
り
を

す
る
こ
と 

親
が
こ
ど
も
に
虐
待
を
す
る
こ
と

（
暴
力
、
暴
言
、
食
事
を
与
え
な
い

な
ど
） 

教
師
な
ど
指
導
的
な
立
場
に
あ
る
人

が
こ
ど
も
に
体
罰
を
加
え
る
こ
と 

大
人
が
こ
ど
も
の
意
見
を
無
視
し
た

り
、
大
人
の
考
え
を
押
し
つ
け
た
り

す
る
こ
と 

児
童
売
春
・
買
春
、
児
童
ポ
ル
ノ
な

ど
、
こ
ど
も
に
有
害
な
情
報
が
氾
濫

し
て
い
る
こ
と 

発
達
段
階
に
応
じ
た
包
括
的
性
教
育

が
な
さ
れ
て
い
な
い
こ
と 

貧
困
、
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
な
ど
の
理

由
で
教
育
を
受
け
る
機
会
が
等
し
く

な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 63.6% 69.1% 44.2% 64.1% 32.3% 34.2% 45.6% 25.7% 39.6% 2.7% 3.2% 3.1% 

性別 
男性(N=533) 60.4% 67.4% 44.1% 60.4% 28.1% 31.9% 41.7% 21.8% 35.3% 1.9% 4.5% 3.4% 

女性(N=687) 66.7% 71.3% 44.4% 67.8% 35.7% 35.8% 49.2% 28.8% 43.2% 3.3% 2.2% 2.6% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 60.5% 65.8% 47.4% 50.0% 36.8% 44.7% 44.7% 34.2% 42.1% 2.6% 0.0% 0.0% 

20～29 歳(N=81) 61.7% 67.9% 44.4% 72.8% 44.4% 48.1% 37.0% 23.5% 35.8% 3.7% 1.2% 4.9% 

30～39 歳(N=93) 62.4% 69.9% 49.5% 60.2% 36.6% 46.2% 49.5% 29.0% 46.2% 6.5% 2.2% 2.2% 

40～49 歳(N=172) 69.2% 84.3% 51.7% 67.4% 36.0% 39.5% 52.3% 33.1% 43.0% 3.5% 1.2% 0.0% 

50～59 歳(N=230) 64.3% 78.7% 41.3% 67.8% 33.5% 33.5% 42.6% 26.5% 43.0% 2.6% 3.5% 1.7% 

60～69 歳(N=224) 65.2% 73.7% 45.5% 65.2% 27.2% 29.9% 45.1% 21.4% 40.2% 2.2% 2.2% 3.1% 

70～79 歳(N=232) 62.5% 59.9% 40.9% 62.1% 29.7% 28.0% 44.4% 19.8% 38.8% 0.4% 4.3% 5.6% 

80 歳以上(N=163) 59.5% 49.1% 39.9% 58.9% 28.2% 28.2% 49.1% 27.6% 29.4% 3.7% 6.7% 4.9% 

職業別 

公務員・教職員
(N=43) 

65.1% 81.4% 48.8% 79.1% 37.2% 32.6% 62.8% 30.2% 55.8% 2.3% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業

(N=91) 
68.1% 78.0% 46.2% 71.4% 31.9% 44.0% 49.5% 24.2% 37.4% 3.3% 0.0% 1.1% 

民間企業・団体の

経営者、役員
(N=28) 

64.3% 75.0% 46.4% 60.7% 25.0% 28.6% 50.0% 21.4% 46.4% 0.0% 0.0% 3.6% 

民間企業・団体の

従業者（会社員、団

体職員）(N=313) 
64.2% 74.4% 47.9% 62.9% 29.4% 35.5% 44.1% 25.2% 39.6% 3.2% 4.2% 1.6% 

臨時雇用、パー
ト、アルバイト
(N=203) 

63.5% 74.9% 45.3% 65.5% 36.9% 36.0% 51.2% 25.6% 37.4% 1.5% 3.0% 0.5% 

学生(N=47) 61.7% 68.1% 42.6% 55.3% 40.4% 46.8% 42.6% 31.9% 40.4% 2.1% 2.1% 0.0% 

家事専業(N=173) 67.1% 69.4% 43.4% 68.2% 35.3% 37.6% 46.8% 30.6% 45.1% 4.0% 0.0% 2.9% 

無職(N=308) 59.1% 54.9% 38.0% 59.1% 28.9% 25.6% 39.0% 21.4% 34.7% 1.6% 6.2% 7.8% 

その他(N=29) 72.4% 75.9% 55.2% 69.0% 37.9% 37.9% 55.2% 34.5% 48.3% 13.8% 0.0% 6.9% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 64.5% 71.7% 44.5% 64.9% 32.4% 35.1% 45.9% 26.2% 41.2% 2.7% 2.8% 2.4% 

なし(N=109) 57.8% 52.3% 45.0% 63.3% 33.9% 30.3% 48.6% 22.9% 30.3% 3.7% 5.5% 6.4% 
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問４ 高齢者に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること」が 56.1%でもっとも高く、次いで「病院や福祉施設において、

職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が 42.4%、「働ける場所や能力

を発揮する機会が少ないこと」が 35.4%となっています。 

前回調査と比較すると、「賃貸住宅への入居を拒むこと」が 6.9 ポイント増加し、「家族が必要な支援をしな

かったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が 4.5 ポイント減少しています。 

 
 

◼ 性別 

「病院や福祉施設において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が

10.3 ポイント、「賃貸住宅への入居を拒むこと」が 7.9 ポイント、「日常生活に必要な情報をわかりやすく伝

える配慮が足りないこと」が 5.8 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「19 歳以下」は「病院や福祉施設において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をした

りすること」、２０歳以上は「悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること」がもっとも高くなっています。 

 

 

35.4%

56.1%

28.7%

27.2%

42.4%

18.8%

28.4%

34.4%

26.8%

3.9%

4.8%

2.8%

36.6%

55.8%

21.8%

31.7%

44.6%

17.8%

29.7%

37.5%

26.7%

4.9%

3.9%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと

悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること

賃貸住宅への入居を拒むこと

家族が必要な支援をしなかったり、暴力、暴言などの虐待をし

たりすること

病院や福祉施設において、職員等の対応が不十分であったり、

暴力、暴言などの虐待をしたりすること

意見や行動を尊重されなかったり、無視されたりすること

日常生活に必要な情報をわかりやすく伝える配慮が足りないこ

と

道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、高齢者が暮ら

しやすいまちづくりが進んでいないこと

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立

していること

その他

特にない

わからない

高齢者に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく

孤立していること 
 

道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、高齢者が

暮らしやすいまちづくりが進んでいないこと 
 

日常生活に必要な情報をわかりやすく伝える配慮が足りな

いこと 
 

病院や福祉施設において、職員等の対応が不十分であった

り、暴力、暴言などの虐待をしたりすること 

家族が必要な支援をしなかったり、暴力、暴言などの虐待を

したりすること 
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◼ 職業別 

「学生」は「病院や福祉施設において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりす

ること」、「学生」以外はすべて「悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が 6.9 ポイント、「近隣や地域の人とのふれあいや理解を

深める機会が少なく孤立していること」が 4.5 ポイント、「日常生活に必要な情報をわかりやすく伝える配慮

が足りないこと」が 4.1 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「意見や行動を尊重されなかったり、無視されたり

すること」は 3.5 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

   

働
け
る
場
所
や
能
力
を
発
揮
す
る
機
会
が

少
な
い
こ
と 

悪
徳
商
法
や
詐
欺
な
ど
で
財
産
を
搾
取
す

る
こ
と 

賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
を
拒
む
こ
と 

家
族
が
必
要
な
支
援
を
し
な
か
っ
た
り
、

暴
力
、
暴
言
な
ど
の
虐
待
を
し
た
り
す
る

こ
と 

病
院
や
福
祉
施
設
に
お
い
て
、
職
員
等
の

対
応
が
不
十
分
で
あ
っ
た
り
、
暴
力
、
暴

言
な
ど
の
虐
待
を
し
た
り
す
る
こ
と 

意
見
や
行
動
を
尊
重
さ
れ
な
か
っ
た
り
、

無
視
さ
れ
た
り
す
る
こ
と 

日
常
生
活
に
必
要
な
情
報
を
わ
か
り
や
す

く
伝
え
る
配
慮
が
足
り
な
い
こ
と 

道
路
の
段
差
や
乗
り
物
、
建
物
の
設
備
な

ど
に
お
い
て
、
高
齢
者
が
暮
ら
し
や
す
い

ま
ち
づ
く
り
が
進
ん
で
い
な
い
こ
と 

近
隣
や
地
域
の
人
と
の
ふ
れ
あ
い
や
理
解

を
深
め
る
機
会
が
少
な
く
孤
立
し
て
い
る

こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 35.4% 56.1% 28.7% 27.2% 42.4% 18.8% 28.4% 34.4% 26.8% 3.9% 4.8% 2.8% 

性別 
男性(N=533) 33.2% 54.6% 24.4% 25.9% 37.0% 17.3% 25.3% 31.9% 27.2% 3.4% 6.6% 3.6% 

女性(N=687) 37.8% 57.8% 32.3% 28.5% 47.3% 20.2% 31.1% 36.2% 26.9% 4.4% 3.6% 2.2% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 34.2% 42.1% 13.2% 34.2% 44.7% 18.4% 31.6% 26.3% 23.7% 2.6% 2.6% 5.3% 

20～29 歳(N=81) 25.9% 48.1% 23.5% 24.7% 34.6% 13.6% 25.9% 27.2% 28.4% 4.9% 8.6% 6.2% 

30～39 歳(N=93) 43.0% 46.2% 30.1% 25.8% 44.1% 20.4% 21.5% 31.2% 30.1% 3.2% 4.3% 3.2% 

40～49 歳(N=172) 39.5% 66.3% 30.8% 37.8% 48.3% 22.1% 30.8% 31.4% 32.0% 3.5% 2.3% 2.9% 

50～59 歳(N=230) 40.0% 63.5% 33.5% 30.4% 48.3% 18.3% 32.2% 38.3% 24.8% 3.9% 4.8% 1.3% 

60～69 歳(N=224) 36.6% 54.9% 25.4% 24.1% 40.6% 14.3% 30.4% 31.7% 25.0% 3.1% 4.0% 3.1% 

70～79 歳(N=232) 36.2% 48.7% 30.2% 22.4% 38.4% 19.8% 27.2% 35.8% 28.4% 2.6% 5.2% 3.0% 

80 歳以上(N=163) 23.9% 60.7% 28.2% 23.3% 39.3% 23.3% 25.2% 39.9% 23.3% 7.4% 7.4% 1.8% 

職業別 

公務員・教職員
(N=43) 

41.9% 58.1% 25.6% 41.9% 51.2% 14.0% 20.9% 37.2% 39.5% 4.7% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業
(N=91) 

44.0% 52.7% 33.0% 36.3% 50.5% 24.2% 28.6% 35.2% 28.6% 2.2% 1.1% 1.1% 

民間企業・団体の
経営者、役員
(N=28) 

14.3% 64.3% 14.3% 39.3% 35.7% 14.3% 10.7% 32.1% 14.3% 0.0% 3.6% 7.1% 

民間企業・団体の
従業者（会社員、団

体職員）(N=313) 
42.8% 55.6% 30.4% 27.5% 40.6% 20.4% 30.7% 33.5% 28.1% 4.2% 5.4% 1.6% 

臨時雇用、パー
ト、アルバイト

(N=203) 

41.4% 60.1% 29.1% 27.1% 45.8% 16.3% 28.6% 32.5% 31.0% 2.5% 4.9% 3.4% 

学生(N=47) 34.0% 42.6% 14.9% 34.0% 46.8% 19.1% 31.9% 25.5% 27.7% 4.3% 6.4% 4.3% 

家事専業(N=173) 32.9% 59.5% 31.8% 24.9% 49.1% 17.9% 30.6% 37.6% 23.1% 4.6% 2.9% 0.6% 

無職(N=308) 24.7% 53.9% 27.3% 20.8% 34.7% 16.9% 26.9% 35.1% 23.4% 4.2% 7.1% 4.2% 

その他(N=29) 34.5% 58.6% 34.5% 37.9% 41.4% 41.4% 31.0% 37.9% 31.0% 10.3% 3.4% 13.8% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 36.3% 57.1% 28.7% 27.7% 42.8% 18.5% 28.9% 34.4% 27.4% 3.8% 4.5% 2.5% 

なし(N=109) 29.4% 53.2% 29.4% 24.8% 43.1% 22.0% 24.8% 34.9% 22.9% 6.4% 4.6% 3.7% 
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問５ 障がいのある人に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進んでいない

こと」が 44.8%でもっとも高く、次いで「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと」が 40.4%、

「サービス事業所や福祉施設・病院において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をし

たりすること」が 32.2%となっています。 

前回調査との比較では「特にない」が 26.5 ポイント、「意見や行動を尊重されなかったり、無視されたりする

こと」が 4.9 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進んでいない

こと」が 5.4 ポイント、「家族が必要な支援をしなかったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が 3.5 ポ

イント、「女性」が「男性」を上回り、「賃貸住宅への入居を拒むこと」が 2.6 ポイント、「男性」が「女性」を上回

っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「意見や行動を尊重されなかったり、無視されたりすること」、「20～２９歳」は「差別的な発言

や落書きなどをすること」、「30～３９歳」は「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと」、４０歳

以上は「道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進ん

でいないこと」がもっとも高くなっています。 

28.3%

26.1%

29.0%

20.8%

44.8%

40.4%

32.2%

20.1%

21.7%

26.0%

30.7%

2.9%

30.7%

2.9%

28.1%

21.2%

26.5%

17.8%

44.4%

40.0%

29.0%

18.9%

20.9%

24.3%

31.1%

2.9%

4.2%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

じろじろ見たり、避けたりすること

意見や行動を尊重されなかったり、無視されたりすること

家族が必要な支援をしなかったり、暴力、暴言などの虐待をしたりするこ

と

賃貸住宅への入居を拒むこと

道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、障がいのある人が暮らし

やすいまちづくりが進んでいないこと

働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと

サービス事業所や福祉施設・病院において、職員等の対応が不十分であっ

たり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること

地域の学校に通えない場合があること

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく、孤立している

こと

差別的な発言や落書きなどをすること

聴覚や視覚に障がいのある人などへ必要な情報を伝える配慮が足りないこ

と

その他

特にない

わからない

障がいのある人に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

家族が必要な支援をしなかったり、暴力、暴言などの虐待を

したりすること 

道路の段や差乗り物、建物の設備などにおいて、障がいの

ある人が暮らしやすいまちづくりが進んでいないこと 
 

サービス事業者や福祉施設・病院において、職員等の対応

が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりするこ

と 

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少な

く、孤立していること 
 

聴覚や視覚に障がいのある人などへの必要な情報を伝える

配慮が足りないこと 
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◼ 職業別 

「公務員・教職員」「臨時雇用、パート、アルバイト」は「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこ

と」、「民間企業・団体の経営者、役員」は「差別的な発言や落書きなどをすること」、「自営業・自由業」「民間

企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」「家事専業」「無職」「その他」は「道路の段差や乗り物、建物の設

備などにおいて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進んでいないこと」、「学生」は「意見や行動を

尊重されなかったり、無視されたりすること」がもっとも高くなっています。 
 

◼ 学習経験別 

「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと」は 7.9 ポイント、「意見や行動を尊重されなかった

り、無視されたりすること」は 5.1 ポイント、「差別的な発言や落書きなどをすること」は 4.7 ポイント、「あり」が

「なし」を上回り、「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく、孤立していること」は 7.2 ポ

イント、「じろじろ見たり、避けたりすること」は 5.1 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 
 

   

じ
ろ
じ
ろ
見
た
り
、
避
け
た
り
す
る
こ
と 

意
見
や
行
動
を
尊
重
さ
れ
な
か
っ
た
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無
視

さ
れ
た
り
す
る
こ
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家
族
が
必
要
な
支
援
を
し
な
か
っ
た
り
、
暴

力
、
暴
言
な
ど
の
虐
待
を
し
た
り
す
る
こ
と 

賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
を
拒
む
こ
と 

道
路
の
段
差
や
乗
り
物
、
建
物
の
設
備
な
ど
に

お
い
て
、
障
が
い
の
あ
る
人
が
暮
ら
し
や
す
い

ま
ち
づ
く
り
が
進
ん
で
い
な
い
こ
と 

働
け
る
場
所
や
雇
用
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業

が
少
な
い
こ
と 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所
や
福
祉
施
設
・
病
院
に
お
い

て
、
職
員
等
の
対
応
が
不
十
分
で
あ
っ
た
り
、

暴
力
、
暴
言
な
ど
の
虐
待
を
し
た
り
す
る
こ
と 

地
域
の
学
校
に
通
え
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と 

近
隣
や
地
域
の
人
と
の
ふ
れ
あ
い
や
理
解
を
深

め
る
機
会
が
少
な
く
、
孤
立
し
て
い
る
こ
と 

差
別
的
な
発
言
や
落
書
き
な
ど
を
す
る
こ
と 

聴
覚
や
視
覚
に
障
が
い
の
あ
る
人
な
ど
へ
必
要

な
情
報
を
伝
え
る
配
慮
が
足
り
な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 28.3% 26.1% 29.0% 20.8% 44.8% 40.4% 32.2% 20.1% 21.7% 26.0% 30.7% 2.9% 30.7% 2.9% 

性別 
男性(N=533) 27.8% 24.4% 27.2% 22.3% 41.8% 38.8% 32.6% 20.6% 22.5% 26.1% 30.2% 2.6% 30.2% 2.6% 

女性(N=687) 29.0% 27.4% 30.7% 19.7% 47.2% 41.8% 32.2% 19.9% 21.3% 26.1% 31.4% 3.1% 31.4% 3.1% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 47.4% 52.6% 42.1% 18.4% 28.9% 34.2% 44.7% 26.3% 23.7% 36.8% 34.2% 5.3% 34.2% 5.3% 

20～29 歳(N=81) 35.8% 29.6% 32.1% 21.0% 35.8% 35.8% 32.1% 19.8% 22.2% 44.4% 27.2% 1.2% 27.2% 1.2% 

30～39 歳(N=93) 28.0% 33.3% 28.0% 18.3% 37.6% 46.2% 37.6% 21.5% 20.4% 34.4% 29.0% 4.3% 29.0% 4.3% 

40～49 歳(N=172) 26.2% 28.5% 39.0% 22.7% 43.6% 40.7% 33.7% 25.6% 25.6% 35.5% 31.4% 3.5% 31.4% 3.5% 

50～59 歳(N=230) 27.8% 25.7% 28.7% 23.0% 47.4% 45.2% 35.7% 23.0% 17.4% 29.1% 37.8% 3.9% 37.8% 3.9% 

60～69 歳(N=224) 26.3% 21.4% 26.3% 16.1% 46.4% 42.9% 30.4% 20.1% 20.1% 17.4% 32.1% 2.2% 32.1% 2.2% 

70～79 歳(N=232) 29.7% 26.7% 25.9% 20.7% 47.0% 41.4% 28.0% 17.2% 22.4% 19.8% 25.9% 1.3% 25.9% 1.3% 

80 歳以上(N=163) 24.5% 17.8% 23.3% 25.2% 49.7% 29.4% 28.2% 12.9% 25.8% 15.3% 27.6% 3.7% 27.6% 3.7% 

職業別 

公務員・教職員
(N=43) 

30.2% 30.2% 39.5% 20.9% 41.9% 53.5% 39.5% 16.3% 27.9% 44.2% 44.2% 4.7% 44.2% 4.7% 

自営業・自由業

(N=91) 
27.5% 24.2% 33.0% 19.8% 46.2% 41.8% 41.8% 24.2% 22.0% 28.6% 28.6% 1.1% 28.6% 1.1% 

民間企業・団体の

経営者、役員
(N=28) 

32.1% 21.4% 35.7% 17.9% 35.7% 21.4% 25.0% 21.4% 14.3% 39.3% 35.7% 0.0% 35.7% 0.0% 

民間企業・団体の

従業者（会社員、団

体職員）(N=313) 
27.8% 29.1% 31.0% 25.9% 44.1% 42.8% 32.6% 24.9% 23.0% 30.0% 34.5% 2.9% 34.5% 2.9% 

臨時雇用、パー
ト、アルバイト
(N=203) 

29.1% 26.1% 30.5% 18.2% 41.4% 46.3% 35.0% 21.7% 19.7% 25.1% 29.6% 3.4% 29.6% 3.4% 

学生(N=47) 44.7% 51.1% 38.3% 19.1% 36.2% 36.2% 40.4% 25.5% 25.5% 40.4% 34.0% 4.3% 34.0% 4.3% 

家事専業(N=173) 27.7% 27.7% 27.7% 19.1% 50.3% 42.2% 31.8% 14.5% 19.7% 24.9% 24.3% 4.0% 24.3% 4.0% 

無職(N=308) 25.3% 18.2% 21.8% 19.2% 46.1% 33.8% 25.3% 15.6% 21.8% 15.6% 28.2% 2.3% 28.2% 2.3% 

その他(N=29) 34.5% 31.0% 31.0% 24.1% 51.7% 34.5% 37.9% 24.1% 27.6% 31.0% 41.4% 3.4% 41.4% 3.4% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 27.9% 27.1% 29.3% 20.7% 44.9% 41.8% 32.3% 20.0% 21.2% 26.7% 31.4% 3.1% 31.4% 3.1% 

なし(N=109) 33.0% 22.0% 26.6% 24.8% 45.0% 33.9% 31.2% 22.9% 28.4% 22.0% 28.4% 1.8% 28.4% 1.8% 
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問６ 同和問題（部落差別）に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「同和問題（部落差別）に関して、正しく理解されていないこと」が 36.8%でもっとも高く、次いで「インターネ

ットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」が 32.9%、「就職や職場等において不利な扱い

をすること」が 29.8%、「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」が 29.2%となっています。 

前回調査との比較では「インターネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」が 4.5 ポイント、

「就職や職場等において不利な扱いをすること」が 3.9 ポイント増加し、「わからない」が 5.6 ポイント減少し

ています。 

 

◼ 性別 

大きな差はみられません。 

 

◼ 年齢別 

 

「１９歳以下」は「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」、「20～２９歳」は「就職や職場等において不利

な扱いをすること」、「40～49 歳」「50～59 歳」は「インターネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲

載すること」、「３０～３９歳」及び「６０歳以上」は「同和問題（部落差別）に関して、正しく理解されていないこと」

がもっとも多くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「民間企業・団体の経営者、役員」「その他」は「インターネットなどを利用して、デマや差別

的な情報を掲載すること」「同和問題（部落差別）に関して、正しく理解されていないこと」、「自営業・自由業」

は「インターネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」、「民間企業・団体の従業者（会社員、

団体職員）」「臨時雇用、パート、アルバイト」「家事専業」「無職」は「同和問題（部落差別）に関して、正しく理

解されていないこと」、「学生」は「就職や職場等において不利な扱いをすること」がもっとも高くなっています。 

29.2%

29.8%

18.3%

24.6%

32.9%

17.9%

36.8%

2.6%

12.6%

16.6%

27.9%

25.9%

19.6%

21.8%

28.4%

18.4%

4.6%

13.8%

22.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

結婚や就職にあたって、身元調査をすること

就職や職場等において不利な扱いをすること

家を借りたり購入したりする際に同和地区を避けること

差別的な発言や落書きなどをすること

インターネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること

交流や交際を避けること

同和問題（部落差別）に関して、正しく理解されていないこと

その他

特にない

わからない

同和問題に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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◼ 学習経験別 

「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」は 10.4 ポイント、「インターネットなどを利用して、デマや差別

的な情報を掲載すること」は 8.3 ポイント、「就職や職場等において不利な扱いをすること」は 5.9 ポイント、

「あり」が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」は 12.9 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

   

結
婚
や
就
職
に
あ
た
っ
て
、

身
元
調
査
を
す
る
こ
と 

就
職
や
職
場
等
に
お
い
て
不

利
な
扱
い
を
す
る
こ
と 

家
を
借
り
た
り
購
入
し
た
り

す
る
際
に
同
和
地
区
を
避
け

る
こ
と 

差
別
的
な
発
言
や
落
書
き
な

ど
を
す
る
こ
と 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
を
利

用
し
て
、
デ
マ
や
差
別
的
な

情
報
を
掲
載
す
る
こ
と 

交
流
や
交
際
を
避
け
る
こ
と 

同
和
問
題
（
部
落
差
別
）
に

関
し
て
、
正
し
く
理
解
さ
れ

て
い
な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 29.2% 29.8% 18.3% 24.6% 32.9% 17.9% 36.8% 2.6% 12.6% 16.6% 

性別 
男性(N=533) 27.0% 29.5% 16.9% 25.3% 34.5% 17.1% 35.5% 3.2% 16.1% 14.8% 

女性(N=687) 30.9% 30.3% 19.5% 24.2% 31.9% 18.5% 38.4% 2.2% 9.6% 17.9% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 44.7% 42.1% 15.8% 31.6% 42.1% 26.3% 36.8% 5.3% 0.0% 15.8% 

20～29 歳(N=81) 33.3% 40.7% 19.8% 25.9% 35.8% 24.7% 35.8% 1.2% 8.6% 18.5% 

30～39 歳(N=93) 32.3% 28.0% 12.9% 29.0% 36.6% 14.0% 37.6% 2.2% 6.5% 23.7% 

40～49 歳(N=172) 27.3% 34.9% 17.4% 32.0% 39.0% 20.9% 36.6% 2.9% 13.4% 16.3% 

50～59 歳(N=230) 29.6% 33.9% 18.3% 30.0% 37.0% 18.7% 36.5% 1.7% 15.7% 11.3% 

60～69 歳(N=224) 27.7% 23.2% 17.9% 15.6% 27.7% 13.8% 32.6% 3.6% 12.5% 17.9% 

70～79 歳(N=232) 26.7% 25.9% 18.1% 21.6% 29.7% 15.9% 43.5% 2.6% 12.1% 17.2% 

80 歳以上(N=163) 28.8% 27.0% 22.7% 21.5% 27.6% 19.0% 34.4% 1.8% 16.6% 16.6% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 25.6% 37.2% 23.3% 48.8% 51.2% 32.6% 51.2% 2.3% 7.0% 4.7% 

自営業・自由業(N=91) 23.1% 23.1% 17.6% 23.1% 35.2% 16.5% 31.9% 2.2% 7.7% 20.9% 

民間企業・団体の経営
者、役員(N=28) 

14.3% 17.9% 17.9% 25.0% 35.7% 21.4% 35.7% 3.6% 21.4% 10.7% 

民間企業・団体の従業
者（会社員、団体職員）

(N=313) 

28.4% 33.5% 18.5% 27.8% 34.2% 16.9% 36.7% 3.5% 14.7% 12.1% 

臨時雇用、パート、ア
ルバイト(N=203) 

31.5% 31.0% 14.8% 21.2% 31.5% 15.3% 37.4% 3.9% 10.8% 17.2% 

学生(N=47) 42.6% 46.8% 19.1% 34.0% 38.3% 29.8% 36.2% 4.3% 4.3% 12.8% 

家事専業(N=173) 27.7% 28.3% 20.8% 21.4% 30.6% 16.2% 38.2% 0.6% 11.0% 20.8% 

無職(N=308) 28.9% 24.4% 16.2% 20.5% 27.6% 16.9% 33.8% 1.6% 15.3% 20.1% 

その他(N=29) 48.3% 44.8% 37.9% 31.0% 55.2% 27.6% 55.2% 0.0% 10.3% 13.8% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 30.6% 30.7% 18.6% 25.3% 34.0% 18.5% 37.6% 2.7% 12.3% 14.6% 

なし(N=109) 20.2% 24.8% 15.6% 21.1% 25.7% 14.7% 33.9% 1.8% 14.7% 27.5% 
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問７ 外国人に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」が 37.3%でもっと

も高く、次いで「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」が35.0%、「就職や職場等におい

て不利な扱いをすること」が 25.8%となっています。 

前回調査との比較では「差別的な発言や落書きなどをすること」が 4.5 ポイント、「特定の民族や国籍の人々

に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」が 4.4 ポイント増加しています。 

 

 

 

◼ 性別 

「施設・道路・鉄道案内の外国語表記など、外国人市民にも暮らしやすいまちづくりが進められていないこと」

が 5.4 ポイント、「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」が 4.7 ポイント、「賃貸住宅への

入居を拒むこと」が 4.2 ポイント、「わからない」が 3.4 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」「就

職や職場等において不利な扱いをすること」、「20～２９歳」及び「４０歳以上」は「特定の民族や国籍の人々

に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」、「30～３９歳」は「外国語で対応できる相談窓

口や病院・施設が少ないこと」がもっとも高くなっています。 

37.3%

12.9%

24.5%

13.8%

25.8%

20.7%

35.0%

17.7%

3.9%

11.9%

16.1%

32.9%

13.8%

20.0%

11.6%

24.5%

20.4%

33.5%

15.9%

3.6%

11.9%

17.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動（ヘイトス

ピーチ）が行われること

宿泊施設、店舗などへの入店や利用を拒むこと

差別的な発言や落書きなどをすること

賃貸住宅への入居を拒むこと

就職や職場等において不利な扱いをすること

施設・道路・鉄道案内の外国語表記など、外国人市民にも暮ら

しやすいまちづくりが進められていないこと

外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立

していること

その他

特にない

わからない

外国人に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別発言（ヘイ

トスピーチ）が行われること 

 

施設・道路・鉄道案内の外国語表記など、外国人市民にも

暮らしやすいまちづくりが進められていないこと 

 

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少な

く孤立していること 
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◼ 職業別 

「民間企業・団体の従業者」は「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」、「民間企業・団体

の従業者（会社員、団体職員）」以外は「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動（ヘイトスピー

チ）が行われること」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動(ヘイトスピーチ)が行われること」が 14.6 ポイント、

「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」が 9.0 ポイント、「差別的な発言や落書きなどを

すること」が 8.6 ポイント、「あり」が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」は 15.1 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

   

特
定
の
民
族
や
国
籍
の
人
々
に
対

し
て
不
当
な
差
別
的
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（
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わ
れ
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落
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す
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入
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こ
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案
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記
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、
外
国
人
市
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に
も

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
が
進

め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と 

外
国
語
で
対
応
で
き
る
相
談
窓
口

や
病
院
・
施
設
が
少
な
い
こ
と 

近
隣
や
地
域
の
人
と
の
ふ
れ
あ
い

や
理
解
を
深
め
る
機
会
が
少
な
く

孤
立
し
て
い
る
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 37.3% 12.9% 24.5% 13.8% 25.8% 20.7% 35.0% 17.7% 3.9% 11.9% 16.1% 

性別 
男性(N=533) 36.4% 12.0% 24.0% 11.4% 25.1% 17.6% 32.6% 18.6% 4.7% 14.8% 14.1% 

女性(N=687) 38.4% 13.4% 24.9% 15.6% 26.6% 23.0% 37.3% 17.2% 3.3% 9.6% 17.5% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 39.5% 21.1% 36.8% 15.8% 39.5% 13.2% 34.2% 15.8% 2.6% 5.3% 15.8% 

20～29 歳(N=81) 38.3% 17.3% 37.0% 22.2% 32.1% 27.2% 30.9% 23.5% 6.2% 13.6% 9.9% 

30～39 歳(N=93) 35.5% 11.8% 31.2% 12.9% 31.2% 18.3% 39.8% 15.1% 6.5% 10.8% 11.8% 

40～49 歳(N=172) 43.0% 14.0% 28.5% 14.0% 23.8% 19.8% 36.6% 16.3% 2.3% 11.0% 16.9% 

50～59 歳(N=230) 38.7% 14.3% 28.3% 13.5% 26.5% 19.1% 37.0% 20.0% 5.7% 13.9% 12.2% 

60～69 歳(N=224) 41.5% 7.1% 16.5% 9.8% 24.6% 20.5% 40.2% 19.2% 4.0% 11.6% 14.7% 

70～79 歳(N=232) 35.8% 11.6% 22.0% 12.9% 22.8% 24.1% 34.1% 14.7% 2.6% 11.2% 19.8% 

80 歳以上(N=163) 27.0% 15.3% 17.2% 16.6% 24.5% 19.0% 25.2% 17.8% 2.5% 12.9% 22.7% 

職業別 

公務員・教職員

(N=43) 
55.8% 14.0% 39.5% 11.6% 27.9% 14.0% 41.9% 18.6% 2.3% 4.7% 11.6% 

自営業・自由業
(N=91) 

42.9% 14.3% 30.8% 11.0% 23.1% 16.5% 30.8% 13.2% 3.3% 8.8% 18.7% 

民間企業・団体の経
営者、役員(N=28) 

53.6% 14.3% 25.0% 14.3% 25.0% 21.4% 21.4% 25.0% 3.6% 10.7% 14.3% 

民間企業・団体の従
業者（会社員、団体職

員）(N=313) 
36.4% 13.1% 26.5% 13.4% 28.8% 22.7% 41.2% 21.4% 5.4% 15.3% 8.6% 

臨時雇用、パート、
アルバイト(N=203) 

35.5% 12.8% 23.6% 14.3% 26.6% 20.7% 35.0% 19.2% 3.9% 13.3% 18.7% 

学生(N=47) 46.8% 25.5% 38.3% 23.4% 44.7% 23.4% 40.4% 19.1% 4.3% 4.3% 10.6% 

家事専業(N=173) 39.3% 11.6% 22.5% 13.3% 26.0% 23.7% 35.8% 13.3% 4.6% 8.7% 16.8% 

無職(N=308) 32.1% 10.4% 17.9% 13.6% 20.5% 17.9% 29.9% 14.9% 2.3% 12.3% 22.1% 

その他(N=29) 31.0% 13.8% 27.6% 17.2% 24.1% 27.6% 27.6% 27.6% 3.4% 13.8% 17.2% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 39.4% 13.0% 26.0% 13.8% 26.9% 21.1% 36.5% 18.8% 4.1% 11.3% 14.3% 

なし(N=109) 24.8% 15.6% 17.4% 16.5% 21.1% 22.0% 27.5% 11.0% 2.8% 13.8% 29.4% 
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問８ エイズ患者・ＨＩＶ陽性者に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと」が 42.2%でもっとも高く、次いで「偏見による

差別的な発言や行動をすること」が 29.3%、「患者・陽性者のプライバシーを守らないこと」が 26.9%となっ

ています。 

前回調査との比較では「偏見による差別的な発言や行動をすること」が 6.5 ポイント、「わからない」が 6.3 ポ

イント減少しています。 

 

◼ 性別 

「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと」が 7.6 ポイント、「患者・陽性者のプライバシー

を守らないこと」が 4.0 ポイント、「周囲が結婚について反対すること」が 3.7 ポイント、「女性」が「男性」を上

回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「偏見による差別的な発言や行動をすること」「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解され

ていないこと」、「２０～７９歳」は「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと」、「８０歳以上」

は「わからない」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「無職」以外は「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと」、「無職」は「わからない」がもっと

も多くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「患者・陽性者のプライバシーを守らないこと」が11.7ポイント、「偏見による差別的な発言や行動をすること」

26.9%

18.8%

24.1%

11.9%

16.1%

29.3%

42.2%

1.0%

10.3%

25.5%

24.5%

20.5%

22.0%

12.4%

15.1%

35.8%

1.5%

11.4%

31.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

患者・陽性者のプライバシーを守らないこと

就職・職場等において不利な扱いをすること

病院が治療や入院を拒むこと

周囲が結婚について反対すること

無断でＨＩＶ検査をすること

偏見による差別的な発言や行動をすること

エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと

その他

特にない

わからない

エイズ患者・ＨＩＶ陽性者に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

 エイズ・HIV 陽性者に関して、正しく理解され

ていないこと 
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が10.6ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は「なし」が「あり」を15.9ポイント上回っています。 
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よ
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・
Ｈ
Ｉ
Ｖ
陽
性
者

に
関
し
て
、
正
し
く
理
解

さ
れ
て
い
な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 26.9% 18.8% 24.1% 11.9% 16.1% 29.3% 42.2% 1.0% 10.3% 25.5% 

性別 
男性(N=533) 24.8% 17.6% 23.6% 9.8% 15.2% 28.9% 38.3% 1.1% 13.5% 25.7% 

女性(N=687) 28.8% 19.9% 24.7% 13.5% 17.0% 29.8% 45.9% 0.9% 7.7% 25.2% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 34.2% 23.7% 31.6% 23.7% 13.2% 36.8% 36.8% 2.6% 2.6% 21.1% 

20～29 歳(N=81) 28.4% 23.5% 28.4% 16.0% 12.3% 32.1% 42.0% 0.0% 9.9% 25.9% 

30～39 歳(N=93) 35.5% 21.5% 26.9% 14.0% 16.1% 34.4% 49.5% 0.0% 5.4% 22.6% 

40～49 歳(N=172) 29.1% 23.8% 23.8% 12.8% 21.5% 37.8% 43.6% 1.2% 12.2% 19.8% 

50～59 歳(N=230) 34.8% 21.3% 28.3% 13.5% 20.4% 37.0% 46.1% 1.7% 13.0% 18.3% 

60～69 歳(N=224) 23.2% 12.9% 18.8% 8.0% 11.6% 23.7% 45.5% 0.4% 7.1% 28.1% 

70～79 歳(N=232) 19.0% 17.2% 21.1% 8.6% 15.5% 22.8% 40.9% 1.3% 10.8% 30.6% 

80 歳以上(N=163) 22.1% 15.3% 24.5% 12.3% 14.1% 20.9% 30.7% 0.6% 13.5% 33.1% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 41.9% 23.3% 25.6% 14.0% 20.9% 48.8% 51.2% 2.3% 7.0% 14.0% 

自営業・自由業(N=91) 28.6% 18.7% 24.2% 12.1% 17.6% 27.5% 46.2% 1.1% 7.7% 19.8% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
21.4% 17.9% 21.4% 7.1% 21.4% 21.4% 35.7% 3.6% 10.7% 28.6% 

民間企業・団体の従業
者（会社員、団体職員）

(N=313) 

32.3% 19.8% 27.5% 11.8% 17.9% 33.9% 46.3% 1.3% 12.1% 18.5% 

臨時雇用、パート、ア

ルバイト(N=203) 
28.1% 20.7% 23.2% 13.3% 18.7% 33.0% 47.8% 0.0% 9.9% 22.7% 

学生(N=47) 29.8% 23.4% 34.0% 25.5% 17.0% 38.3% 42.6% 2.1% 4.3% 19.1% 

家事専業(N=173) 26.0% 22.0% 23.7% 12.1% 17.9% 25.4% 42.2% 1.7% 9.2% 30.1% 

無職(N=308) 18.8% 14.3% 19.5% 8.1% 9.4% 21.8% 32.8% 0.3% 11.7% 35.7% 

その他(N=29) 20.7% 10.3% 27.6% 17.2% 20.7% 27.6% 41.4% 0.0% 10.3% 27.6% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 28.2% 19.9% 24.6% 12.6% 16.5% 30.8% 44.2% 1.1% 10.2% 23.5% 

なし(N=109) 16.5% 13.8% 22.9% 9.2% 13.8% 20.2% 33.9% 0.0% 10.1% 39.4% 
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問９ ホームレスに関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」が 46.7%でもっとも高く、次いで「危害を加えたり、嫌

がらせをしたりすること」が 40.1%、「相談窓口や就労・生活支援体制が不十分であること」が 38.2%となっ

ています。 

前回調査との比較では、「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」が 8.3 ポイント、「病院が治療

や入院を拒むこと」が 4.0 ポイント、「相談窓口や就労・生活支援体制が不十分であること」が 3.7 ポイント増

加しています。 

 

◼ 性別 

「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」が 8.5 ポイント、「相談窓口や就労・生活支援体制が不

十分であること」が 6.1 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」及び「60～６９歳」は「危害を加えたり、嫌がらせをしたりすること」、「20～５９歳」及び「７０歳以

上」は「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「自営業・自由業」「民間企業・団体の経営者、役員」は「危害を加えたり、嫌がらせをしたり

すること」、「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」「臨時雇用、パート、アルバイト」「学生」「家事専

業」「無職」は「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」、「その他」は「相談窓口や就労・生活支援

体制が不十分であること」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」は 10.2 ポイント、「危害を加えたり、嫌がらせをしたりす

ること」は 9.5 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は「なし」が「あり」を 11.7 ポイント上回ってい

ます。 

16.1%

40.1%

46.7%

20.2%

38.2%

1.9%

9.4%

13.3%

15.0%

38.9%

38.4%

16.2%

34.5%

2.6%

9.3%

17.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

じろじろ見たり、避けたりすること

危害を加えたり、嫌がらせをしたりすること

居住場所がないなどにより、就労が困難であること

病院が治療や入院を拒むこと

相談窓口や就労・生活支援体制が不十分であること

その他

特にない

わからない

ホームレスに関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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じ
ろ
じ
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、
避
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危
害
を
加
え
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嫌

が
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を
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た
り
す
る

こ
と 

居
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が
な
い
な
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に
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り
、
就
労
が
困
難

で
あ
る
こ
と 

病
院
が
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療
や
入
院
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こ
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相
談
窓
口
や
就
労
・
生

活
支
援
体
制
が
不
十
分

で
あ
る
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 16.1% 40.1% 46.7% 20.2% 38.2% 1.9% 9.4% 13.3% 

性別 
男性(N=533) 14.6% 38.1% 42.6% 18.9% 34.9% 2.4% 13.1% 12.4% 

女性(N=687) 17.2% 41.9% 51.1% 21.4% 41.0% 1.5% 6.4% 14.0% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 28.9% 42.1% 39.5% 23.7% 39.5% 5.3% 5.3% 10.5% 

20～29 歳(N=81) 23.5% 42.0% 48.1% 24.7% 37.0% 3.7% 13.6% 11.1% 

30～39 歳(N=93) 19.4% 35.5% 51.6% 23.7% 39.8% 1.1% 9.7% 10.8% 

40～49 歳(N=172) 13.4% 44.8% 48.8% 19.2% 39.5% 1.7% 8.1% 10.5% 

50～59 歳(N=230) 10.0% 44.8% 50.0% 24.8% 38.7% 1.3% 11.3% 11.7% 

60～69 歳(N=224) 13.8% 44.2% 43.3% 14.3% 32.6% 1.3% 10.3% 13.4% 

70～79 歳(N=232) 17.7% 35.8% 47.0% 18.1% 39.7% 2.6% 8.6% 15.9% 

80 歳以上(N=163) 20.2% 30.1% 44.8% 21.5% 42.3% 1.2% 6.7% 17.2% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 18.6% 62.8% 44.2% 16.3% 46.5% 4.7% 7.0% 2.3% 

自営業・自由業(N=91) 14.3% 48.4% 45.1% 18.7% 34.1% 3.3% 7.7% 17.6% 

民間企業・団体の経営者、
役員(N=28) 

17.9% 35.7% 32.1% 14.3% 21.4% 3.6% 14.3% 17.9% 

民間企業・団体の従業者（会

社員、団体職員）(N=313) 
15.3% 41.2% 48.2% 22.0% 38.3% 1.3% 13.7% 7.7% 

臨時雇用、パート、アルバ
イト(N=203) 

15.3% 42.4% 49.8% 20.7% 36.9% 1.0% 8.9% 15.8% 

学生(N=47) 27.7% 38.3% 48.9% 21.3% 40.4% 4.3% 8.5% 8.5% 

家事専業(N=173) 13.9% 37.6% 52.6% 20.8% 38.7% 1.7% 5.2% 13.9% 

無職(N=308) 15.3% 33.4% 43.5% 17.5% 39.3% 1.9% 7.8% 17.5% 

その他(N=29) 34.5% 41.4% 37.9% 37.9% 48.3% 3.4% 13.8% 13.8% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 16.4% 41.6% 48.7% 20.7% 39.2% 1.8% 9.6% 11.2% 

なし(N=109) 17.4% 32.1% 38.5% 19.3% 36.7% 3.7% 7.3% 22.9% 

 

  



24 

 

問 10 インターネットに関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」が 67.3%でもっと

も高く、次いで「出会い系サイトやコミュニティサイトなどが犯罪を誘発する可能性のある場となっていること」

が 58.2%、「詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること」が 57.4%となっています。 

前回調査との比較では「デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載するこ

と」が 3.6 ポイント、「わいせつな画像や残虐な画像などを掲載すること」「出会い系サイトやコミュニティサイ

トなどが犯罪を誘発する可能性のある場となっていること」が 3.0 ポイント増加し、「個人情報の流出などの

問題が多く発生していること」が 8.9 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「わいせつな画像や残虐な画像などを掲載すること」が 18.1 ポイント、「出会い系サイトやコミュニティサイト

などが犯罪を誘発する可能性のある場となっていること」が 11.1 ポイント、「個人情報の流出などの問題が多

く発生していること」が 8.4 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」「個

人情報の流出などの問題が多く発生していること」、「２０～６９歳」は「デマを流したり、他人を誹謗中傷する

表現や差別を助長する表現などを掲載すること」、「７０歳以上」は「出会い系サイトやコミュニティサイトなど

が犯罪を誘発する可能性のある場となっていること」がもっとも高くなっています。 

 

58.2%

21.5%

43.0%

67.3%

51.6%

29.8%

42.1%

57.4%

2.3%

2.7%

5.2%

55.2%

19.8%

40.0%

63.7%

60.5%

1.8%

3.0%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

出会い系サイトやコミュニティサイトなどが犯罪を誘発する可能

性のある場となっていること

捜査の対象となっている未成年者の実名や顔写真を掲載すること

わいせつな画像や残虐な画像などを掲載すること

デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現

などを掲載すること

個人情報の流出などの問題が多く発生していること

インターネット上で人権侵害を受けた人のための相談・支援体制

が十分でないこと

人権侵害する情報の発信者に対する監視や取締りが十分でないこ

と

詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること

その他

特にない

わからない

インターネットに関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

出会い系サイトやコミュニティサイトなどが犯罪を誘

発する可能性のある場となっていること 

 

デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を

助長する表現などを掲載すること 

インターネット上で人権侵害を受けた人のための相

談・支援体制が十分でないこと 

 人権侵害する情報の発信者に対する監視や取締りが

十分でないこと 

捜査の対象となっている未成年者の実名や顔写真を

掲載すること 
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◼ 職業別 

「無職」は「詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること」、「その他」は「出会い系サイトやコミュニティサイトな

どが犯罪を誘発する可能性のある場となっていること」、それ以外の職業では「デマを流したり、他人を誹謗

中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」がもっとも多くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「個人情報の流出などの問題が多く発生していること」は 19.2 ポイント、「デマを流したり、他人を誹謗中傷す

る表現や差別を助長する表現などを掲載すること」は 16.1 ポイント、「詐欺や強盗等の犯罪に利用されている

こと」は 12.3 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は 9.1 ポイント、「なし」が「あり」を上回ってい

ます。 
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を
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た
人
の
た
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援
体
制
が
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分
で
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い
こ
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人
権
侵
害
す
る
情
報
の
発
信
者
に
対
す

る
監
視
や
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締
り
が
十
分
で
な
い
こ
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詐
欺
や
強
盗
等
の
犯
罪
に
利
用
さ
れ
て

い
る
こ
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そ
の
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特
に
な
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わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 58.2% 21.5% 43.0% 67.3% 51.6% 29.8% 42.1% 57.4% 2.3% 2.7% 5.2% 

性別 
男性(N=533) 52.5% 18.9% 33.0% 66.2% 47.1% 28.7% 41.1% 58.3% 1.9% 3.4% 5.4% 

女性(N=687) 63.6% 23.7% 51.1% 68.7% 55.5% 30.6% 43.4% 57.6% 2.8% 2.2% 4.8% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 47.4% 28.9% 28.9% 57.9% 57.9% 28.9% 31.6% 42.1% 2.6% 2.6% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 59.3% 25.9% 43.2% 76.5% 48.1% 30.9% 34.6% 53.1% 1.2% 6.2% 6.2% 

30～39 歳(N=93) 66.7% 24.7% 52.7% 77.4% 61.3% 37.6% 45.2% 50.5% 6.5% 1.1% 1.1% 

40～49 歳(N=172) 60.5% 26.2% 52.9% 77.9% 61.0% 33.7% 45.3% 62.8% 1.7% 1.7% 1.7% 

50～59 歳(N=230) 59.6% 24.3% 43.9% 70.4% 60.0% 37.4% 47.8% 65.7% 1.7% 3.5% 3.0% 

60～69 歳(N=224) 59.8% 17.4% 40.2% 74.6% 47.3% 26.8% 45.1% 59.4% 1.8% 1.8% 3.1% 

70～79 歳(N=232) 59.5% 18.5% 41.4% 59.1% 49.1% 25.9% 42.7% 57.8% 2.2% 2.2% 8.2% 

80 歳以上(N=163) 49.1% 17.2% 35.0% 46.0% 33.7% 20.2% 30.7% 48.5% 3.1% 4.3% 12.9% 

職業別 

公務員・教職員

(N=43) 
65.1% 25.6% 62.8% 83.7% 53.5% 39.5% 58.1% 62.8% 4.7% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業

(N=91) 
60.4% 19.8% 40.7% 73.6% 53.8% 37.4% 48.4% 63.7% 2.2% 0.0% 5.5% 

民間企業・団体の経
営者、役員(N=28) 

53.6% 17.9% 42.9% 64.3% 39.3% 14.3% 35.7% 57.1% 0.0% 0.0% 3.6% 

民間企業・団体の従
業者（会社員、団体職

員）(N=313) 

59.7% 24.6% 41.2% 75.7% 57.5% 32.6% 44.4% 61.3% 2.6% 2.9% 1.3% 

臨時雇用、パート、
アルバイト(N=203) 

63.1% 24.6% 50.2% 71.9% 56.7% 28.6% 42.9% 57.6% 1.5% 3.4% 3.4% 

学生(N=47) 53.2% 29.8% 34.0% 61.7% 55.3% 31.9% 31.9% 51.1% 2.1% 4.3% 2.1% 

家事専業(N=173) 61.3% 21.4% 48.6% 68.8% 57.8% 29.5% 43.9% 53.8% 2.9% 1.7% 2.3% 

無職(N=308) 51.6% 15.3% 36.4% 52.9% 38.3% 25.3% 35.7% 54.2% 1.6% 3.2% 12.7% 

その他(N=29) 62.1% 24.1% 37.9% 55.2% 48.3% 31.0% 48.3% 58.6% 10.3% 10.3% 13.8% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 59.8% 22.5% 44.5% 70.2% 54.1% 30.8% 43.7% 60.0% 2.4% 2.5% 3.7% 

なし(N=109) 50.5% 18.3% 38.5% 54.1% 34.9% 27.5% 38.5% 47.7% 2.8% 2.8% 12.8% 
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問 11 ハンセン病回復者に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「ハンセン病に関して、正しく理解されていないこと」が 46.2%でもっとも高く、次いで「わからない」が

33.5％、「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 22.7%、「じろじろ見たり、避けたりすること」が

19.4%となっています。 

前回調査との比較では「わからない」が 9.7 ポイント、「家族や親族との交流やふれあいが少ないこと」が 3.3

ポイント、「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立していること」が 3.2 ポイント減少

しています。 

 

◼ 性別 

「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 7.9 ポイント、「ハンセン病に関して、正しく理解されていな

いこと」が 6.5 ポイント、「じろじろ見たり、避けたりすること」が 6.4 ポイント、「女性」が「男性」を上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「わからない」、「２０歳以上」は「ハンセン病に関して、正しく理解されていないこと」がもっとも

多くなっています。 

 

◼ 職業別 

「その他」は「わからない」、「その他」以外の職業は「ハンセン病に関して、正しく理解されていないこと」がもっ

とも多くなっています。 

19.4%

22.7%

14.2%

18.5%

13.3%

16.4%

13.8%

46.2%

0.7%

8.1%

33.5%

19.1%

25.6%

15.7%

21.2%

16.6%

19.6%

13.2%

2.2%

9.3%

43.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

じろじろ見たり、避けたりすること

就職・職場等において不利な扱いをすること

賃貸住宅への入居を拒むこと

病院が治療や入院を拒むこと

家族や親族との交流やふれあいが少ないこと

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立し

ていること

宿泊や施設の利用を拒むこと

ハンセン病に関して、正しく理解されていないこと

その他

特にない

わからない

ハンセン病回復者に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が

少なく孤立していること 
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◼ 学習経験別 

「就職・職場等において不利な扱いをすること」は 8.1 ポイント、「ハンセン病に関して、正しく理解されていな

いこと」は 4.4 ポイント、「じろじろ見たり、避けたりすること」は 3.6 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「近隣

や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立していること」は 4.0 ポイント、「なし」が「あり」を

上回っています。 
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宿
泊
や
施
設
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用
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と ハ
ン
セ
ン
病
に
関
し
て
、
正
し

く
理
解
さ
れ
て
い
な
い
こ
と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 19.4% 22.7% 14.2% 18.5% 13.3% 16.4% 13.8% 46.2% 0.7% 8.1% 33.5% 

性別 
男性(N=533) 15.9% 18.4% 13.5% 17.3% 12.0% 16.5% 13.1% 42.8% 0.9% 9.4% 34.5% 

女性(N=687) 22.3% 26.3% 14.7% 19.7% 14.4% 16.6% 14.4% 49.3% 0.6% 7.1% 32.8% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 26.3% 23.7% 13.2% 15.8% 2.6% 18.4% 15.8% 34.2% 0.0% 2.6% 44.7% 

20～29 歳(N=81) 22.2% 17.3% 12.3% 18.5% 14.8% 11.1% 11.1% 46.9% 0.0% 7.4% 35.8% 

30～39 歳(N=93) 18.3% 22.6% 14.0% 16.1% 8.6% 5.4% 11.8% 47.3% 0.0% 5.4% 36.6% 

40～49 歳(N=172) 19.8% 23.8% 16.9% 18.0% 14.5% 15.1% 15.1% 44.2% 0.0% 8.1% 38.4% 

50～59 歳(N=230) 19.1% 25.7% 17.8% 22.2% 14.3% 17.8% 17.4% 46.1% 0.4% 9.1% 33.0% 

60～69 歳(N=224) 17.0% 16.1% 7.1% 12.5% 8.5% 12.1% 7.1% 48.2% 0.9% 7.6% 33.0% 

70～79 歳(N=232) 19.4% 25.0% 13.4% 20.3% 15.9% 21.1% 13.4% 48.3% 1.3% 8.6% 29.3% 

80 歳以上(N=163) 20.2% 25.8% 17.8% 21.5% 17.2% 23.3% 19.0% 45.4% 1.8% 9.8% 30.1% 

職業別 

公務員・教職員
(N=43) 

25.6% 30.2% 18.6% 27.9% 9.3% 23.3% 23.3% 55.8% 2.3% 4.7% 25.6% 

自営業・自由業

(N=91) 
19.8% 24.2% 17.6% 22.0% 18.7% 16.5% 13.2% 42.9% 1.1% 7.7% 34.1% 

民間企業・団体の経

営者、役員(N=28) 
7.1% 14.3% 7.1% 14.3% 7.1% 3.6% 3.6% 46.4% 0.0% 17.9% 28.6% 

民間企業・団体の従
業者（会社員、団体職

員）(N=313) 

19.8% 22.0% 15.3% 18.2% 13.7% 15.3% 14.1% 47.9% 0.3% 10.2% 31.6% 

臨時雇用、パート、

アルバイト(N=203) 
20.2% 23.6% 13.8% 17.7% 13.8% 17.2% 15.3% 47.8% 0.0% 6.4% 36.5% 

学生(N=47) 27.7% 23.4% 12.8% 14.9% 10.6% 19.1% 14.9% 42.6% 0.0% 4.3% 38.3% 

家事専業(N=173) 20.2% 25.4% 13.3% 20.8% 11.0% 13.9% 13.9% 49.1% 1.2% 4.0% 34.1% 

無職(N=308) 16.2% 20.5% 13.0% 16.2% 12.7% 18.5% 11.7% 43.5% 1.3% 9.4% 33.4% 

その他(N=29) 24.1% 20.7% 13.8% 20.7% 20.7% 10.3% 17.2% 31.0% 0.0% 10.3% 37.9% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 20.1% 23.7% 14.7% 18.8% 13.3% 16.2% 14.0% 47.5% 0.7% 7.6% 32.9% 

なし(N=109) 16.5% 15.6% 11.9% 17.4% 12.8% 20.2% 15.6% 43.1% 1.8% 8.3% 35.8% 
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問 12 ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関することで、あなたが特に問題だと思うの

はどのようなことですか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていないこと」が 44.7%でもっとも高く、

次いで「偏見による差別的な発言や行動をすること」が 39.7%、「学校や職場でいじめや嫌がらせをすること」

が 35.6%となっています。 

前回調査との比較では「わからない」が 6.5 ポイント、「偏見による差別的な発言や行動をすること」が 4.0 ポ

イント減少しています。 

 

◼ 性別 

「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 9.4 ポイント、「男らしく、女らしく」という考えを押しつける

こと」が 8.4 ポイント、「偏見による差別的な発言や行動をすること」が 8.2 ポイント、「学校や職場でいじめや

嫌がらせをすること」が 8.1 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」及び「２０～２９歳」は「『男らしく、女らしく』という考えを押しつけること」、「３０～７９歳」は「性的

少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていないこと」、「８０歳以上」は「偏見による差別

的な発言や行動をすること」がもっとも多くなっています。 

 

◼ 職業別 

「学生」は「『男らしく、女らしく』という考えを押しつけること」、「無職」は「偏見による差別的な発言や行動をす

ること」「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていないこと」、「その他」は「学校

32.7%

35.6%

28.6%

15.6%

39.7%

44.7%

2.5%

8.9%

16.3%

30.8%

35.0%

28.6%

15.3%

43.7%

2.4%

11.2%

22.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

「男らしく、女らしく」という考えを押しつけること

学校や職場でいじめや嫌がらせをすること

就職・職場等において不利な扱いをすること

賃貸住宅への入居を拒むこと

偏見による差別的な発言や行動をすること

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正し

く理解されていないこと

その他

特にない

わからない

LGBTQ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正

しく理解されていないこと 
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や職場でいじめや嫌がらせをすること」「性的少数者(セクシュアル・マイノリティ)に関して、正しく理解されて

いないこと」、それ以外の職業は「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていない

こと」がもっとも多くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「性的少数者(セクシュアル・マイノリティ)に関して、正しく理解されていないこと」が 17.1 ポイント、「男らしく、

女らしく」という考えを押しつけること」が 13.6 ポイント、「学校や職場でいじめや嫌がらせをすること」が 11.0

ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は 18.7 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 
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 全体(N=1,243) 32.7% 35.6% 28.6% 15.6% 39.7% 44.7% 2.5% 8.9% 16.3% 

性別 
男性(N=533) 28.0% 31.1% 23.5% 13.9% 35.5% 41.7% 2.6% 11.8% 17.8% 

女性(N=687) 36.4% 39.2% 32.9% 16.9% 43.7% 47.5% 2.3% 6.7% 15.0% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 60.5% 36.8% 23.7% 21.1% 39.5% 52.6% 2.6% 7.9% 7.9% 

20～29 歳(N=81) 50.6% 46.9% 33.3% 19.8% 43.2% 39.5% 2.5% 12.3% 8.6% 

30～39 歳(N=93) 39.8% 45.2% 35.5% 21.5% 43.0% 47.3% 6.5% 5.4% 12.9% 

40～49 歳(N=172) 44.2% 44.2% 32.6% 17.4% 48.3% 49.4% 2.3% 8.1% 7.0% 

50～59 歳(N=230) 34.3% 36.5% 29.6% 18.7% 40.9% 50.9% 3.9% 10.4% 13.0% 

60～69 歳(N=224) 27.7% 33.0% 26.3% 9.8% 40.6% 49.1% 2.2% 7.1% 13.8% 

70～79 歳(N=232) 24.1% 27.2% 26.7% 12.5% 36.2% 41.8% 0.9% 8.2% 24.6% 

80 歳以上(N=163) 18.4% 30.1% 23.9% 14.7% 30.7% 29.4% 0.6% 12.3% 28.8% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 48.8% 48.8% 32.6% 20.9% 55.8% 58.1% 4.7% 4.7% 2.3% 

自営業・自由業(N=91) 31.9% 36.3% 31.9% 18.7% 35.2% 44.0% 2.2% 9.9% 14.3% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
35.7% 25.0% 25.0% 14.3% 35.7% 57.1% 0.0% 17.9% 17.9% 

民間企業・団体の従業者
（会社員、団体職員）

(N=313) 

36.7% 39.3% 31.9% 16.9% 44.1% 51.1% 3.5% 9.9% 7.7% 

臨時雇用、パート、アル

バイト(N=203) 
35.5% 35.0% 27.1% 14.8% 41.4% 46.8% 2.0% 6.9% 17.2% 

学生(N=47) 59.6% 40.4% 27.7% 25.5% 46.8% 48.9% 4.3% 10.6% 6.4% 

家事専業(N=173) 30.1% 38.2% 34.1% 14.5% 38.7% 43.4% 1.7% 5.8% 14.5% 

無職(N=308) 22.7% 28.2% 22.4% 12.7% 34.4% 34.4% 1.6% 10.1% 28.2% 

その他(N=29) 24.1% 44.8% 24.1% 10.3% 31.0% 44.8% 3.4% 13.8% 24.1% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 34.7% 37.6% 29.6% 16.4% 41.5% 47.4% 2.7% 8.9% 13.4% 

なし(N=109) 21.1% 26.6% 21.1% 11.9% 32.1% 30.3% 0.9% 9.2% 32.1% 
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問 13 犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人および家族など）に関することで、あなたが特に問題だと

思うのはどのようなことですか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が

63.2%でもっとも高く、次いで「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」が 59.2%、「インター

ネット等で犯罪被害者への誹謗中傷があること」が 57.1%となっています。 

前回調査との比較では「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」が 3.4 ポイント増加していま

す。 

 

◼ 性別 

「捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること」が 8.0 ポイント、「報道、インターネットや地域住民によっ

てプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が 7.2 ポイント、「インターネット等で犯罪被害者

への誹謗中傷があること」が 3.4 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」及び「30～３９歳」は「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」、それ以外の年齢

では「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」がも

っとも多くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「学生」「その他」は「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」、「民間企業・団

体の経営者、役員」は「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保て

59.2%

41.2%

63.2%

57.1%

32.0%

32.0%

1.3%

4.2%

9.9%

55.8%

39.7%

64.6%

32.7%

30.2%

1.5%

3.6%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること

捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること

報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生

活の平穏が保てなくなること

インターネット等で犯罪被害者への誹謗中傷があること

相談窓口や支援体制が不十分であること

事実を知るために必要な情報を入手することが困難であること

その他

特にない

わからない

犯罪被害者に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを

侵害され、生活の平穏が保てなくなること 

 

事実を知るために必要な情報を入手することが困難で

あること 
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なくなること」「インターネット等で犯罪被害者への誹謗中傷があること」、それ以外の職業では「報道、インタ

ーネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」がもっとも高くなって

います。 

 

◼ 学習経験別 

「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」が 24.0 ポイント、「捜査や刑事裁判において精神的

負担を受けること」が 18.4 ポイント、「インターネット等で犯罪被害者への誹謗中傷があること」が 16.9 ポイ

ント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は 14.7 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 
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 全体(N=1,243) 59.2% 41.2% 63.2% 57.1% 32.0% 32.0% 1.3% 4.2% 9.9% 

性別 
男性(N=533) 58.3% 37.0% 59.8% 55.7% 31.3% 31.1% 1.1% 5.4% 9.9% 

女性(N=687) 60.6% 45.0% 67.0% 59.1% 32.9% 32.9% 1.3% 3.2% 9.5% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 60.5% 26.3% 55.3% 50.0% 31.6% 18.4% 2.6% 2.6% 7.9% 

20～29 歳(N=81) 55.6% 42.0% 63.0% 55.6% 28.4% 30.9% 1.2% 8.6% 8.6% 

30～39 歳(N=93) 68.8% 46.2% 65.6% 66.7% 34.4% 35.5% 2.2% 2.2% 8.6% 

40～49 歳(N=172) 71.5% 58.7% 77.9% 64.0% 36.0% 37.2% 0.6% 4.7% 4.7% 

50～59 歳(N=230) 65.2% 43.5% 69.6% 63.5% 39.6% 43.0% 1.7% 3.0% 5.2% 

60～69 歳(N=224) 57.1% 37.5% 63.8% 57.6% 30.8% 28.6% 1.3% 3.6% 7.6% 

70～79 歳(N=232) 54.7% 38.8% 59.5% 53.4% 28.4% 27.2% 0.4% 4.3% 14.2% 

80 歳以上(N=163) 44.8% 29.4% 46.6% 43.6% 25.2% 25.2% 1.8% 5.5% 19.6% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 88.4% 55.8% 76.7% 69.8% 46.5% 34.9% 2.3% 4.7% 0.0% 

自営業・自由業(N=91) 58.2% 44.0% 68.1% 54.9% 30.8% 33.0% 1.1% 5.5% 8.8% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
46.4% 28.6% 57.1% 57.1% 25.0% 21.4% 0.0% 7.1% 14.3% 

民間企業・団体の従業者

（会社員、団体職員）

(N=313) 
62.6% 45.7% 69.3% 62.0% 35.5% 39.3% 1.0% 2.9% 4.5% 

臨時雇用、パート、アル

バイト(N=203) 
66.0% 47.8% 68.0% 60.1% 29.1% 32.5% 0.5% 3.0% 7.9% 

学生(N=47) 66.0% 38.3% 59.6% 55.3% 31.9% 25.5% 2.1% 4.3% 4.3% 

家事専業(N=173) 61.3% 39.3% 65.9% 60.7% 31.8% 30.1% 2.3% 2.3% 11.0% 

無職(N=308) 47.7% 32.5% 53.2% 48.7% 29.9% 26.9% 1.0% 6.2% 17.2% 

その他(N=29) 51.7% 41.4% 41.4% 44.8% 31.0% 31.0% 6.9% 10.3% 17.2% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 62.5% 44.1% 65.9% 60.0% 33.5% 33.9% 1.5% 3.9% 7.3% 

なし(N=109) 38.5% 25.7% 54.1% 43.1% 26.6% 21.1% 0.0% 6.4% 22.0% 
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問 14 刑を終えて出所した人に関することで、あなたが特に問題だと思うのはどのようなことですか 

（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「就職・職場等において不利な扱いをすること」が33.7%でもっとも高く、次いで「報道、インターネットや地域

住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が 33.4%、「偏見による差別的な発

言や行動をすること」が 27.0%となっています。 

前回調査との比較では「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 5.6 ポイント、「賃貸住宅への入居を

拒むこと」が 3.1 ポイント増加しています。また、「わからない」が 3.3 ポイント減少しています。 

 

 

◼ 性別 

「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が 4.9 ポ

イント、「犯罪情報がいつまでもインターネット上に掲載されること」が 4.7 ポイント、「女性」が「男性」を上回っ

ています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」及び「２０～４９歳」は「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の

平穏が保てなくなること」、「５０歳以上」は「就職・職場等において不利な扱いをすること」がもっとも多くなっ

ています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「臨時雇用、パート、アルバイト」「学生」は「報道、インターネットや地域住民によってプライ

バシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」、それ以外の職業は「就職・職場等において不利な扱いを

33.7%

33.4%

15.6%

26.1%

24.1%

27.0%

2.4%

13.0%

22.1%

28.1%

32.0%

12.5%

23.9%

23.4%

3.3%

13.4%

25.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

就職・職場等において不利な扱いをすること

報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害

され、生活の平穏が保てなくなること

賃貸住宅への入居を拒むこと

相談窓口や支援体制が不十分であること

犯罪情報がいつまでもインターネット上に掲載されること

偏見による差別的な発言や行動をすること

その他

特にない

わからない

刑を終えて出所した人に関することで特に問題だと思うこと

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

報道、インターネットや地域住民によってプラ

イバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくな

ること 

 

犯罪情報がいつまでもインターネット上に掲載

されること 
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すること」、「その他」は「わからない」がもっとも多くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「相談窓口や支援体制が不十分であること」が 7.2 ポイント、「偏見による差別的な発言や行動をすること」が

4.9 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」が 8.4 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

   

就
職
・
職
場
等
に
お
い
て
不
利
な
扱
い
を

す
る
こ
と 

報
道
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
地
域
住
民
に

よ
っ
て
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
侵
害
さ
れ
、
生

活
の
平
穏
が
保
て
な
く
な
る
こ
と 

賃
貸
住
宅
へ
の
入
居
を
拒
む
こ
と 

相
談
窓
口
や
支
援
体
制
が
不
十
分
で
あ
る

こ
と 

犯
罪
情
報
が
い
つ
ま
で
も
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
上
に
掲
載
さ
れ
る
こ
と 

偏
見
に
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る
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別
的
な
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る
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と 

そ
の
他 

特
に
な
い 

わ
か
ら
な
い 

 全体(N=1,243) 33.7% 33.4% 15.6% 26.1% 24.1% 27.0% 2.4% 13.0% 22.1% 

性別 
男性(N=533) 32.5% 30.8% 14.4% 24.8% 21.6% 26.3% 2.3% 16.9% 19.7% 

女性(N=687) 34.8% 35.7% 16.3% 27.4% 26.3% 27.5% 2.6% 10.3% 23.7% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 28.9% 36.8% 18.4% 26.3% 23.7% 28.9% 2.6% 13.2% 13.2% 

20～29 歳(N=81) 27.2% 34.6% 13.6% 28.4% 23.5% 18.5% 3.7% 28.4% 8.6% 

30～39 歳(N=93) 33.3% 34.4% 9.7% 21.5% 17.2% 18.3% 2.2% 21.5% 22.6% 

40～49 歳(N=172) 25.0% 29.7% 14.5% 21.5% 24.4% 19.2% 2.3% 21.5% 20.3% 

50～59 歳(N=230) 33.0% 32.2% 16.1% 30.9% 23.5% 31.3% 3.0% 12.2% 19.1% 

60～69 歳(N=224) 33.0% 31.3% 14.3% 24.6% 21.9% 29.0% 3.1% 11.2% 25.0% 

70～79 歳(N=232) 41.4% 38.8% 18.1% 29.3% 28.4% 27.6% 0.9% 6.5% 23.7% 

80 歳以上(N=163) 39.3% 33.1% 17.8% 23.9% 26.4% 33.7% 2.5% 5.5% 29.4% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 32.6% 37.2% 14.0% 32.6% 20.9% 32.6% 2.3% 11.6% 16.3% 

自営業・自由業(N=91) 34.1% 33.0% 19.8% 28.6% 19.8% 26.4% 3.3% 11.0% 18.7% 

民間企業・団体の経営
者、役員(N=28) 

32.1% 25.0% 14.3% 21.4% 10.7% 21.4% 0.0% 28.6% 25.0% 

民間企業・団体の従業者
（会社員、団体職員）

(N=313) 
33.2% 30.7% 13.4% 24.3% 24.6% 24.3% 2.2% 22.0% 16.3% 

臨時雇用、パート、アル
バイト(N=203) 

33.0% 36.5% 18.7% 30.5% 26.1% 28.6% 1.0% 10.8% 22.2% 

学生(N=47) 29.8% 44.7% 17.0% 29.8% 25.5% 29.8% 4.3% 12.8% 8.5% 

家事専業(N=173) 37.6% 35.3% 17.3% 24.9% 26.6% 28.3% 2.9% 6.9% 25.4% 

無職(N=308) 34.4% 33.4% 13.6% 24.0% 24.4% 26.9% 2.6% 9.1% 27.3% 

その他(N=29) 27.6% 20.7% 17.2% 27.6% 17.2% 31.0% 6.9% 6.9% 41.4% 

学習 
経験別 

あり(N=1,073) 33.7% 34.1% 15.9% 27.4% 24.6% 27.8% 2.7% 13.6% 20.0% 

なし(N=109) 37.6% 33.9% 12.8% 20.2% 26.6% 22.9% 0.9% 10.1% 28.4% 
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3. 人権に対する意識や行動について 

問 15 あなたは、次にあげる①～⑫の考え方について、どう思われますか 

（①～⑫について該当する番号を選択してください）。 

 

「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」を合計した「そう思う計」、「どちらかといえば、そう思わない」「そう思

わない」を合計した「そう思わない計」で比較すると、以下のようになります。 

 

① 固定的な性別役割分担意識について 

◼ 全体 

「そう思う計」は 43.9%となっており、「そう思わない計」の 28.1％に比べ 15.8 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思う計」は 10.8 ポイント減少し、「そう思わない計」は 8.8 ポイント増加していま

す。 

 
 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 60.8％で、「女性」が 31.0％と、「男性」が「女性」を 29.8 ポイント上回っています。

また、「そう思わない計」は「女性」が 36.9%で、「男性」が 16.7%と、「女性」が「男性」を 20.2 ポイント上回

っています。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「７０～７９歳」が 51.7％でもっとも高く、次いで「６０～６９歳」が 47.8％、「８０歳以上」が

46.0％となっており、「19 歳以下」は 28.9％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「１９歳

以下」が 50.0%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 45.6%、「30～３９歳」が 39.8%となっており、「70

～79 歳」は 18.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 57.1％でもっとも高く、次いで「自営業・自由業」が

49.5％、「無職」が 48.7％となっており、「学生」は 29.8％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない

計」は「学生」が 53.2％でもっとも高く、次いで「公務員・教職員」が 46.5%、「臨時雇用、パート、アルバイト」

が 29.5%、「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が 29.4%となっており、「無職」は 20.8%でも

13.3%

17.7%

30.6%

37.0%

24.7%

21.9%

8.1%

5.7%

20.0%

13.6%

2.2%

1.5%

1.1%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

妻や子を養うのは男の責任であるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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っとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 10.7 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

3.0 ポイント上回っています。 

 

  

13.3%

22.0%

6.3%

10.5%

13.6%

5.4%

7.0%

11.7%

13.4%

18.1%

20.2%

2.3%

17.6%

25.0%

13.7%

11.8%

8.5%

4.6%

18.5%

13.8%

12.6%

18.3%

30.6%

38.8%

24.7%

18.4%

28.4%

25.8%

32.0%

31.3%

34.4%

33.6%

25.8%

27.9%

31.9%

32.1%

32.9%

32.0%

21.3%

28.3%

30.2%

27.6%

30.8%

35.8%

24.7%

18.9%

29.4%

15.8%

9.9%

26.9%

25.6%

30.0%

23.2%

26.3%

25.2%

23.3%

23.1%

14.3%

22.7%

26.1%

12.8%

35.8%

23.4%

24.1%

25.4%

15.6%

8.1%

6.4%

9.2%

15.8%

8.6%

12.9%

6.4%

5.7%

8.5%

7.3%

8.6%

7.0%

6.6%

3.6%

6.7%

11.3%

14.9%

7.5%

7.5%

10.3%

8.0%

11.0%

20.0%

10.3%

27.7%

34.2%

37.0%

26.9%

27.3%

20.0%

16.5%

11.2%

14.1%

39.5%

17.6%

25.0%

22.7%

18.2%

38.3%

20.2%

13.3%

17.2%

20.7%

14.7%

2.2%

2.8%

1.7%

5.3%

2.5%

2.2%

1.7%

1.3%

2.7%

1.7%

3.1%

0.0%

2.2%

0.0%

1.0%

0.5%

4.3%

1.7%

4.5%

6.9%

1.7%

3.7%

1.1%

0.8%

1.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

1.7%

3.1%

0.0%

1.1%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

1.7%

2.6%

0.0%

0.8%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

妻や子を養うのは男の責任であるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

年
齢
別

職
業
別

性
別

 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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② こどもの虐待について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 55.3%で、「そう思う計」の 16.0%に比べ 39.3 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 6.2 ポイント増加しています。 

 

 
 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が23.1％、女性が10.4％で、「男性」が「女性」を12.7ポイント上回っています。また、

「そう思わない計」は「女性」が 60.9%、「男性」が 48.8%で、「女性」が「男性」を 12.1 ポイント上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「５０～５９歳」が 18.7％でもっとも高く、次いで「４０～４９歳」が 18.0％、「８０歳以上」が

17.8％となっており、「１９歳以下」は 7.9％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「１９歳以

下」が 76.3%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 64.2%、「30～３９歳」が 60.2%となっており、「80

歳以上」は 51.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「その他」が 27.6％でもっとも高く、次いで「自営業・自由業」が 19.8％、「民間企業・団体の

従業者（会社員、団体職員）」が 18.8％となっており、「学生」は 8.6％でもっとも低くなっています。また、「そ

う思わない計」は「学生」が 78.8％でもっとも高く、次いで「公務員・教職員」が 72.1%、「家事専業」が

58.4%となっており、「その他」は 41.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 5.4 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

15.0 ポイント上回っています。 

 

2.8%

2.6%

13.2%

15.9%

25.1%

27.2%

13.1%

14.3%

42.2%

34.8%

2.8%

2.5%

0.7%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

こどものしつけのためには、体罰もやむをえないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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2.8%

3.6%

2.0%

5.3%

3.7%

1.1%

3.5%

3.0%

1.8%

1.7%

4.9%

2.3%

3.3%

7.1%

2.2%

3.0%

4.3%

2.3%

2.6%

6.9%

2.8%

3.7%

13.2%

19.5%

8.4%

2.6%

12.3%

10.8%

14.5%

15.7%

11.6%

14.7%

12.9%

9.3%

16.5%

10.7%

16.6%

11.3%

4.3%

10.4%

13.0%

20.7%

12.9%

17.4%

25.1%

25.5%

24.9%

13.2%

16.0%

25.8%

23.3%

25.2%

29.9%

27.6%

23.3%

16.3%

29.7%

39.3%

24.6%

29.6%

12.8%

23.7%

23.7%

24.1%

24.7%

30.3%

13.1%

11.3%

14.8%

10.5%

8.6%

18.3%

11.0%

14.3%

12.5%

14.2%

13.5%

7.0%

9.9%

10.7%

11.8%

17.2%

12.8%

15.0%

13.0%

13.8%

13.9%

7.3%

42.2%

37.5%

46.1%

65.8%

55.6%

41.9%

46.5%

39.6%

41.5%

37.5%

38.0%

65.1%

39.6%

32.1%

42.5%

36.5%

66.0%

43.4%

41.6%

27.6%

43.3%

34.9%

2.8%

2.4%

3.1%

2.6%

3.7%

2.2%

1.2%

2.2%

2.2%

3.4%

5.5%

0.0%

1.1%

0.0%

1.9%

2.5%

0.0%

4.0%

4.5%

6.9%

2.1%

6.4%

0.7%

0.2%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

1.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

1.2%

1.6%

0.0%

0.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

こどものしつけのためには、体罰もやむをえないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

性
別

 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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③ 障がいのある人への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 78.5%で、「そう思う計」の 3.5%に比べ 75.0 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 4.8 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 4.7％、「女性」が 2.3％で、「男性」が「女性」を 2.4 ポイント上回っています。また、

「そう思わない計」は「女性」が 82.4%、「男性」が 75.2%で、「女性」が「男性」を 7.2 ポイント上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「１９歳以下」が 13.2％でもっとも高く、次いで「20～29 歳」が 6.1％、「３０～３９歳」が4.3％

となっており、「６０～６９歳」が 1.7％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～29 歳」が

83.9%でもっとも高く、次いで「50～59 歳」が 82.2%、「60～69 歳」が 80.8%となっており、「80 歳以

上」は 70.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 10.7％でもっとも高く、次いで「学生」が 8.5％、「無職」

が4.5％となっており、「公務員・教職員」が0.0％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「公

務員・教職員」が 95.4%でもっとも高く、次いで「家事専業」が 83.8%、「臨時雇用、パート、アルバイト」が

83.7%となっており、「無職」は 68.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 4.3 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

9.6 ポイント上回っています。 

 

1.0%

1.1%

2.5%

2.3%

13.9%

15.9%

18.5%

20.3%

60.0%

53.4%

3.4%

4.3%

0.7%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

障がい者はハンデがあり、できないことが多いので、

社会進出は控えたほうがよいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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1.0%

1.3%

0.6%

7.9%

1.2%

0.0%

0.0%

0.9%

0.4%

0.9%

1.8%

0.0%

1.1%

3.6%

0.6%

0.0%

6.4%

0.0%

1.3%

3.4%

1.0%

0.0%

2.5%

3.4%

1.7%

5.3%

4.9%

4.3%

2.3%

2.6%

1.3%

2.2%

1.8%

0.0%

3.3%

7.1%

2.6%

2.0%

2.1%

1.7%

3.2%

0.0%

2.0%

7.3%

13.9%

16.1%

11.5%

10.5%

8.6%

15.1%

15.7%

11.3%

13.8%

13.8%

17.8%

4.7%

8.8%

17.9%

15.7%

11.8%

10.6%

11.6%

17.5%

10.3%

13.9%

14.7%

18.5%

19.9%

17.9%

15.8%

29.6%

14.0%

15.1%

20.0%

19.6%

20.7%

14.1%

16.3%

27.5%

21.4%

18.8%

19.2%

14.9%

17.3%

17.2%

13.8%

18.9%

21.1%

60.0%

55.3%

64.5%

60.5%

54.3%

65.6%

64.0%

62.2%

61.2%

56.9%

56.4%

79.1%

56.0%

50.0%

60.4%

64.5%

66.0%

66.5%

51.3%

65.5%

61.3%

49.5%

3.4%

3.8%

3.2%

0.0%

1.2%

1.1%

2.9%

2.6%

3.6%

5.2%

5.5%

0.0%

2.2%

0.0%

1.9%

2.5%

0.0%

2.3%

7.8%

3.4%

2.7%

6.4%

0.7%

0.2%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.4%

2.5%

0.0%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.6%

3.4%

0.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

障がい者はハンデがあり、できないことが多いので、

社会進出は控えたほうがよいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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④ 同和問題（部落差別）への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 45.5%で、「そう思う計」の 18.6%に比べ 26.9 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 8.4 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「そう思う計」に大きな差はみられません。「そう思わない計」は「男性」が 49.0%、「女性」が 43.6%で、「男

性」が「女性」を 5.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「８０歳以上」が 27.0％でもっとも高く、次いで「１９歳以下」が 26.4％、「７０～７９歳」が

21.1％となっており、「３０～３９歳」が 12.9％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 54.3%でもっとも高く、次いで「30～39 歳」が 52.7%、「50～59 歳」が 51.3%となっており、

「80 歳以上」は 36.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「学生」が 25.5％でもっとも高く、次いで「その他」が 24.1％、「家事専業」が 23.7％となっ

ており、「公務員・教職員」が 7.0％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「公務員・教職員」

が 76.7%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が 50.1%、「学生」が

48.9%となっており、「家事専業」は 37.6%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 11.0 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

18.1 ポイント上回っています。 

 

7.5%

8.9%

11.1%

13.0%

23.3%

23.5%

13.8%

12.9%

31.7%

24.2%

12.1%

14.8%

0.6%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

同和問題に関する教育や啓発はできるだけ行わず、そっとしておくほうがよいという考え方 
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7.5%

7.7%

7.0%

21.1%

9.9%

3.2%

7.6%

7.0%

3.6%

8.6%

9.2%

0.0%

8.8%

7.1%

4.8%

5.9%

19.1%

8.7%

8.4%

13.8%

6.9%

11.0%

11.1%

10.7%

11.5%

5.3%

6.2%

9.7%

11.0%

9.6%

10.3%

12.5%

17.8%

7.0%

6.6%

7.1%

10.2%

10.8%

6.4%

15.0%

13.3%

10.3%

10.5%

17.4%

23.3%

22.7%

23.9%

15.8%

16.0%

23.7%

25.0%

22.6%

30.4%

21.6%

20.9%

14.0%

26.4%

35.7%

23.6%

22.7%

14.9%

26.6%

23.4%

10.3%

23.3%

23.9%

13.8%

15.2%

13.0%

13.2%

12.3%

19.4%

13.4%

12.2%

15.2%

14.7%

12.3%

20.9%

14.3%

10.7%

13.7%

14.8%

10.6%

13.3%

13.3%

17.2%

14.8%

10.1%

31.7%

33.8%

30.6%

34.2%

42.0%

33.3%

30.8%

39.1%

31.3%

26.3%

23.9%

55.8%

30.8%

35.7%

36.4%

34.0%

38.3%

24.3%

25.0%

31.0%

33.6%

20.2%

12.1%

9.8%

13.8%

10.5%

13.6%

10.8%

12.2%

9.6%

9.4%

15.9%

14.1%

2.3%

13.2%

3.6%

11.2%

11.8%

10.6%

12.1%

14.6%

17.2%

10.7%

17.4%

0.6%

0.2%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

1.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.9%

0.0%

0.2%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

同和問題（部落差別）に関する教育や啓発はできるだけ行わず、

そっとしておくほうがよいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 



42 

 

⑤ 外国人労働者への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 45.7%で、「そう思う計」の 22.3%に比べ 23.4 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思う計」は 3.2 ポイント、「そう思わない計」は 0.7 ポイント増加しています。 

 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」に大きな差はみられません。また、「そう思わない計」は「男性」が47.9%、「女性」が44.7%で、

「男性」が「女性」を 3.2 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「３０～３９歳」が 28.0％でもっとも高く、次いで「４０～４９歳」が 27.9％、「２０～２９歳」が

27.2％となっており、「８０歳以上」が 17.8％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 53.0%でもっとも高く、次いで「19 歳以下」が 52.6%、「70～79 歳」が 50.9%となっており、

「80 歳以上」は 34.9%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「臨時雇用、パート、アルバイト」が 29.1％でもっとも高く、次いで「その他」が 27.5％、「民間

企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が 23.3％となっており、「民間企業・団体の経営者、役員」が

10.7％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「公務員・教職員」が 60.4%でもっとも高く、

次いで「学生」が 59.6%、「民間企業・団体の経営者、役員」が 57.1％となっており、「その他」は 20.6%と 

もっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 3.3 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

8.9 ポイント上回っています。 

 

7.7%

6.3%

14.6%

12.8%

25.7%

27.3%

14.9%

14.9%

30.8%

30.1%

5.2%

5.7%

1.0%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

外国人労働者が増えると日本人の労働の場が奪われるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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7.7%

8.4%

7.1%

5.3%

9.9%

9.7%

6.4%

10.0%

6.3%

6.9%

7.4%

7.0%

6.6%

7.1%

8.0%

8.9%

4.3%

8.1%

7.8%

3.4%

7.4%

12.8%

14.6%

14.1%

15.3%

15.8%

17.3%

18.3%

21.5%

12.6%

15.6%

11.6%

10.4%

14.0%

13.2%

3.6%

15.3%

20.2%

14.9%

13.9%

11.7%

24.1%

14.9%

12.8%

25.7%

23.8%

26.6%

18.4%

12.3%

21.5%

26.2%

31.3%

22.8%

25.0%

31.9%

18.6%

27.5%

32.1%

23.0%

22.7%

14.9%

29.5%

28.9%

34.5%

26.4%

21.1%

14.9%

16.9%

13.7%

23.7%

16.0%

12.9%

12.2%

14.3%

19.6%

15.1%

11.0%

20.9%

12.1%

10.7%

17.9%

14.3%

23.4%

15.0%

12.7%

3.4%

15.4%

12.8%

30.8%

31.0%

31.0%

28.9%

37.0%

33.3%

32.0%

27.0%

30.8%

35.8%

23.9%

39.5%

30.8%

46.4%

33.2%

32.0%

36.2%

26.6%

27.6%

17.2%

32.0%

25.7%

5.2%

5.1%

5.4%

7.9%

6.2%

4.3%

1.7%

4.3%

4.5%

4.3%

12.3%

0.0%

7.7%

0.0%

1.6%

2.0%

6.4%

5.8%

10.1%

17.2%

3.6%

11.9%

1.0%

0.8%

0.9%

0.0%

1.2%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

1.3%

3.1%

0.0%

2.2%

0.0%

1.0%

0.0%

0.0%

1.2%

1.3%

0.0%

0.4%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

外国人労働者が増えると日本人の労働の場が奪われるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑥ 権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えたという考え方について 

◼ 全体 

「そう思う計」は 64.4%で、「そう思わない計」の 8.1%に比べ 56.3 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 70.1%、「女性」が 60.4%で、「男性」が「女性」を 9.7 ポイント上回っています。ま

た、「そう思わない計」は「女性」が 9.0％、「男性」が 7.0％で、「女性」が「男性」を 2.0 ポイント上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「40～４９歳」が 72.1%でもっとも高く、次いで「60～６９歳」が 67.0%、「30～３９歳」が

66.7%となっており、「８０歳以上」は 57.1%でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「２０～ 

２９歳」が 13.6％でもっとも高く、次いで「８０歳以上」が 11.6％、「３０～39 歳」が 10.8％となっており、「４０

～49 歳」が 4.7％でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が 73.8%でもっとも高く、次いで「公務員・

教職員」が 69.7%、「自営業・自由業」が 68.2%となっており、「その他」は 51.7%でもっとも低くなっていま

す。また、「そう思わない計」は「学生」が 12.8％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営者、役員」が

14.3％、「家事専業」が 11.0％となっており、「自営業・自由業」が 5.5％でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「あり」が「なし」を 2.7 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

0.9 ポイント上回っています。 

 

29.4%

31.5%

35.0%

35.0%

19.0%

16.1%

3.7%

3.1%

4.4%

3.6%

7.7%

7.7%

0.8%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えたという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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29.4%

37.3%

23.6%

23.7%

32.1%

30.1%

33.1%

33.5%

29.9%

24.1%

26.4%

20.9%

41.8%

39.3%

36.4%

25.6%

25.5%

22.0%

26.9%

20.7%

29.5%

32.1%

35.0%

32.8%

36.8%

36.8%

27.2%

36.6%

39.0%

31.3%

37.1%

38.8%

30.7%

48.8%

26.4%

21.4%

37.4%

33.0%

36.2%

41.6%

32.5%

31.0%

35.6%

30.3%

19.0%

16.5%

20.7%

13.2%

16.0%

16.1%

15.7%

22.2%

18.8%

22.4%

17.2%

16.3%

17.6%

21.4%

14.4%

27.1%

12.8%

17.3%

19.8%

27.6%

19.6%

14.7%

3.7%

3.2%

4.1%

5.3%

3.7%

6.5%

1.2%

3.9%

3.6%

3.0%

5.5%

2.3%

1.1%

10.7%

3.2%

3.0%

6.4%

4.6%

3.9%

6.9%

3.8%

2.8%

4.4%

3.8%

4.9%

5.3%

9.9%

4.3%

3.5%

3.5%

4.0%

3.4%

6.1%

4.7%

4.4%

3.6%

3.8%

4.9%

6.4%

6.4%

3.9%

0.0%

4.5%

4.6%

7.7%

5.6%

9.3%

15.8%

11.1%

6.5%

7.6%

5.7%

6.3%

6.9%

11.0%

7.0%

8.8%

3.6%

4.8%

5.9%

12.8%

7.5%

10.7%

13.8%

6.5%

13.8%

0.8%

0.8%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

1.3%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

0.0%

0.6%

2.3%

0.0%

0.5%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えたという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑦ 差別の原因には差別される人の側に問題があるという考え方について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 49.9%で、「そう思う計」の 8.3%に比べ 41.6 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 7.7 ポイント増加しています。 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 10.1％、「女性」が 6.8％で、「男性」が「女性」を3.3 ポイント上回っています。また、

「そう思わない計」は「女性」が 52.3%、「男性」が 47.9%で、「女性」が「男性」を 4.4 ポイント上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「８０歳以上」が 14.1％でもっとも高く、次いで「２０～２９歳」が 11.1％、「７０～７９歳」が

10.7％となっており、「３０～３９歳」が 4.4％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 65.4%でもっとも高く、次いで「30～39 歳」が 62.4%、「19 歳以下」が 57.9%となっており、

「80 歳以上」は 36.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「その他」が 13.7％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が

10.2％、「家事専業」が 9.8％となっており、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 3.5％でもっとも低くなってい

ます。また、「そう思わない計」は「公務員・教職員」が72.1%でもっとも高く、次いで「学生」が63.8%、「民間

企業・団体の従業者」が 54.0%となっており、「無職」は 42.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 8.1 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

11.6 ポイント上回っています。 

 

 

2.7%

2.8%

5.6%

7.2%

34.9%

38.0%

15.7%

14.8%

34.2%

27.4%

6.2%

6.5%

0.7%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

差別の原因には差別される人の側に問題があるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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2.7%

2.8%

2.6%

2.6%

3.7%

2.2%

0.6%

3.5%

0.9%

4.7%

3.7%

2.3%

3.3%

7.1%

3.5%

1.0%

2.1%

2.3%

2.9%

3.4%

2.3%

5.5%

5.6%

7.3%

4.2%

2.6%

7.4%

2.2%

5.2%

4.8%

3.6%

6.0%

10.4%

2.3%

3.3%

0.0%

6.7%

2.5%

4.3%

7.5%

6.5%

10.3%

5.2%

10.1%

34.9%

35.1%

34.6%

28.9%

21.0%

29.0%

36.6%

35.7%

37.9%

38.4%

34.4%

23.3%

38.5%

42.9%

32.9%

43.3%

25.5%

33.5%

34.1%

24.1%

35.6%

27.5%

15.7%

16.9%

15.0%

26.3%

14.8%

23.7%

20.3%

18.7%

12.5%

12.9%

8.6%

27.9%

17.6%

14.3%

16.9%

15.8%

23.4%

13.3%

12.3%

17.2%

16.0%

15.6%

34.2%

31.0%

37.3%

31.6%

50.6%

38.7%

32.6%

34.8%

39.7%

27.6%

28.2%

44.2%

30.8%

32.1%

37.1%

33.0%

40.4%

37.0%

29.9%

34.5%

36.0%

24.8%

6.2%

6.6%

5.7%

7.9%

2.5%

4.3%

4.7%

2.6%

5.4%

9.5%

11.7%

0.0%

6.6%

3.6%

2.9%

4.4%

4.3%

6.4%

12.0%

6.9%

4.7%

14.7%

0.7%

0.4%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.3%

3.4%

0.2%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

差別の原因には差別される人の側に問題があるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 



48 

 

⑧ 精神障がいのある人への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 43.2%で、「そう思う計」の 14.5%に比べ 28.7 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 5.2 ポイント増加しています。 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」に大きな差はみられません。また、「そう思わない計」は「女性」が 45.1%、「男性」が 40.8%で、

「女性」が「男性」を 4.3 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「１９歳以下」が 23.7％ともっとも高く、次いで「２０～２９歳」が 22.2％、「４０～４９歳」が

19.8％となっており、「８０歳以上」が 6.1％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「８０歳以

上」が 51.6%でもっとも高く、次いで「70～79 歳」が 50.0%、「20～２９歳」が 45.7%となっており、「19 歳

以下」は 31.6%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「学生」が 25.5％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が

20.1％、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 18.7％となっており、「その他」が 6.9％でもっとも低くなっていま

す。また、「そう思わない計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 64.3%でもっとも高く、次いで「家事専業」

が 47.9%、「自営業・自由業」が 47.3%となっており、「その他」は 27.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 0.8 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

5.0 ポイント上回っています。 

 

 

3.2%

3.4%

11.3%

14.3%

31.9%

31.5%

12.9%

13.1%

30.3%

24.9%

9.4%

9.5%

0.9%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

精神障がい者は犯罪を犯しやすいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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3.2%

3.6%

2.6%

7.9%

6.2%

6.5%

4.7%

2.2%

0.9%

2.6%

1.8%

4.7%

4.4%

3.6%

4.8%

1.5%

10.6%

1.2%

2.3%

0.0%

3.1%

5.5%

11.3%

10.7%

11.9%

15.8%

16.0%

10.8%

15.1%

15.7%

12.1%

6.9%

4.3%

7.0%

6.6%

3.6%

15.3%

17.2%

14.9%

8.7%

7.8%

6.9%

11.7%

10.1%

31.9%

34.9%

30.1%

39.5%

24.7%

33.3%

36.6%

38.3%

33.9%

27.2%

23.9%

37.2%

29.7%

21.4%

34.5%

33.0%

27.7%

31.2%

29.5%

44.8%

32.1%

30.3%

12.9%

11.3%

14.4%

7.9%

14.8%

16.1%

8.7%

9.1%

16.1%

12.9%

16.6%

11.6%

11.0%

21.4%

9.6%

15.3%

12.8%

17.3%

12.3%

10.3%

13.6%

11.0%

30.3%

29.5%

30.7%

23.7%

30.9%

21.5%

28.5%

28.7%

27.7%

37.1%

35.0%

32.6%

36.3%

42.9%

29.4%

26.6%

29.8%

30.6%

31.8%

17.2%

30.8%

28.4%

9.4%

9.2%

9.6%

5.3%

7.4%

11.8%

6.4%

5.7%

8.9%

12.1%

15.3%

7.0%

12.1%

7.1%

5.8%

6.4%

4.3%

11.0%

14.0%

17.2%

8.2%

13.8%

0.9%

0.9%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

1.3%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

2.3%

3.4%

0.5%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

精神障がい者は犯罪を犯しやすいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑨ 知的障がいのある人への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 40.5%で、「そう思う計」の 17.7%に比べ 22.8 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」は「女性」が 18.6％、「男性」が 16.7％で、「女性」が「男性」を 1.9 ポイント上回っています。ま

たた、「そう思わない計」に大きな変化はみられません。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「１９歳以下」が 31.6％でもっとも高く、次いで「２０～２９歳」が 28.4％、「４０～４９歳」が

22.7％となっており、「８０歳以上」が 11.7％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 46.9%でもっとも高く、次いで「30～39 歳」が 45.2%、「70～79 歳」が 44.4%となっており、

「19 歳以下」は 34.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「学生」が 36.2％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が

22.6％、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 20.1％となっており、「民間企業・団体の経営者、役員」が

10.7％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 64.3%

でもっとも高く、次いで「公務員・教職員」が 60.5%、「その他」が 55.2%となっており、「臨時雇用、パート、

アルバイト」は 36.0%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 0.5 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

11.7 ポイント上回っています。 

 

3.5%

2.7%

14.2%

14.9%

33.0%

31.6%

15.0%

14.6%

25.5%

24.3%

7.8%

9.1%

1.0%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

知的障がい者は大声をあげたり暴れたりするなど、問題を起こしやすいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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3.5%

3.6%

3.3%

7.9%

6.2%

4.3%

3.5%

4.3%

1.3%

3.0%

3.1%

2.3%

5.5%

7.1%

3.8%

3.4%

8.5%

1.7%

2.3%

6.9%

3.5%

3.7%

14.2%

13.1%

15.3%

23.7%

22.2%

15.1%

19.2%

17.0%

12.5%

9.5%

8.6%

9.3%

12.1%

3.6%

18.8%

16.7%

27.7%

10.4%

11.4%

6.9%

14.4%

14.7%

33.0%

35.3%

31.7%

31.6%

22.2%

30.1%

33.1%

34.8%

39.7%

32.3%

30.1%

25.6%

24.2%

17.9%

36.1%

37.4%

25.5%

34.7%

33.4%

20.7%

33.4%

33.0%

15.0%

13.7%

15.9%

7.9%

17.3%

26.9%

12.2%

15.7%

17.0%

13.8%

10.4%

23.3%

11.0%

21.4%

15.3%

15.8%

8.5%

16.8%

13.3%

20.7%

16.1%

8.3%

25.5%

26.5%

24.9%

26.3%

29.6%

18.3%

27.3%

22.6%

21.4%

30.6%

27.0%

37.2%

35.2%

42.9%

22.0%

20.2%

27.7%

26.6%

24.4%

34.5%

25.9%

22.0%

7.8%

6.9%

8.2%

2.6%

2.5%

5.4%

4.7%

5.7%

7.1%

10.3%

16.0%

2.3%

12.1%

7.1%

3.5%

6.4%

2.1%

9.8%

12.3%

6.9%

6.2%

17.4%

1.0%

0.9%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

0.4%

4.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

3.4%

0.4%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経
験

別

知的障がい者は大声をあげたり暴れたりするなど、

問題を起こしやすいという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑩ 外国人への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 39.3%で、「そう思う計」の 25.9%に比べ 13.4 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思う計」は 5.2 ポイント増加し、「そう思わない計」は 2.9 ポイント減少していま

す。 

 

 

◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 28.5％、「女性」が 24.1％で、「男性」が「女性」を 4.4 ポイント上回っています。ま

た、「そう思わない計」は「女性」が 40.6%、「男性」が 37.7%で、「女性」が「男性」を 2.9 ポイント上回ってい

ます。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「４０～４９歳」が 35.5％でもっとも高く、次いで「１９歳以下」が 31.6％、「３０～３９歳」が

28.0％となっており、「８０歳以上」は 19.6％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 56.8%でもっとも高く、次いで「19 歳以下」が 47.4%、「30～39 歳」が 43.0%となっており、

「40～49 歳」「50～59 歳」はいずれも 34.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「自営業・自由業」が 31.9％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体

職員）」が 31.0％、「学生」が 29.8％となっており、「民間企業・団体の経営者、役員」は 10.7％でもっとも低

くなっています。また、「そう思わない計」は「学生」が 55.3%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営

者、役員」が 53.6%、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 42.9%となっており、「その他」は 27.6%でもっとも

低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 2.1 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

5.4 ポイント上回っています。 

 

6.9%

4.3%

19.0%

16.4%

29.2%

29.2%

15.4%

16.2%

23.9%

26.0%

4.7%

5.3%

0.8%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

外国人が近所に引越してくることは、不安であるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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6.9%

9.4%

4.9%

7.9%

6.2%

9.7%

9.9%

7.4%

5.4%

4.7%

6.7%

4.7%

12.1%

3.6%

10.9%

3.9%

6.4%

6.4%

4.9%

0.0%

6.6%

10.1%

19.0%

19.1%

19.2%

23.7%

19.8%

18.3%

25.6%

18.7%

21.0%

16.8%

12.9%

20.9%

19.8%

7.1%

20.1%

20.2%

23.4%

19.1%

16.6%

27.6%

19.7%

18.3%

29.2%

29.6%

29.1%

18.4%

14.8%

26.9%

26.2%

36.1%

29.5%

31.0%

31.3%

30.2%

26.4%

35.7%

27.2%

29.1%

12.8%

31.2%

32.8%

34.5%

29.5%

27.5%

15.4%

15.2%

15.9%

13.2%

14.8%

22.6%

14.5%

15.2%

18.8%

12.9%

12.9%

11.6%

14.3%

14.3%

15.3%

21.7%

17.0%

18.5%

11.4%

6.9%

15.9%

11.9%

23.9%

22.5%

24.7%

34.2%

42.0%

20.4%

20.3%

19.6%

20.5%

28.0%

22.1%

30.2%

22.0%

39.3%

24.3%

21.2%

38.3%

19.1%

23.7%

20.7%

24.3%

22.9%

4.7%

3.4%

5.5%

2.6%

2.5%

2.2%

3.5%

2.6%

4.9%

6.0%

9.8%

2.3%

5.5%

0.0%

1.9%

3.9%

2.1%

5.8%

8.4%

6.9%

3.5%

7.3%

0.8%

0.8%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.4%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

2.3%

3.4%

0.4%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

外国人が近所に引越してくることは、不安であるという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑪ 職業への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 57.0%で、「そう思う計」の 10.8%に比べ 46.2 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、「そう思わない計」が 5.0 ポイント増加しています。 

 

 
◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 12.2％、「女性」が 9.8％で「男性」が「女性」を 2.4 ポイント上回っています。また、

「そう思わない計」は「男性」が 59.7%、「女性」が 55.4%で、「男性」が「女性」を 4.3 ポイント上回っていま

す。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「１９歳以下」が 29.0％でもっとも高く、次いで「２０～２９歳」が 21.0％、「３０～３９歳」が

16.2％となっており、「６０～６９歳」が 5.3％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「60～

69 歳」が 62.1%でもっとも高く、次いで「20～29 歳」が 60.5%、「70～79 歳」が 58.6%となっており、

「19 歳以下」は 42.1%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「学生」が 27.5％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営者、役員」が 17.8％、「民間

企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が 14.1％となっており、「その他」が 3.4％でもっとも低くなってい

ます。また、「そう思わない計」は「公務員・教職員」が 72.1%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営

者、役員」が 67.9%、「民間企業・団体の従業者」が 61.3%となっており、「学生」は 48.9%でもっとも低くな

っています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 5.0 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

21.5 ポイント上回っています。 

 

2.0%

1.8%

8.8%

9.5%

24.5%

26.0%

15.4%

16.1%

41.6%

35.9%

6.7%

7.9%

1.0%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

職業に対する偏見はしかたがないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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2.0%

2.3%

1.6%

7.9%

7.4%

2.2%

1.2%

1.3%

1.3%

0.9%

2.5%

0.0%

1.1%

7.1%

2.6%

2.0%

6.4%

1.2%

1.6%

0.0%

2.0%

2.8%

8.8%

9.9%

8.2%

21.1%

13.6%

14.0%

11.0%

10.0%

4.0%

7.8%

4.9%

14.0%

12.1%

10.7%

11.5%

5.9%

19.1%

7.5%

5.8%

3.4%

8.6%

12.8%

24.5%

22.3%

26.3%

26.3%

14.8%

22.6%

26.2%

26.5%

27.7%

24.1%

21.5%

14.0%

20.9%

10.7%

21.4%

29.6%

23.4%

25.4%

26.9%

31.0%

23.8%

32.1%

15.4%

15.4%

15.4%

13.2%

13.6%

18.3%

16.3%

17.4%

14.3%

15.5%

12.9%

18.6%

16.5%

14.3%

18.5%

15.8%

10.6%

17.3%

11.4%

10.3%

16.2%

10.1%

41.6%

44.3%

40.0%

28.9%

46.9%

38.7%

40.1%

39.1%

47.8%

43.1%

39.3%

53.5%

44.0%

53.6%

42.8%

38.9%

38.3%

39.9%

40.3%

44.8%

43.8%

28.4%

6.7%

4.9%

7.7%

2.6%

3.7%

4.3%

5.2%

5.7%

4.5%

7.8%

14.1%

0.0%

5.5%

3.6%

2.9%

7.9%

2.1%

7.5%

11.4%

6.9%

5.4%

11.0%

1.0%

0.9%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

1.2%

2.6%

3.4%

0.3%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

職業に対する偏見はしかたがないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑫ 学歴への偏見について 

◼ 全体 

「そう思わない計」は 59.4%で、「そう思う計」の 15.6%に比べ 43.8 ポイント上回っています。 

前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

 

 
◼ 性別 

「そう思う計」は「男性」が 17.7％、「女性」が 14.1％で、「男性」が「女性」を 3.6 ポイント上回っています。ま

た、「そう思わない計」に大きな変化はみられません。 

 

◼ 年齢別 

「そう思う計」は「１９歳以下」が 39.5％でもっとも高く、次いで「２０～２９歳」が 22.2％、「３０～３９歳」が

19.4％となっており、「７０～７９歳」が 11.2％でもっとも低くなっています。また、「そう思わない計」は「20～

29 歳」が 66.7%でもっとも高く、次いで「30～39 歳」が 65.6%、「60～69 歳」が 62.5%となっており、

「19 歳以下」は 34.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「そう思う計」は「学生」が 38.3％でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」が

19.5％、臨時雇用、パート、アルバイト」が 15.3％となっており、「その他」が 6.9％でもっとも低くなっていま

す。また、「そう思わない計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 75.0%でもっとも高く、次いで「自営業・

自由業」が 63.7%、「民間企業・団体の従業者」が 63.6%となっており、「学生」は 42.5%でもっとも低くな

っています。 

 

◼ 学習経験別 

「そう思う計」は「なし」が「あり」を 0.7 ポイント上回っています。また、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を

9.6 ポイント上回っています。 

3.6%

4.1%

12.0%

12.7%

20.5%

19.4%

14.3%

15.1%

45.1%

41.9%

4.0%

4.2%

0.5%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

学歴による差別はしかたがないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答
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【①～⑫全体】 

「そう思う計」は「⑥権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えたという考え方」が 64.4％でもっと

も高く、次いで「①妻や子を養うのは男の責任であるという考え方」が 43.9％、「⑩外国人が近所に引越して

くることは不安であるという考え方」が 25.9％となっています。 

また、「そう思わない計」は「③障がい者はハンデがあり、できないことが多いので、社会進出は控えたほうが

よいという考え方」が 78.5％でもっとも高く、次いで「⑫学歴による差別はしかたがないという考え方」が

59.4％、「⑪職業に対する偏見はしかたがないという考え方」が 57.0％となっています。 

 

  

3.6%

4.9%

2.5%

18.4%

6.2%

2.2%

2.3%

3.5%

3.1%

3.0%

3.1%

2.3%

5.5%

3.6%

4.2%

2.0%

14.9%

3.5%

2.6%

0.0%

3.7%

2.8%

12.0%

12.8%

11.6%

21.1%

16.0%

17.2%

12.8%

13.5%

9.4%

8.2%

11.7%

11.6%

8.8%

7.1%

15.3%

13.3%

23.4%

8.7%

10.1%

6.9%

12.2%

13.8%

20.5%

20.1%

20.8%

18.4%

7.4%

14.0%

27.3%

20.4%

21.4%

19.8%

22.7%

23.3%

18.7%

14.3%

16.0%

17.7%

12.8%

24.3%

25.3%

31.0%

20.1%

22.0%

14.3%

12.6%

15.4%

10.5%

17.3%

24.7%

9.3%

14.3%

13.8%

14.2%

14.1%

14.0%

9.9%

10.7%

17.9%

16.3%

10.6%

14.5%

13.0%

3.4%

14.7%

11.9%

45.1%

46.5%

44.5%

23.7%

49.4%

40.9%

45.9%

46.5%

48.7%

47.4%

39.9%

48.8%

53.8%

64.3%

45.7%

45.8%

31.9%

46.2%

39.9%

51.7%

46.2%

39.4%

4.0%

3.0%

4.7%

7.9%

3.7%

1.1%

2.3%

1.3%

3.6%

6.9%

6.7%

0.0%

3.3%

0.0%

1.0%

4.9%

6.4%

2.9%

7.5%

6.9%

2.8%

9.2%

0.5%

0.2%

0.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.0%

0.4%

1.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.6%

0.0%

0.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

学歴による差別はしかたがないという考え方

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらともいえない

どちらかといえば、そう思わない そう思わない わからない

無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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問 16 あなたは、次にあげる①～⑯の条約や法律、条例などをご存知ですか 

（①～⑯について該当する番号を選択してください）。 
 

「内容まで知っている」「名称は知っている」を合計した「知っている計」で比較すると、以下のようになります。 

 

①  世界人権宣言 

◼ 全体 

「内容まで知っている」10.4%、「名称は知っている」66.9%を合計した「知っている計」は 77.3%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.0 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 78.8%、「女性」が 76.4%で、「男性」が「女性」を 2.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～69 歳」が 84.0%でもっとも高く、次いで「30～39 歳」が 82.8%、「40～49 歳」

が 80.8%となっており、「80 歳以上」は 64.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 95.3%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団

体職員）」が 83.1%、「民間企業・団体の経営者、役員」が 82.1%となっており、「その他」は 58.6%でもっと

も低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 19.9 ポイント上回っています。 

 

10.4%

8.4%

66.9%

65.9%

21.0%

22.8%

1.8%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

世界人権宣言の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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10.4%

10.5%

10.2%

34.2%

13.6%

14.0%

15.1%

10.4%

9.4%

6.5%

3.7%

39.5%

12.1%

7.1%

11.5%

8.4%

34.0%

5.8%

5.2%

13.8%

11.6%

0.9%

66.9%

68.3%

66.2%

34.2%

60.5%

68.8%

65.7%

70.0%

74.6%

68.5%

60.7%

55.8%

65.9%

75.0%

71.6%

68.5%

42.6%

71.7%

65.3%

44.8%

68.8%

59.6%

21.0%

20.5%

21.5%

31.6%

25.9%

17.2%

19.2%

19.1%

15.2%

21.6%

30.7%

4.7%

22.0%

17.9%

16.3%

22.7%

23.4%

18.5%

26.6%

37.9%

18.7%

37.6%

1.8%

0.8%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

3.4%

4.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.0%

2.9%

3.4%

0.8%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

①世界人権宣言の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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②  人種差別撤廃条約 

◼ 全体 

「内容まで知っている」7.2%、「名称は知っている」51.0%を合計した「知っている計」は 58.2%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.9 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 59.7%、「女性」が 57.4%で、「男性」が「女性」を 2.3 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「30～39 歳」が 73.1%でもっとも高く、次いで「40～49 歳」が 70.3%、「19 歳以下」が

68.4%となっており、「80 歳以上」は 46.6%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 86.0%でもっとも高く、次いで「学生」が 76.6%、「民間企業・団体の

従業者（会社員、団体職員）」が 64.9%となっており、「その他」は 48.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 24.9 ポイント上回っています。 

 

7.2%

7.2%

51.0%

52.9%

39.7%

36.6%

2.1%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

人種差別撤廃条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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7.2%

6.8%

7.3%

28.9%

14.8%

8.6%

9.3%

3.9%

4.9%

6.5%

4.3%

20.9%

7.7%

3.6%

6.4%

4.9%

27.7%

5.2%

5.8%

10.3%

7.7%

1.8%

51.0%

52.9%

50.1%

39.5%

53.1%

64.5%

61.0%

54.8%

50.9%

42.7%

42.3%

65.1%

47.3%

57.1%

58.5%

47.8%

48.9%

47.4%

48.1%

37.9%

53.9%

34.9%

39.7%

39.2%

40.3%

31.6%

32.1%

26.9%

29.7%

40.9%

43.3%

47.0%

46.6%

14.0%

45.1%

39.3%

34.5%

46.8%

23.4%

42.8%

42.2%

48.3%

37.3%

61.5%

2.1%

1.1%

2.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

3.9%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.6%

3.9%

3.4%

1.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

②人種差別撤廃条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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③ 子どもの権利条約 

◼ 全体 

「内容まで知っている」11.0%、「名称は知っている」47.4%を合計した「知っている計」は 58.4%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.7 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 61.3%、「男性」が 54.9%で、「女性」が「男性」を 6.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「30～３９歳」が 77.5%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 71.6%、「40～４９歳」が

70.3%となっており、「８０歳以上」は 38.0%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 88.4%でもっとも高く、次いで「学生」が 76.6%、「民間企業・団体の

従業者（会社員、団体職員）」が 64.3%となっており、「その他」は 44.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 29.3 ポイント上回っています。 

 

11.0%

10.3%

47.4%

44.4%

38.8%

41.5%

2.8%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

子どもの権利条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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11.0%

7.1%

14.1%

31.6%

17.3%

19.4%

18.0%

10.4%

6.7%

6.9%

4.3%

46.5%

9.9%

10.7%

10.9%

9.9%

36.2%

8.7%

5.5%

6.9%

12.1%

1.8%

47.4%

47.8%

47.2%

34.2%

54.3%

58.1%

52.3%

47.0%

54.0%

43.5%

33.7%

41.9%

39.6%

50.0%

53.4%

51.7%

40.4%

49.7%

42.2%

37.9%

50.2%

31.2%

38.8%

43.5%

35.8%

34.2%

28.4%

22.6%

29.1%

42.2%

37.9%

45.3%

52.8%

11.6%

49.5%

39.3%

35.1%

37.4%

23.4%

35.8%

47.1%

51.7%

36.1%

63.3%

2.8%

1.5%

2.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.4%

1.3%

4.3%

9.2%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

1.0%

0.0%

5.8%

5.2%

3.4%

1.6%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

③子どもの権利条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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④ 児童虐待の防止等に関する法律 

◼ 全体 

「内容まで知っている」11.9%、「名称は知っている」59.4%を合計した「知っている計」は 71.3%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.5 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」に大きな差はみられません。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「40～４９歳」が 77.9%でもっとも高く、次いで「60～６９歳」が 76.4%、「50～５９歳」が

75.6%となっており、「８０歳以上」は 58.9%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 95.4%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の従業者（会社員、団

体職員）」が 77.9%、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 72.4%となっており、「その他」は 55.1%でもっとも

低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 23.3 ポイント上回っています。 

 

11.9%

10.2%

59.4%

64.6%

25.8%

21.4%

2.9%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

児童虐待の防止等に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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11.9%

10.5%

13.1%

26.3%

18.5%

17.2%

18.0%

13.0%

8.5%

7.8%

4.9%

32.6%

12.1%

21.4%

13.4%

11.8%

21.3%

10.4%

6.2%

10.3%

13.2%

0.9%

59.4%

61.0%

58.5%

39.5%

49.4%

55.9%

59.9%

62.6%

67.9%

60.3%

54.0%

62.8%

59.3%

50.0%

64.5%

60.6%

48.9%

60.7%

56.5%

44.8%

61.5%

50.5%

25.8%

26.6%

25.3%

34.2%

32.1%

25.8%

21.5%

23.5%

21.9%

25.9%

34.4%

4.7%

25.3%

28.6%

20.8%

26.1%

29.8%

23.7%

32.8%

41.4%

23.6%

45.0%

2.9%

1.9%

3.1%

0.0%

0.0%

1.1%

0.6%

0.9%

1.8%

6.0%

6.7%

0.0%

3.3%

0.0%

1.3%

1.5%

0.0%

5.2%

4.5%

3.4%

1.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

④児童虐待の防止等に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑤ いじめ防止対策推進法 

◼ 全体 

「内容まで知っている」8.8%、「名称は知っている」55.8%を合計した「知っている計」は 64.6%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」の変化はありません。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 66.2%、「男性」が 62.8%で、「女性」が「男性」を 3.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「20～２９歳」が 71.6%でもっとも高く、次いで「40～４９歳」が 71.0%、「50～５９歳」が

70.8%となっており、「８０歳以上」は 52.2%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 88.3%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営者、役員」が

82.1%、「学生」が 72.3%となっており、「その他」は 51.7%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 25.0 ポイント上回っています。 

 

 

8.8%

6.8%

55.8%

57.8%

32.6%

31.8%

2.8%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

いじめ防止対策推進法に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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8.8%

8.8%

8.7%

15.8%

18.5%

10.8%

14.0%

9.1%

6.3%

5.6%

3.7%

30.2%

8.8%

10.7%

8.3%

8.4%

19.1%

8.1%

5.2%

10.3%

9.7%

0.9%

55.8%

54.0%

57.5%

52.6%

53.1%

57.0%

57.0%

61.7%

59.4%

52.6%

48.5%

58.1%

60.4%

71.4%

60.7%

55.2%

53.2%

54.3%

51.0%

41.4%

58.4%

42.2%

32.6%

35.8%

30.6%

31.6%

28.4%

31.2%

29.1%

28.7%

33.0%

36.2%

39.9%

11.6%

29.7%

17.9%

30.4%

35.5%

27.7%

30.6%

39.0%

44.8%

30.1%

55.0%

2.8%

1.3%

3.2%

0.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.4%

1.3%

5.6%

8.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

1.0%

0.0%

6.9%

4.9%

3.4%

1.8%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑤いじめ防止対策推進法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 



68 

 

⑥ 高齢者虐待防止法（高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律） 

◼ 全体 

「内容まで知っている」8.5%、「名称は知っている」41.3%を合計した「知っている計」は 49.8%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.8 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 52.4%、「男性」が 47.0%で、「女性」が「男性」を 5.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～６９歳」が 57.2%でもっとも高く、次いで「８０歳以上」が 55.8%、「50～５９歳」が

54.7%となっており、「１９歳以下」は 34.3%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 69.8%でもっとも高く、次いで「その他」が 58.6%、「家事専業」が

52.0%となっており、「学生」は 42.5%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.0 ポイント上回っています。 

 

8.5%

5.9%

41.3%

46.7%

48.1%

44.0%

2.1%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

高齢者虐待防止法に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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8.5%

6.8%

9.9%

13.2%

7.4%

4.3%

14.0%

11.7%

9.4%

3.9%

5.5%

16.3%

7.7%

7.1%

11.2%

10.8%

8.5%

5.8%

4.9%

10.3%

9.2%

2.8%

41.3%

40.2%

42.5%

21.1%

35.8%

34.4%

35.5%

43.0%

47.8%

40.1%

50.3%

53.5%

39.6%

39.3%

37.4%

39.9%

34.0%

46.2%

43.2%

48.3%

43.0%

29.4%

48.1%

52.0%

45.4%

65.8%

56.8%

61.3%

50.6%

44.8%

42.0%

51.7%

38.0%

30.2%

51.6%

53.6%

50.8%

48.8%

57.4%

43.4%

48.4%

37.9%

46.7%

65.1%

2.1%

1.1%

2.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.3%

6.1%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.6%

3.6%

3.4%

1.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢

別
職

業
別

学
習

経

験
別

⑥高齢者虐待防止法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑦ 障害者の権利に関する条約 

◼ 全体 

「内容まで知っている」5.7%、「名称は知っている」38.3%を合計した「知っている計」は 44.0%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.0 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 45.2%、「男性」が 42.3％で、「女性」が「男性」を 2.9 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「20～２９歳」が 55.6%でもっとも高く、次いで「40～４９歳」が 50.0%、「30～３９歳」が

47.3%となっており、「８０歳以上」は 36.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 76.7%でもっとも高く、次いで「学生」が 51.1%、「民間企業・団体の

従業者（会社員、団体職員）」が 47.6%となっており、「その他」は 37.9%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.8 ポイント上回っています。 

 

5.7%

4.7%

38.3%

38.3%

53.4%

53.6%

2.6%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

障害者の権利に関する条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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5.7%

3.8%

7.1%

13.2%

9.9%

5.4%

10.5%

5.7%

3.6%

4.3%

1.8%

18.6%

6.6%

0.0%

7.7%

5.4%

14.9%

3.5%

2.3%

3.4%

6.1%

0.9%

38.3%

38.5%

38.1%

31.6%

45.7%

41.9%

39.5%

38.3%

42.4%

33.6%

35.0%

58.1%

33.0%

39.3%

39.9%

37.4%

36.2%

40.5%

35.7%

34.5%

40.4%

24.8%

53.4%

56.5%

51.8%

55.3%

44.4%

52.7%

49.4%

55.7%

53.1%

57.3%

54.6%

23.3%

59.3%

60.7%

51.8%

56.7%

48.9%

50.3%

57.1%

58.6%

52.0%

71.6%

2.6%

1.3%

2.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.4%

0.9%

4.7%

8.6%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

5.8%

4.9%

3.4%

1.5%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経
験

別

⑦障害者の権利に関する条約の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑧ 障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律） 

◼ 全体 

「内容まで知っている」5.1%、「名称は知っている」35.6%を合計した「知っている計」は 40.7%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 0.6 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 41.5%、「男性」が 39.7%で、「女性」が「男性」を 1.8 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「20～２９歳」が 49.4%でもっとも高く、次いで「60～６９歳」が 49.1%、「50～５９歳」が

44.8%となっており、「８０歳以上」は 31.3%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 72.1%でもっとも高く、次いで「その他」が 48.3%、「学生」が

46.8%となっており、「無職」は 34.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 17.3 ポイント上回っています。 

 

5.1%

4.0%

35.6%

37.3%

56.6%

55.4%

2.6%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

障がい者虐待防止法に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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5.1%

3.9%

6.1%

13.2%

3.7%

5.4%

11.0%

4.8%

3.1%

3.9%

3.1%

16.3%

6.6%

7.1%

6.7%

4.4%

8.5%

2.3%

2.9%

6.9%

5.4%

1.8%

35.6%

35.8%

35.4%

28.9%

45.7%

33.3%

29.7%

40.0%

46.0%

29.7%

28.2%

55.8%

29.7%

35.7%

36.4%

38.4%

38.3%

34.7%

31.5%

41.4%

37.6%

23.9%

56.6%

58.5%

55.9%

57.9%

50.6%

61.3%

59.3%

54.3%

50.0%

60.8%

61.3%

27.9%

61.5%

57.1%

56.2%

56.7%

53.2%

57.2%

61.0%

48.3%

55.6%

71.6%

2.6%

1.7%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.9%

0.9%

5.6%

7.4%

0.0%

2.2%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

5.8%

4.5%

3.4%

1.4%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑧障害者虐待防止法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑨-１ 障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律） 

◼ 全体 

「内容まで知っている」4.3%、「名称は知っている」23.1%を合計した「知っている計」は 27.4%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.3 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「女性」が 28.1%、「男性」が 26.3%で、「女性」が「男性」を 1.8 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「１９歳以下」が 47.3%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 33.3%、「40～４９歳」が

31.4%となっており、「８０歳以上」は 18.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 62.8%でもっとも高く、次いで「学生」が 48.9%、「その他」が

34.5%となっており、「家事専業」は 19.1%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 17.5 ポイント上回っています。 

 

4.3%

3.8%

23.1%

24.9%

70.1%

67.8%

2.6%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

障害者差別解消法に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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4.3%

3.6%

4.8%

10.5%

4.9%

7.5%

6.4%

4.8%

1.8%

3.0%

3.1%

25.6%

4.4%

7.1%

4.5%

1.5%

10.6%

2.3%

2.6%

6.9%

4.6%

0.9%

23.1%

22.7%

23.3%

36.8%

28.4%

20.4%

25.0%

25.2%

29.0%

15.9%

15.3%

37.2%

18.7%

21.4%

27.8%

23.6%

38.3%

16.8%

17.9%

27.6%

24.8%

11.0%

70.1%

72.0%

69.4%

50.0%

66.7%

72.0%

68.0%

69.6%

67.9%

76.3%

74.2%

37.2%

74.7%

71.4%

67.1%

73.4%

51.1%

76.3%

75.3%

58.6%

69.2%

84.4%

2.6%

1.7%

2.5%

2.6%

0.0%

0.0%

0.6%

0.4%

1.3%

4.7%

7.4%

0.0%

2.2%

0.0%

0.6%

1.5%

0.0%

4.6%

4.2%

6.9%

1.5%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢

別
職

業
別

学
習

経

験
別

⑨-１障害者差別解消法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑨-２ 障害者差別解消法において提供が求められている「合理的配慮」 

◼ 全体 

「内容まで知っている」4.9%、「名称は知っている」18.4%を合計した「知っている計」は 23.3%となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 23.1%、「女性」が 23.0%で、ほとんど差はありません。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「１９歳以下」が 36.9%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 32.1%、「40～４９歳」が

30.2%となっており、「８０歳以上」は 12.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 60.5%でもっとも高く、次いで「学生」が 38.3%、「民間企業・団体の

経営者、役員」が 32.1%となっており、「無職」は 15.6%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 16.9 ポイント上回っています。 

 

4.9% 18.4% 74.2% 2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

（N＝1,243）

障害者差別解消法において提供が求められている「合理的配慮」の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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4.9%

3.6%

5.8%

13.2%

6.2%

6.5%

9.3%

7.4%

2.7%

1.3%

1.8%

37.2%

4.4%

7.1%

6.4%

2.0%

10.6%

0.6%

2.3%

6.9%

5.2%

0.9%

18.4%

19.5%

17.2%

23.7%

25.9%

18.3%

20.9%

21.3%

20.5%

12.5%

11.0%

23.3%

15.4%

25.0%

21.7%

18.7%

27.7%

16.8%

13.3%

17.2%

19.9%

7.3%

74.2%

75.4%

74.4%

63.2%

67.9%

75.3%

69.8%

70.9%

75.9%

81.9%

77.9%

39.5%

79.1%

67.9%

71.2%

78.8%

61.7%

77.5%

79.5%

72.4%

73.4%

88.1%

2.5%

1.5%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.3%

9.2%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

5.2%

4.9%

3.4%

1.4%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢

別
職

業
別

学
習

経

験
別

⑨-２障害者差別解消法において提供が求められている「合理的配慮」の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑩ ヘイトスピーチ解消法（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法

律） 

 

◼ 全体 

「内容まで知っている」4.2%、「名称は知っている」33.8%を合計した「知っている計」は 38.0%となってお

り、前回調査と比較すると、2.5 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 42.1%、「女性」が 34.8%で、「男性」が「女性」を 7.3 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～６９歳」が 47.3%でもっとも高く、次いで「40～４９歳」が 44.2%、「50～５９歳」が

40.8%となっており、「８０歳以上」は 27.0%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 60.7%でもっとも高く、次いで「公務員・教職員」が

60.5%、「自営業・自由業」が 45.1%となっており、「その他」は 31.0%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.7 ポイント上回っています。 

 

 

4.2%

4.5%

33.8%

36.0%

59.8%

56.3%

2.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

ヘイトスピーチ解消法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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4.2%

5.1%

3.2%

15.8%

6.2%

2.2%

4.7%

3.0%

4.0%

3.4%

3.7%

9.3%

4.4%

7.1%

3.5%

2.5%

17.0%

1.2%

4.5%

3.4%

4.4%

1.8%

33.8%

37.0%

31.6%

23.7%

27.2%

31.2%

39.5%

37.8%

43.3%

29.3%

23.3%

51.2%

40.7%

53.6%

35.8%

36.0%

27.7%

31.8%

26.9%

27.6%

36.4%

18.3%

59.8%

56.8%

62.7%

60.5%

66.7%

66.7%

55.8%

58.7%

50.9%

63.4%

66.3%

39.5%

54.9%

39.3%

60.1%

60.6%

55.3%

62.4%

64.3%

65.5%

58.0%

77.1%

2.3%

1.1%

2.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

1.8%

3.9%

6.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.0%

0.0%

4.6%

4.2%

3.4%

1.2%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑩ヘイトスピーチ解消法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑪ 部落差別解消推進法（部落差別の解消の推進に関する法律） 

 

◼ 全体 

「内容まで知っている」4.7%、「名称は知っている」35.6%を合計した「知っている計」は 40.3%となってお

り、前回調査と比較すると、ほとんど変化はありません。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 43.7%、「女性」が 37.7%で、「男性」が「女性」を 6.0 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～６９歳」が 48.3%でもっとも高く、次いで「１９歳以下」が 47.4%、「50～５９歳」が

43.4%となっており、「70～７９歳」は 32.7%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 79.0%でもっとも高く、次いで「学生」が 51.1%、「民間企業・団体の

経営者、役員」が 46.5%となっており、「無職」は 36.7%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 15.1 ポイント上回っています。 

 

4.7%

4.4%

35.6%

36.6%

57.4%

55.8%

2.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

部落差別解消推進法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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4.7%

5.1%

4.4%

23.7%

7.4%

4.3%

4.7%

3.0%

4.5%

4.3%

2.5%

20.9%

5.5%

3.6%

2.2%

2.5%

21.3%

2.9%

4.2%

10.3%

5.1%

0.9%

35.6%

38.6%

33.3%

23.7%

30.9%

29.0%

37.8%

40.4%

43.8%

28.4%

35.0%

58.1%

35.2%

42.9%

35.1%

36.0%

29.8%

38.2%

32.5%

27.6%

37.5%

26.6%

57.4%

54.8%

60.1%

52.6%

61.7%

66.7%

57.6%

56.1%

51.3%

62.9%

54.6%

20.9%

58.2%

53.6%

62.0%

61.1%

48.9%

54.9%

58.8%

58.6%

56.3%

68.8%

2.3%

1.5%

2.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.4%

4.3%

8.0%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.0%

4.5%

3.4%

1.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑪部落差別解消推進法の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑫ 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律 

 

◼ 全体 

「内容まで知っている」3.2%、「名称は知っている」29.6%を合計した「知っている計」は 32.8%となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 35.3%、「女性」が 30.7%で、「男性」が「女性」を 4.6 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「１９歳以下」が 47.4%でもっとも高く、次いで「30～３９歳」が 41.9%、「20～２９歳」が

39.5%となっており、「８０歳以上」は 21.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 51.2%でもっとも高く、次いで「学生」が 48.9%、「民間企業・団体の

経営者、役員」が 42.9%となっており、「無職」は 24.3%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 14.0 ポイント上回っています。 

 

3.2% 29.6% 64.9% 2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

（N＝1,243）

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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3.2%

3.6%

2.9%

15.8%

4.9%

3.2%

4.7%

2.6%

1.8%

2.6%

1.2%

9.3%

4.4%

3.6%

1.9%

3.4%

14.9%

1.2%

1.9%

6.9%

3.4%

0.0%

29.6%

31.7%

27.8%

31.6%

34.6%

38.7%

30.2%

33.9%

36.6%

19.4%

20.2%

41.9%

31.9%

39.3%

36.1%

30.0%

34.0%

24.9%

22.4%

20.7%

31.7%

21.1%

64.9%

63.2%

67.1%

52.6%

60.5%

58.1%

65.1%

63.0%

60.7%

73.7%

71.2%

48.8%

62.6%

57.1%

61.3%

66.0%

51.1%

69.9%

71.1%

69.0%

63.7%

75.2%

2.3%

1.5%

2.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.3%

7.4%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.0%

4.5%

3.4%

1.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑫性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する法律の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑬ 大阪府部落差別調査規制条例（大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例） 

◼ 全体 

「内容まで知っている」2.2%、「名称は知っている」17.1%を合計した「知っている計」は 19.3%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.4 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 21.2%、「女性」が 17.8%で、「男性」が「女性」を 3.4 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「50～５９歳」が 23.5%でもっとも高く、次いで「60～６９歳」が 23.2%、「70～７９歳」が

21.1%となっており、「40～４９歳」は 13.9%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 39.5%でもっとも高く、次いで「学生」が 21.2%、「自営業・自由業」

が 20.9%となっており、「臨時雇用、パート、アルバイト」は 15.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 7.3 ポイント上回っています。 

 

 

2.2%

2.4%

17.1%

20.3%

78.2%

73.7%

2.6%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

大阪府部落差別調査規制条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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2.2%

2.8%

1.5%

2.6%

1.2%

2.2%

2.3%

2.2%

1.3%

3.4%

1.8%

9.3%

3.3%

3.6%

2.2%

0.5%

2.1%

1.7%

1.9%

3.4%

2.2%

0.9%

17.1%

18.4%

16.3%

18.4%

13.6%

11.8%

11.6%

21.3%

21.9%

17.7%

14.7%

30.2%

17.6%

14.3%

16.3%

15.3%

19.1%

17.3%

17.2%

17.2%

17.9%

11.9%

78.2%

77.1%

79.6%

78.9%

85.2%

86.0%

86.0%

76.1%

75.4%

74.1%

74.8%

60.5%

76.9%

82.1%

80.5%

83.7%

78.7%

76.9%

76.0%

72.4%

78.6%

83.5%

2.6%

1.7%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

1.3%

4.7%

8.6%

0.0%

2.2%

0.0%

1.0%

0.5%

0.0%

4.0%

4.9%

6.9%

1.3%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑬大阪府部落差別調査規制条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑭ 大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例 

◼ 全体 

「内容まで知っている」2.1%、「名称は知っている」18.9%を合計した「知っている計」は 21.0%となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 21.7%、「女性」が 20.2%で、ほとんど差はありません。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～６９歳」が 26.3%でもっとも高く、次いで「20～２９歳」が 25.9%、「50～５９歳」が

23.9%となっており、「８０歳以上」は 15.9%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 30.3%でもっとも高く、次いで「家事専業」が 25.4%、「民間企業・団

体の経営者、役員」が 25.0%となっており、「無職」は 15.0%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 11.2 ポイント上回っています。 

 

2.1% 18.9% 76.4% 2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

（N＝1,243）

大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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2.1%

2.6%

1.6%

2.6%

9.9%

1.1%

2.3%

0.9%

0.9%

2.6%

1.2%

4.7%

3.3%

3.6%

1.6%

2.0%

2.1%

1.7%

2.3%

0.0%

2.1%

0.0%

18.9%

19.1%

18.6%

15.8%

16.0%

16.1%

15.7%

23.0%

25.4%

17.2%

14.7%

25.6%

19.8%

21.4%

22.7%

16.7%

17.0%

23.7%

12.7%

24.1%

20.1%

11.0%

76.4%

76.5%

77.1%

81.6%

74.1%

82.8%

82.0%

75.7%

72.8%

75.9%

74.2%

69.8%

75.8%

75.0%

75.1%

80.8%

80.9%

69.9%

79.9%

69.0%

76.3%

86.2%

2.6%

1.7%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.3%

9.8%

0.0%

1.1%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.6%

5.2%

6.9%

1.4%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=38)

女性(N=81)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑭大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の

人権侵害のない社会づくり条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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⑮ 八尾市人権尊重の社会づくり条例 

◼ 全体 

「内容まで知っている」2.5%、「名称は知っている」26.8%を合計した「知っている計」は 29.3%となってお

り、前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.3 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 30.4%、「女性」が 28.7%で、「男性」が「女性」を 1.7 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「60～６９歳」が 35.3%でもっとも高く、次いで「70～７９歳」が 34.5%、「50～５９歳」が

31.3%となっており、「１９歳以下」は 18.4%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 48.9%でもっとも高く、次いで「自営業・自由業」が 34.1%、「無職」

が 33.1%となっており、「その他」は 13.7%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 15.4 ポイント上回っています。 

 

 

2.5%

2.2%

26.8%

29.4%

68.3%

65.6%

2.4%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

八尾市人権尊重の社会づくり条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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2.5%

3.0%

1.9%

2.6%

2.5%

3.2%

2.9%

2.2%

1.8%

3.0%

2.5%

14.0%

2.2%

7.1%

1.9%

1.5%

2.1%

1.2%

2.6%

3.4%

2.8%

0.0%

26.8%

27.4%

26.8%

15.8%

17.3%

21.5%

20.9%

29.1%

33.5%

31.5%

25.8%

34.9%

31.9%

14.3%

24.0%

26.1%

19.1%

29.5%

30.5%

10.3%

28.2%

15.6%

68.3%

68.1%

68.9%

81.6%

80.2%

75.3%

76.2%

68.3%

63.8%

61.2%

63.2%

51.2%

65.9%

78.6%

73.5%

71.9%

78.7%

65.3%

61.7%

79.3%

67.8%

81.7%

2.4%

1.5%

2.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

4.3%

8.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.0%

5.2%

6.9%

1.2%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑮八尾市人権尊重の社会づくり条例の認知状況

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 
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⑯ 第２次八尾市人権教育・啓発プラン(改定版) 

◼ 全体 

「内容まで知っている」1.6%、「名称は知っている」14.2%を合計した「知っている計」は 15.8%となっており、

前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.6 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「知っている計」は「男性」が 17.5%、「女性」が 14.5%で、「男性」が「女性」を 3.0 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「知っている計」は「50～５９歳」が 20.0%でもっとも高く、次いで「70～７９歳」が 17.2%、「１９歳以下」が

15.8%となっており、「30～３９歳」は 10.8%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 職業別 

「知っている計」は「公務員・教職員」が 39.6%でもっとも高く、次いで「民間企業・団体の経営者、役員」が

21.5%、「自営業・自由業」が 18.7%となっており、「その他」は 10.3%でもっとも低くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「知っている計」は「あり」が「なし」を 9.7 ポイント上回っています。 

 

 

1.6%

1.1%

14.2%

17.3%

81.8%

78.3%

2.3%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

第２次八尾市人権教育・啓発プラン(改定版)

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答
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【①～⑯全体】 

  「知っている計」は「①世界人権宣言」が 77.3％でもっとも高く、次いで「④児童虐待の防止等に関する法律」 

が 71.3％、「⑤いじめ防止対策推進法」が 64.6％となっています。 

  また、「知らない計」は「⑯第 2 次八尾市人権教育・啓発プラン（改定版）」が 81.8％でもっとも高く、次いで 

「⑬大阪府部落差別調査規制条例（大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例）」が 78.2％、 

「⑭大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例」が 76.4％となっていま 

す。 

 

  

1.6%

1.9%

1.3%

5.3%

1.2%

1.1%

2.9%

1.7%

0.9%

1.3%

1.2%

14.0%

2.2%

3.6%

0.6%

0.5%

4.3%

1.2%

1.3%

0.0%

1.8%

0.0%

14.2%

15.6%

13.2%

10.5%

12.3%

9.7%

12.8%

18.3%

14.7%

15.9%

12.3%

25.6%

16.5%

17.9%

11.8%

14.8%

12.8%

15.0%

14.3%

10.3%

15.2%

7.3%

81.8%

81.2%

83.0%

84.2%

86.4%

89.2%

84.3%

79.6%

83.5%

78.9%

77.9%

60.5%

81.3%

78.6%

86.9%

84.2%

83.0%

79.8%

79.5%

82.8%

81.9%

89.9%

2.3%

1.3%

2.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.4%

0.9%

3.9%

8.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.5%

0.0%

4.0%

4.9%

6.9%

1.1%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,243)

男性(N=533)

女性(N=687)

19歳以下(N=38)

20～29歳(N=81)

30～39歳(N=93)

40～49歳(N=172)

50～59歳(N=230)

60～69歳(N=224)

70～79歳(N=232)

80歳以上(N=163)

公務員・教職員(N=43)

自営業・自由業(N=91)

民間企業・団体の経営者、役員(N=28)

民間企業・団体の従業者(N=313)

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203)

学生(N=47)

家事専業(N=173)

無職(N=308)

その他(N=29)

あり(N=1,073)

なし(N=109)

性
別

年
齢
別

職
業

別

学
習

経

験
別

⑯第２次八尾市人権教育・啓発プラン(改定版)

内容まで知っている 名称は知っている 知らない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 
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4. 人権侵害や擁護について 

問 17 あなたは、この５年間くらいの間に、次のようなことで自分の人権が侵害されたと感じたことがあり

ますか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた」が 6.7%でもっとも高く、次いで「悪臭・騒音などで迷惑を受

けた」が 5.8%、「学校・職場・地域社会（近所）でいじめや仲間はずれや嫌がらせを受けた」が 4.7%となって

います。 

また「人権を侵害されたと感じたことはない」は 63.1%で、前回調査と比較して、7.2 ポイント増加しています。 

 
◼ 性別 

「男性」は「悪臭・騒音などで迷惑を受けた」が 5.6％、「女性」は「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われ

た」が 7.4％でもっとも高くなっています。 

また、「人権を侵害されたと感じたことはない」は「男性」が 66.4%、「女性」が 61.6%で、「男性」が 4.8 ポイ

ント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」「２０～２９歳」「40～４９歳」「８０歳以上」は「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた」、

「30～３９歳」は「学校・職場において、成績評価、採用条件、昇給昇進などで不当な扱いを受けた」、「５０～

79 歳」は「悪臭・騒音などで迷惑を受けた」がもっとも高くなっています。 

また、「人権を侵害されたと感じたことはない」は「60～69 歳」が 70.5%でもっとも高く、次いで「40～49 歳」

が 70.3%、「30～39 歳」が 67.7%となっています。 

6.7%

2.2%

4.7%

0.6%

3.7%

1.1%

1.0%

0.8%

1.9%

5.8%

0.1%

1.9%

2.1%

63.1%

6.2%

1.9%

4.6%

0.5%

3.3%

1.4%

1.4%

1.0%

2.1%

6.0%

0.1%

1.7%

1.7%

55.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた

市役所などの公的機関で不当な扱いを受けた

学校・職場・地域社会（近所）でいじめや仲間はずれや嫌がらせを受けた

結婚や就職に際して差別的な扱いを受けた

学校・職場において、成績評価、採用条件、昇給昇進などで不当な扱い…

インターネットやＳＮＳなどで悪質な書き込みや嫌がらせを受けた

セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）を受けた

ストーカー（つきまとい）行為を受けた

配偶者や交際相手など親しい関係にある人から暴力（なぐる、暴言、行…

悪臭・騒音などで迷惑を受けた

ヘイトスピーチを受けた

その他

答えたくない

人権を侵害されたと感じたことはない

あなたは、この５年間くらいの間に、次のようなことで

自分の人権が侵害されたと感じたことがありますか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

学校・職場において、成績評価、採用条件、昇給昇進などで不当な扱

いを受けた 

配偶者や交際相手など親しい関係にある人から暴力（なぐる、暴言、

行動を監視するなど）を受けた 

学校・職場・地域社会（近所）でいじめや仲間はずれや嫌がらせを受け

た 
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◼ 職業別 

「公務員・教職員」「学生」「無職」は「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた」、「自営業・自由業」は「答

えたくない」、「民間企業・団体の経営者、役員」は「その他」、「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」

「家事専業」は「悪臭・騒音などで迷惑を受けた」、「臨時雇用、パート、アルバイト」は「学校・職場・地域社会

（近所）でいじめや仲間はずれや嫌がらせを受けた」がもっとも高くなっています。 

また、「人権を侵害されたと感じたことはない」は「民間企業・団体の経営者、役員」が 78.6%でもっとも高く、

次いで「公務員・教職員」が 76.7%、「臨時雇用、パート、アルバイト」が 70.4%となっています。 

 

◼ 学習経験別 

「あり」は「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた」が 7.4%、「なし」は「悪臭・騒音などで迷惑を受けた」

が 3.7%でもっとも高くなっています。 

また、「人権を侵害されたと感じたことはない」は「あり」が 65.5%、「なし」が 58.7%となっており、「あり」が

「なし」を 6.8 ポイント上回っています。 
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 全体(N=1,243) 6.7% 2.2% 4.7% 0.6% 3.7% 1.1% 1.0% 0.8% 1.9% 5.8% 0.1% 1.9% 2.1% 63.1% 

性別 
男性(N=533) 5.4% 2.3% 3.6% 0.4% 2.4% 0.9% 0.4% 0.2% 0.0% 5.6% 0.0% 1.3% 2.6% 66.4% 

女性(N=687) 7.4% 2.2% 5.2% 0.9% 4.8% 1.2% 1.6% 1.2% 3.1% 6.0% 0.0% 2.0% 1.6% 61.6% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 26.3% 5.3% 13.2% 0.0% 5.3% 5.3% 5.3% 5.3% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 60.5% 

20～29 歳(N=81) 11.1% 2.5% 8.6% 3.7% 7.4% 4.9% 4.9% 1.2% 1.2% 2.5% 0.0% 4.9% 1.2% 61.7% 

30～39 歳(N=93) 3.2% 2.2% 6.5% 0.0% 9.7% 4.3% 4.3% 0.0% 2.2% 5.4% 0.0% 4.3% 3.2% 67.7% 

40～49 歳(N=172) 9.9% 2.9% 5.8% 1.2% 5.8% 0.0% 1.2% 1.2% 0.6% 6.4% 0.0% 1.2% 2.9% 70.3% 

50～59 歳(N=230) 7.4% 3.0% 6.1% 0.9% 7.0% 0.4% 0.4% 0.9% 3.5% 10.9% 0.4% 2.2% 1.7% 65.7% 

60～69 歳(N=224) 4.0% 2.2% 4.0% 0.4% 1.3% 0.4% 0.0% 0.4% 0.9% 6.7% 0.0% 0.4% 3.1% 70.5% 

70～79 歳(N=232) 3.4% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.4% 1.3% 3.9% 0.0% 0.4% 0.4% 57.3% 

80 歳以上(N=163) 6.1% 2.5% 0.6% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.6% 2.5% 3.1% 0.0% 3.7% 2.5% 49.1% 

職業別 

公務員・教職員

(N=43) 
9.3% 0.0% 4.7% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 2.3% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 76.7% 

自営業・自由業

(N=43) 
5.5% 3.3% 3.3% 1.1% 3.3% 1.1% 1.1% 1.1% 1.1% 5.5% 0.0% 2.2% 6.6% 57.1% 

民間企業・団体の経

営者、役員(N=28) 
3.6% 0.0% 3.6% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 0.0% 7.1% 0.0% 78.6% 

民間企業・団体の従

業者（会社員、団体

職員）(N=313) 

7.7% 2.6% 5.8% 1.0% 7.3% 1.9% 2.2% 0.3% 1.9% 8.0% 0.3% 1.9% 1.0% 67.7% 

臨時雇用、パート、

アルバイト(N=203) 
6.4% 1.5% 6.9% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 1.5% 2.5% 6.4% 0.0% 0.0% 2.5% 70.4% 

学生(N=47) 19.1% 4.3% 8.5% 2.1% 4.3% 4.3% 6.4% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 63.8% 

家事専業(N=173) 5.2% 1.7% 2.9% 0.0% 0.6% 0.6% 0.0% 1.2% 2.3% 5.8% 0.0% 1.7% 1.7% 61.3% 

無職(N=308) 5.5% 1.9% 2.6% 0.6% 1.9% 1.0% 0.3% 0.3% 1.3% 3.9% 0.0% 2.3% 2.6% 54.9% 

その他(N=29) 3.4% 6.9% 10.3% 3.4% 10.3% 3.4% 3.4% 3.4% 3.4% 17.2% 0.0% 10.3% 0.0% 41.4% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 7.4% 2.3% 5.0% 0.7% 4.1% 1.2% 1.1% 0.8% 1.9% 6.2% 0.1% 1.9% 2.2% 65.5% 

なし(N=109) 1.8% 1.8% 2.8% 0.0% 1.8% 0.9% 0.9% 0.9% 1.8% 3.7% 0.0% 2.8% 0.9% 58.7% 
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問 18 問１７で答えられたような人権侵害を受けた時に、あなたはどうしましたか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「何もせず我慢した」が 35.7%でもっとも高く、次いで「家族・親族に相談した」が 34.0%、「友人・同僚に相

談した」が 25.7%、「相手に直接抗議した」が 25.3%となっています。 

前回調査と比較すると、「家族・親族に相談した」が 8.3 ポイント、「相手に直接抗議した」が 5.2 ポイント、「警

察に相談した」が 2.5 ポイント増加し、「何もせず我慢した」は 3.0 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「男性」は「何もせず我慢した」が 37.5%でもっとも高く、次いで「家族・親族に相談した」が 22.5%、「相手に

直接抗議した」が 20.0%となっています。 

「女性」は「家族・親族に相談した」が 41.8%でもっとも高く、次いで「何もせず我慢した」が 34.0%、「友人・

同僚に相談した」が 31.4%となっています。 

また、「家族・親族に相談した」が 19.3 ポイント、「友人・同僚に相談した」が 13.9 ポイント、「相手に直接抗議

した」が 8.1 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「４９歳以下」は「家族・親族に相談した」、「５０～７９歳」は「何もせず我慢した」、「８０歳以上」は「相手に直接

抗議した」がもっとも高くなっています。 

25.3%

34.0%

25.7%

9.1%

2.1%

2.5%

0.8%

5.8%

2.5%

1.2%

35.7%

0.8%

6.6%

20.1%

25.7%

23.8%

7.4%

3.0%

4.8%

0.4%

3.3%

1.5%

0.4%

38.7%

2.6%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

相手に直接抗議した

家族・親族に相談した

友人・同僚に相談した

学校の先生や職場の上司に相談した

地域の自治会長（町会長）や民生委員・児童委員などに相談した

市の相談窓口に相談した

法務局・人権擁護委員に相談した

警察に相談した

弁護士に相談した

民間の人権団体や相談機関に相談した

何もせず我慢した

答えたくない

その他

人権侵害を受けた時に、あなたはどうしましたか

今回調査 (N=241) 前回調査 (N=269)

地域での人権啓発を進めるリーダーを

養成し、住民相互啓発を促す 
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◼ 職業別 

「公務員・教職員」は「友人・同僚に相談した」「何もせず我慢した」、「自営業・自由業」は「相手に直接抗議した」

「家族・親戚に相談した」「何もせず我慢した」、「民間企業・団体の経営者、役員」は「相手に直接抗議した」「地

域の自治会長（町会長）や民生委員・児童委員などに相談した」「何もせず我慢した」、「民間企業・団体の従業

者（会社員、団体職員）」「無職」は「何もせず我慢した」、「臨時雇用、パート、アルバイト」は「友人・同僚に相談

した」、「学生」は「家族・親族に相談した」「友人・同僚に相談した」、「その他」は「家族・親族に相談した」がもっ

とも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「友人・同僚に相談した」は 27.1 ポイント、「家族・親族に相談した」は 18.9 ポイント、「学校の先生や職場の

上司に相談した」は 9.3 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「何もせず我慢した」は「あり」が 34.7%、「なし」

が 50.0%で、「なし」が「あり」を 15.3 ポイント上回っています。 

 

   

相
手
に
直
接
抗
議
し
た 

家
族
・
親
族
に
相
談
し
た 

友
人
・
同
僚
に
相
談
し
た 

学
校
の
先
生
や
職
場
の
上
司
に
相
談
し

た 地
域
の
自
治
会
長
（
町
会
長
）
や
民
生

委
員
・
児
童
委
員
な
ど
に
相
談
し
た 

市
の
相
談
窓
口
に
相
談
し
た 

法
務
局
・
人
権
擁
護
委
員
に
相
談
し
た 

警
察
に
相
談
し
た 

弁
護
士
に
相
談
し
た 

民
間
の
人
権
団
体
や
相
談
機
関
に
相
談

し
た 

何
も
せ
ず
我
慢
し
た 

答
え
た
く
な
い 

そ
の
他 

 全体(N=241) 25.3% 34.0% 25.7% 9.1% 2.1% 2.5% 0.8% 5.8% 2.5% 1.2% 35.7% 0.8% 6.6% 

性別 
男性(N=80) 20.0% 22.5% 17.5% 6.3% 1.3% 5.0% 2.5% 7.5% 2.5% 1.3% 37.5% 2.5% 7.5% 

女性(N=153) 28.1% 41.8% 31.4% 10.5% 2.0% 1.3% 0.0% 3.9% 2.6% 0.0% 34.0% 0.0% 5.9% 

年齢別 

19 歳以下(N=14) 28.6% 50.0% 35.7% 7.1% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 21.4% 0.0% 0.0% 

20～29 歳(N=27) 25.9% 44.4% 25.9% 22.2% 3.7% 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 0.0% 37.0% 0.0% 3.7% 

30～39 歳(N=25) 12.0% 56.0% 32.0% 12.0% 0.0% 8.0% 0.0% 4.0% 4.0% 0.0% 36.0% 0.0% 4.0% 

40～49 歳(N=37) 29.7% 40.5% 32.4% 10.8% 0.0% 2.7% 0.0% 5.4% 2.7% 0.0% 18.9% 0.0% 8.1% 

50～59 歳(N=62) 33.9% 30.6% 24.2% 9.7% 1.6% 3.2% 1.6% 4.8% 4.8% 1.6% 46.8% 0.0% 4.8% 

60～69 歳(N=34) 14.7% 23.5% 20.6% 2.9% 2.9% 2.9% 0.0% 2.9% 0.0% 2.9% 35.3% 2.9% 11.8% 

70～79 歳(N=21) 14.3% 14.3% 28.6% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 9.5% 0.0% 0.0% 42.9% 0.0% 14.3% 

80 歳以上(N=20) 35.0% 20.0% 10.0% 0.0% 10.0% 0.0% 5.0% 10.0% 5.0% 5.0% 30.0% 5.0% 5.0% 

職業別 

公務員・教職員
(N=7) 

28.6% 28.6% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業

(N=14) 
42.9% 42.9% 21.4% 14.3% 0.0% 7.1% 0.0% 7.1% 0.0% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0% 

民間企業・団体

の経営者、役員
(N=3) 

33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 

民間企業・団体の従業者 

（会社員、団体職員） 

(N=82) 
24.4% 37.8% 28.0% 13.4% 1.2% 1.2% 1.2% 4.9% 3.7% 1.2% 39.0% 0.0% 6.1% 

臨時雇用、パート、 
アルバイト（N=38) 

23.7% 36.8% 42.1% 10.5% 0.0% 2.6% 2.6% 5.3% 2.6% 0.0% 31.6% 0.0% 7.9% 

学生(N=15) 33.3% 46.7% 46.7% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 13.3% 0.0% 6.7% 

家事専業(N=28) 32.1% 28.6% 14.3% 7.1% 3.6% 0.0% 0.0% 7.1% 3.6% 0.0% 32.1% 0.0% 7.1% 

無職(N=43) 16.3% 20.9% 9.3% 0.0% 4.7% 7.0% 0.0% 9.3% 2.3% 4.7% 41.9% 4.7% 7.0% 

その他(N=10) 20.0% 50.0% 20.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 20.0% 

学習経
験別 

あり(N=225) 25.3% 35.6% 27.1% 9.3% 2.2% 2.7% 0.9% 5.3% 2.2% 1.3% 34.7% 0.9% 6.2% 

なし(N=12) 25.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 16.7% 
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問 19 次のような場面（Ａ～Ｃ）に出合ったとき、あなたご自身はどうすると思われますか 

（いくつでも選択できます）。 

 

Ａ．隣家でしばしばこどもの泣き叫ぶ声と親の怒鳴り声が聞こえ、虐待が疑われる場合。 

◼ 全体 

「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対応ダイヤル）などに連絡する」が 48.3%でも

っとも高く、次いで「警察に連絡する」が 25.3%、「民生委員・児童委員や自治会長(町会長)などの地域の役

員に相談する」が 18.7%となっています。 

前回調査と比較すると、「かかわらないようにする」が 2.7 ポイント増加し、「民生委員・児童委員や自治会長

(町会長)などの地域の役員に相談する」が 4.5 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「警察に連絡する」は 9.1 ポイント、「かかわらないようにする」は 5.2 ポイント、「男性」が「女性」を上回り、「市

の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対応ダイヤル）などに連絡する」は 7.8ポイント、「女

性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「警察に連絡する」、「２０歳以上」は「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐

待対応ダイヤル）などに連絡する」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「学生」は「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対応ダイヤル）などに連絡する」「警察

に連絡する」、「学生」以外は「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対応ダイヤル）など

に連絡する」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９(児童相談所虐待対応ダイヤル)などに連絡する」は「あり」が「なし」

11.7%

6.7%

48.3%

25.3%

18.7%

2.7%

9.0%

8.9%

48.0%

28.0%

23.2%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

かかわらないようにする

直接、隣家の親に尋ねる

市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対

応ダイヤル）などに連絡する

警察に連絡する

民生委員・児童委員や自治会長(町会長)などの地域の役員に相談

する

その他

隣家でしばしばこどもの泣き叫ぶ声と親の怒鳴り声が聞こえ、虐待が疑われる場合

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童

相談所虐待対応ダイヤル）などに連絡する 

民生委員・児童委員や自治会長（町会長）などの地

域の役員に相談する 
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を 16.9 ポイント上回り、「かかわらないようにする」は「なし」が「あり」を 5.8 ポイント上回っています。 

 

   

か
か
わ
ら
な
い
よ
う
に
す
る 

直
接
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隣
家
の
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に
尋
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る 

市
の
相
談
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や
こ
ど
も
家

庭
セ
ン
タ
ー
、
１
８
９
（
児

童
相
談
所
虐
待
対
応
ダ
イ
ヤ

ル
）
な
ど
に
連
絡
す
る 

警
察
に
連
絡
す
る 

民
生
委
員
・
児
童
委
員
や
自

治
会
長(

町
会
長)

な
ど
の
地

域
の
役
員
に
相
談
す
る 

そ
の
他 

 全体(N=1,243) 11.7% 6.7% 48.3% 25.3% 18.7% 2.7% 

性別 
男性(N=533) 14.8% 6.9% 44.3% 30.6% 18.9% 1.9% 

女性(N=687) 9.6% 6.3% 52.1% 21.5% 18.6% 3.3% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 23.7% 5.3% 26.3% 28.9% 10.5% 0.0% 

20～29 歳(N=81) 17.3% 6.2% 38.3% 29.6% 2.5% 7.4% 

30～39 歳(N=93) 10.8% 5.4% 57.0% 20.4% 5.4% 3.2% 

40～49 歳(N=172) 14.5% 7.0% 58.1% 26.7% 11.6% 2.9% 

50～59 歳(N=230) 8.3% 4.3% 57.8% 29.1% 12.6% 3.0% 

60～69 歳(N=224) 9.4% 6.3% 56.3% 25.0% 19.6% 2.7% 

70～79 歳(N=232) 11.2% 7.3% 38.4% 23.7% 32.8% 1.7% 

80 歳以上(N=163) 13.5% 9.8% 34.4% 20.9% 30.7% 1.8% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 2.3% 2.3% 72.1% 20.9% 7.0% 0.0% 

自営業・自由業(N=91) 13.2% 9.9% 58.2% 24.2% 22.0% 1.1% 

民間企業・団体の経営者、役員
(N=28) 

7.1% 7.1% 50.0% 35.7% 17.9% 3.6% 

民間企業・団体の従業者（会社員、団

体職員）(N=313) 
11.5% 6.7% 51.8% 28.8% 10.9% 2.6% 

臨時雇用、パート、アルバイト

(N=203) 
14.8% 4.9% 51.7% 25.6% 15.3% 3.9% 

学生(N=47) 25.5% 4.3% 29.8% 29.8% 8.5% 0.0% 

家事専業(N=173) 6.4% 8.1% 55.5% 19.1% 23.7% 2.9% 

無職(N=308) 13.0% 7.1% 36.7% 23.7% 29.2% 2.3% 

その他(N=29) 6.9% 0.0% 34.5% 31.0% 6.9% 13.8% 

学習経験

別 

あり(N=1,073) 11.6% 7.0% 50.8% 26.0% 18.7% 2.5% 

なし(N=109) 17.4% 2.8% 33.9% 23.9% 22.0% 5.5% 
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Ｂ．日常会話の中で、誰かが差別的な発言をした場合。 

◼ 全体 

「他の話題に変えようと努力する」が 35.4%でもっとも高く、次いで「差別的な発言であることを指摘する」が

29.5%、「何もせずに黙っておく」が 23.1%となっています。 

前回調査と比較すると、「差別的な発言であることを指摘する」が 3.6 ポイント減少しています。 

 

 

◼ 性別 

「何もせずに黙っておく」は「男性」が 6.9 ポイント上回り、「他の話題に変えようと努力する」は「女性」が 11.5

ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「６９歳以下」は「他の話題に変えようと努力する」、「７０～７９歳」は「差別的な発言であることを指摘する」、

「８０歳以上」は「何もせずに黙っておく」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」「臨時雇用、パート、アルバイト」「学生」「家

事専業」は「他の話題に変えようと努力する」、「自営業・自由業」は「他の話題に変えようと努力する」「差別的

な発言であることを指摘する」、「民間企業・団体の経営者、役員」「その他」は「差別的な発言であることを指

摘する」、「無職」は「何もせずに黙っておく」「他の話題に変えようと努力する」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「差別的な発言であることを指摘する」は「あり」が「なし」を 14.2 ポイント上回り、「何もせずに黙っておく」は

「なし」が「あり」を 13.6 ポイント上回っています。 

 

 

23.1%

3.9%

35.4%

29.5%

4.7%

22.8%

3.8%

35.7%

33.1%

3.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

何もせずに黙っておく

話を合わせてしまう

他の話題に変えようと努力する

差別的な発言であることを指摘する

その他

日常会話の中で、誰かが差別的な発言をした場合

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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何
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ず
に
黙
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く 

話
を
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話
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す
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言
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こ

と
を
指
摘
す
る 

そ
の
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 全体(N=1,243) 23.1% 3.9% 35.4% 29.5% 4.7% 

性別 
男性(N=533) 27.0% 4.5% 29.1% 31.7% 4.3% 

女性(N=687) 20.1% 3.5% 40.6% 28.5% 4.9% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 15.8% 10.5% 34.2% 21.1% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 16.0% 3.7% 35.8% 28.4% 6.2% 

30～39 歳(N=93) 20.4% 2.2% 40.9% 28.0% 3.2% 

40～49 歳(N=172) 20.3% 4.7% 44.2% 32.6% 5.2% 

50～59 歳(N=230) 21.7% 5.2% 42.2% 29.6% 4.8% 

60～69 歳(N=224) 21.4% 4.0% 37.5% 31.3% 4.9% 

70～79 歳(N=232) 27.6% 0.9% 28.0% 30.2% 4.7% 

80 歳以上(N=163) 31.9% 4.9% 21.5% 27.6% 3.7% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 7.0% 0.0% 41.9% 37.2% 4.7% 

自営業・自由業(N=91) 27.5% 3.3% 29.7% 29.7% 6.6% 

民間企業・団体の経営者、役員(N=28) 17.9% 7.1% 25.0% 39.3% 3.6% 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職

員）(N=313) 
18.5% 2.6% 39.9% 34.5% 2.2% 

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203) 25.6% 5.4% 41.9% 25.6% 3.9% 

学生(N=47) 17.0% 10.6% 34.0% 19.1% 4.3% 

家事専業(N=173) 24.3% 1.7% 36.4% 28.9% 7.5% 

無職(N=308) 28.9% 4.5% 28.9% 27.3% 4.2% 

その他(N=29) 17.2% 6.9% 24.1% 31.0% 17.2% 

学習経験別 
あり(N=1,073) 22.2% 4.0% 37.1% 31.6% 4.5% 

なし(N=109) 35.8% 3.7% 29.4% 17.4% 6.4% 
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Ｃ．街で白い杖をもった人や車椅子の人が、介助を求めている場合。 

◼ 全体 

「すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める」が 63.1%でもっとも高く、次いで「周りの人

の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」が 28.4%、「黙ってとおり過ぎる」が 2.2%となっています。 

前回調査と比較すると、「すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める」が 3.7 ポイント減少

しています。 

 
 

◼ 性別 

「周りの人の様子を見ながら手を貸すかどうか決める」は「男性」が 3.7 ポイント上回り、「すぐに手を貸すか、

一人で無理なら他の人の手助けを求める」は「女性」が 5.3 ポイント上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「周りの人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」、「２０歳以上」は「すぐに手を貸すか、

一人で無理なら他の人の手助けを求める」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「学生」は「周りの人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」、「学生」以外は「すぐに手を貸すか、一人で

無理なら他の人の手助けを求める」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「周りの人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」は「あり」が「なし」を 6.6 ポイント上回り、「すぐに手を

貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める」は「なし」が「あり」を 5.2 ポイント上回っています。 

 

  

2.2%

28.4%

63.1%

1.8%

1.5%

29.2%

66.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

黙ってとおり過ぎる

周りの人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める

すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める

その他

街で白い杖をもった人や車椅子の人が、介助を求めている場合

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを

求める 
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 全体(N=1,243) 2.2% 28.4% 63.1% 1.8% 

性別 
男性(N=533) 3.0% 30.8% 60.2% 1.7% 

女性(N=687) 1.5% 27.1% 65.5% 1.6% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 7.9% 42.1% 28.9% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 2.5% 34.6% 46.9% 1.2% 

30～39 歳(N=93) 0.0% 44.1% 46.2% 2.2% 

40～49 歳(N=172) 4.1% 36.6% 57.0% 0.0% 

50～59 歳(N=230) 0.9% 26.5% 66.1% 1.3% 

60～69 歳(N=224) 1.3% 25.9% 68.3% 1.8% 

70～79 歳(N=232) 2.2% 21.6% 72.4% 1.3% 

80 歳以上(N=163) 3.1% 20.9% 70.6% 4.3% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 0.0% 30.2% 51.2% 4.7% 

自営業・自由業(N=91) 0.0% 24.2% 72.5% 0.0% 

民間企業・団体の経営者、役員(N=28) 3.6% 32.1% 60.7% 0.0% 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）

(N=313) 
1.9% 33.5% 55.6% 0.6% 

臨時雇用、パート、アルバイト(N=203) 1.0% 30.0% 63.5% 1.0% 

学生(N=47) 6.4% 42.6% 36.2% 2.1% 

家事専業(N=173) 2.9% 26.0% 70.5% 1.7% 

無職(N=308) 3.2% 21.8% 70.5% 2.9% 

その他(N=29) 0.0% 31.0% 51.7% 6.9% 

学習経験別 
あり(N=1,073) 2.0% 29.5% 63.6% 2.1% 

なし(N=109) 1.8% 22.9% 68.8% 0.0% 
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問 20 あなたが親しくしている人の中に、次のような人はいますか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「いない」が 44.1%でもっとも高く、次いで「介護を必要とする人」が 22.5%、「外国人」が 20.6%、「身体障

がい者」が 20.5%となっています。 

前回調査と比較すると、「知的障がい者」が 2.8 ポイント、「ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリ

ティ）の人」が 2.3 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「外国人」は 4.3 ポイント、「男性」が「女性」を上回り、「介護を必要とする人」は 3.3 ポイント、「ＬＧＢＴＱ等の

性的少数者の人」は 3.2 ポイント、「知的障がい者」は 3.1 ポイント、「精神障がい者」は 3.0 ポイント、「女性」

が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「知的障がい者」、「２０～４９歳」は「外国人」、「５０～６９歳」「８０歳以上」は「介護を必要とする

人」、「70～79 歳」は「身体障がい者」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「民間企業・団体の経営者、役員」「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」「臨時雇

用、パート、アルバイト」は「外国人」、「学生」は「外国人」「知的障がい者」、「家事専業」「無職」は「介護を必要

とする人」、「その他」は「知的障がい者」がもっとも高くなっています。 

 

20.6%

20.5%

14.2%

10.1%

4.9%

22.5%

0.1%

0.2%

7.0%

1.4%

2.3%

0.4%

44.1%

19.8%

18.6%

11.4%

8.7%

4.8%

23.9%

0.1%

0.1%

4.7%

2.5%

0.8%

42.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外国人

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

同和問題（部落差別）の当事者

介護を必要とする人

エイズ患者・HIV陽性者

ハンセン病回復者

ＬＧＢＴＱ等の性的少数者の人

犯罪被害者

刑を終えて出所した人

その他

いない

あなたが親しくしている人の中に、次のような人はいますか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

LGBTQ 等の性的少数者（セクシ

ュアル・マイノリティ）の人 
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◼ 学習経験別 

「外国人」は 14.1 ポイント、「身体障がい者」は 7.6 ポイント、「介護を必要とする人」は 6.9 ポイント、「あり」が

「なし」を上回り、「いない」は 14.2%、「なし」が「あり」を上回っています。 
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 全体(N=1,243) 20.6% 20.5% 14.2% 10.1% 4.9% 22.5% 0.1% 0.2% 7.0% 1.4% 2.3% 0.4% 44.1% 

性別 
男性(N=533) 22.9% 21.8% 12.8% 8.4% 5.8% 21.0% 0.0% 0.2% 5.1% 1.9% 3.0% 0.6% 43.9% 

女性(N=687) 18.6% 19.9% 15.9% 11.4% 3.9% 24.3% 0.1% 0.1% 8.3% 1.0% 1.7% 0.3% 43.8% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 23.7% 10.5% 26.3% 5.3% 0.0% 10.5% 0.0% 0.0% 10.5% 2.6% 0.0% 0.0% 44.7% 

20～29歳(N=81) 24.7% 13.6% 19.8% 12.3% 2.5% 11.1% 0.0% 0.0% 12.3% 2.5% 3.7% 1.2% 40.7% 

30～39歳(N=93) 19.4% 15.1% 15.1% 9.7% 5.4% 14.0% 1.1% 0.0% 18.3% 5.4% 3.2% 1.1% 45.2% 

40～49歳(N=172) 31.4% 25.0% 15.7% 13.4% 6.4% 23.8% 0.0% 0.6% 16.3% 3.5% 4.7% 0.6% 42.4% 

50～59歳(N=230) 26.1% 22.2% 19.6% 16.1% 8.3% 28.3% 0.0% 0.0% 8.7% 0.9% 3.9% 0.0% 41.3% 

60～69歳(N=224) 21.0% 22.3% 14.3% 8.5% 5.8% 27.2% 0.0% 0.4% 2.2% 0.0% 1.3% 0.4% 44.2% 

70～79歳(N=232) 15.1% 20.7% 8.2% 7.3% 2.6% 18.1% 0.0% 0.0% 0.9% 0.0% 0.4% 0.0% 46.6% 

80 歳以上(N=163) 6.1% 20.2% 8.0% 4.9% 1.8% 27.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 46.0% 

職業別 

公務員・教職員

(N=43) 
32.6% 30.2% 27.9% 18.6% 20.9% 16.3% 0.0% 2.3% 23.3% 2.3% 0.0% 0.0% 25.6% 

自営業・自由業
(N=91) 

26.4% 33.0% 9.9% 9.9% 8.8% 35.2% 0.0% 0.0% 7.7% 2.2% 7.7% 1.1% 30.8% 

民間企業・団体の
経営者、役員

(N=28) 

32.1% 17.9% 7.1% 14.3% 3.6% 14.3% 0.0% 0.0% 10.7% 3.6% 3.6% 0.0% 42.9% 

民間企業・団体の
従業者（会社員、団

体職員）(N=313) 

27.5% 18.2% 12.8% 11.5% 4.5% 21.4% 0.0% 0.0% 9.6% 2.6% 4.5% 0.6% 47.0% 

臨時雇用、パー

ト、アルバイト
(N=203) 

24.1% 21.2% 17.2% 14.3% 5.4% 21.2% 0.0% 0.5% 7.9% 0.5% 0.5% 0.0% 45.8% 

学生(N=47) 25.5% 8.5% 25.5% 6.4% 0.0% 10.6% 0.0% 0.0% 12.8% 2.1% 0.0% 0.0% 40.4% 

家事専業(N=173) 12.1% 20.2% 16.2% 8.1% 2.9% 26.0% 0.0% 0.0% 3.5% 0.6% 0.0% 1.2% 43.4% 

無職(N=308) 10.4% 19.5% 9.7% 5.8% 3.2% 22.7% 0.3% 0.0% 1.9% 0.6% 0.3% 0.0% 50.0% 

その他(N=29) 20.7% 24.1% 27.6% 13.8% 3.4% 20.7% 0.0% 0.0% 10.3% 0.0% 13.8% 0.0% 17.2% 

学習経
験別 

あり(N=1,073) 22.4% 21.4% 14.7% 10.6% 4.8% 23.4% 0.1% 0.2% 7.5% 1.5% 2.4% 0.5% 43.6% 

なし(N=109) 8.3% 13.8% 11.0% 6.4% 2.8% 16.5% 0.0% 0.0% 2.8% 0.0% 0.9% 0.0% 57.8% 
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5. 人権に関する啓発活動について 

 

問 21 あなたが人権について学んだのは、どのような機会ですか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「小学校・中学校の授業」が 63.6%でもっとも多く、次いで「書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど」が 26.0%、

「高校・大学の授業」が 25.1%、「職場での研修会など」が 18.8%となっています。 

前回調査と比較すると、「小学校・中学校の授業」は 4.6 ポイント、「職場での研修会など」は 4.1 ポイント増加

し、「これまでに学ぶことがなかった」は 2.1 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「ＰＴＡなどの学校行事」は 5.9 ポイント、「小学校・中学校の授業」は 4.6 ポイント、「書籍（啓発冊子を含む）

やテレビなど」が 3.8 ポイント、「女性」が「男性」を上回り、「職場での研修会など」は 3.8 ポイント、「これまで

に学ぶことがなかった」は 2.6 ポイント、「男性」が「女性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「69 歳以下」は「小学校・中学校の授業」、「7０歳以上」は「書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど」がもっとも高

くなっています。 

また、「これまでに学ぶことがなかった」は「８０歳以上」が 25.2%でもっとも高く、次いで「70～７９歳」が

16.8%、「20～２９歳」が 9.9%となっています。 

 

 

63.6%

25.1%

5.5%

2.3%

4.1%

18.8%

3.3%

26.0%

2.9%

8.8%

59.0%

23.5%

5.5%

2.5%

4.2%

14.7%

2.6%

24.7%

1.5%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

小学校・中学校の授業

高校・大学の授業

ＰＴＡなどの学校行事

地区人権研修

八尾市などの行政主催の行事

職場での研修会など

民間機関や市民団体主催の行事

書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど

その他

これまでに学ぶことがなかった

あなたが人権について学んだのは、どのような機会ですか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

書籍（啓発冊子を含む）やテレビ

など 
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◼ 職業別 

⚫ 「公務員・教職員」は「職場での研修会など」が 83.7%でもっとも高く、次いで「小学校・中学校の授業」

が 74.4%、「高校・大学の授業」が 44.2% 

⚫ 「自営業・自由業」は「小学校・中学校の授業」が 54.9％でもっとも高く、次いで「書籍（啓発冊子を含む）

やテレビなど」が 31.9％、「高校・大学の授業」が 28.6％ 

⚫ 「民間企業・団体の経営者、役員」は「小学校・中学校の授業」が 60.7%でもっとも高く、次いで「高校・

大学の授業」が 28.6%、「書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど」が 21.4% 

⚫ 「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」は「小学校・中学校の授業」が 81.8%でもっとも高く、

次いで「高校・大学の授業」が 27.8%、「職場での研修会など」が 25.9% 

⚫ 「臨時雇用、パート、アルバイト」は「小学校・中学校の授業」が 75.4%でもっとも高く、次いで「書籍（啓

発冊子を含む）やテレビなど」が 26.1%、「高校・大学の授業」が 23.2% 

⚫ 「学生」は「小学校・中学校の授業」が 93.6%でもっとも高く、次いで「高校・大学の授業」が 74.5%、

「書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど」が 12.8% 

⚫ 「家事専業」は「小学校・中学校の授業」が 60.1%でもっとも高く、次いで「書籍（啓発冊子を含む）やテ

レビなど」が 29.5%、「高校・大学の授業」が 24.3% 

⚫ 「無職」は「小学校・中学校の授業」が 37.7%でもっとも高く、次いで「書籍（啓発冊子を含む）やテレビ

など」は 29.5%、「これまでに学ぶことがなかった」が 19.2% 

⚫ 「その他」は「小学校・中学校の授業」が 55.2％でもっとも高く、次いで「書籍（啓発冊子を含む）やテレ

ビなど」が 31.0％、「高校・大学の授業」が 20.7％ 

となっています。 

   

小
学
校
・
中
学
校

の
授
業 

高
校
・
大
学
の
授

業 Ｐ
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Ａ
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の
学

校
行
事 

地
区
人
権
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修 

八
尾
市
な
ど
の
行

政
主
催
の
行
事 

職
場
で
の
研
修
会

な
ど 

民
間
機
関
や
市
民

団
体
主
催
の
行
事 

書
籍
（
啓
発
冊
子

を
含
む
）
や
テ
レ

ビ
な
ど 

そ
の
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こ
れ
ま
で
に
学
ぶ

こ
と
が
な
か
っ
た 

 全体(N=1,243) 63.6% 25.1% 5.5% 2.3% 4.1% 18.8% 3.3% 26.0% 2.9% 8.8% 

性別 
男性(N=533) 61.5% 23.3% 2.1% 2.8% 3.8% 21.0% 3.6% 24.0% 3.4% 10.3% 

女性(N=687) 66.1% 26.6% 8.0% 1.7% 4.5% 17.2% 3.1% 27.8% 2.3% 7.7% 

年齢
別 

19 歳以下(N=38) 89.5% 65.8% 2.6% 2.6% 2.6% 0.0% 5.3% 15.8% 2.6% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 79.0% 60.5% 0.0% 1.2% 1.2% 17.3% 0.0% 9.9% 4.9% 9.9% 

30～39 歳(N=93) 86.0% 41.9% 2.2% 0.0% 2.2% 23.7% 1.1% 23.7% 3.2% 2.2% 

40～49 歳(N=172) 84.3% 26.7% 5.2% 0.6% 3.5% 25.0% 2.9% 19.8% 4.1% 2.9% 

50～59 歳(N=230) 82.2% 22.2% 7.4% 1.3% 3.5% 24.3% 1.7% 27.0% 1.7% 1.7% 

60～69 歳(N=224) 71.4% 20.5% 4.9% 2.2% 0.9% 21.9% 1.3% 29.0% 2.2% 4.0% 

70～79 歳(N=232) 30.6% 16.8% 7.3% 5.6% 6.0% 14.7% 7.3% 32.8% 1.3% 16.8% 

80 歳以上(N=163) 27.6% 9.2% 6.1% 2.5% 10.4% 9.2% 5.5% 28.8% 4.9% 25.2% 

職業

別 

公務員・教職員(N=43) 74.4% 44.2% 7.0% 7.0% 11.6% 83.7% 0.0% 23.3% 0.0% 0.0% 

自営業・自由業(N=91) 54.9% 28.6% 4.4% 1.1% 0.0% 8.8% 5.5% 31.9% 2.2% 13.2% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
60.7% 28.6% 7.1% 0.0% 3.6% 14.3% 3.6% 21.4% 0.0% 7.1% 

民間企業・団体の従業
者（会社員、団体職員）(N=313) 

81.8% 27.8% 1.9% 1.3% 0.6% 25.9% 3.2% 20.8% 2.2% 3.2% 

臨時雇用、パート、ア
ルバイト(N=203) 

75.4% 23.2% 8.9% 1.0% 5.4% 18.2% 1.5% 26.1% 1.5% 7.4% 

学生(N=47) 93.6% 74.5% 2.1% 2.1% 2.1% 0.0% 4.3% 12.8% 0.0% 0.0% 

家事専業(N=173) 60.1% 24.3% 8.7% 3.5% 4.0% 9.8% 4.6% 29.5% 3.5% 4.0% 

無職(N=308) 37.7% 13.0% 4.9% 3.6% 7.8% 14.6% 3.2% 29.5% 4.5% 19.2% 

その他(N=29) 55.2% 20.7% 10.3% 0.0% 0.0% 17.2% 6.9% 31.0% 10.3% 13.8% 



106 

 

（１） 「10．これまでに学ぶことがなかった」と答えた方だけにお聞きします。これまで、学ぶことがなかった

のはなぜですか（いくつでも選択できます）。 

◼ 全体 

「学ぶ機会がなかったから」が 65.1%でもっとも高く、次いで「どこで、いつ、どのようなことをしているかがわ

からず、参加できなかったから」が 19.3%、「人権学習に関心がなかったから」が 18.3%となっています。 

前回調査と比較すると、「学ぶ機会がなかったから」が9.0ポイント、「人権学習に関心がなかったから」が6.8

ポイント増加し、「なんとなく」が 8.1 ポイント、「自己学習で十分だったから」が 4.3 ポイント減少しています。 

 

 

◼ 性別 

「どこで、いつ、どのようなことをしているかがわからず、参加できなかったから」が 8.5 ポイント、「なんとなく」

が 7.0 ポイント、「男性」が「女性」を上回り、「興味のある講演会や研修会などがなかったから」が 7.7 ポイン

ト、「子育てや親の介護などで参加できなかったから」が 5.7 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「40～４９歳」は「人権学習に関心がなかったから」が 60.0％、「50～５９歳」は「学ぶ機会がなかったから」

「自己学習で十分だったから」「人権学習に関心がなかったから」「どこで、いつ、どのようなことをしているか

がわからず、参加できなかったから」「難しそうだったから」がいずれも 25.0％、「20～３９歳」「６０歳以上」は

「学ぶ機会がなかったから」がもっとも高くなっています。 

 

65.1%

4.6%

9.2%

18.3%

14.7%

19.3%

5.5%

4.6%

0.0%

0.0%

11.0%

7.3%

56.1%

8.9%

5.7%

11.5%

10.8%

18.5%

5.1%

6.4%

0.0%

0.0%

19.1%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学ぶ機会がなかったから

自己学習で十分だったから

興味のある講演会や研修会などがなかったから

人権学習に関心がなかったから

時間的な余裕がなかったから

どこで、いつ、どのようなことをしているかがわからず、参加

できなかったから

難しそうだったから

子育てや親の介護などで参加できなかったから

障がいの問題で参加できなかったから

言葉の問題（日本語がわからない・読み書きが難しい）で参加

できなかったから

なんとなく

その他

これまで、学ぶことがなかったのはなぜですか

今回調査 (N=109) 前回調査 (N=157)

どこで、いつ、どのようなことをしているかがわ

からず、参加できなかったから 

言葉の問題（日本語がわからない・読み書きが難

しい）で参加できなかったから 
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◼ 職業別 

「公務員・教職員」「学生」以外は「学ぶ機会がなかったから」がもっとも高くなっています。 

「公務員・教職員」「学生」は回答がありませんでした。 
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 全体(N=109) 65.1% 4.6% 9.2% 18.3% 14.7% 19.3% 5.5% 4.6% 0.0% 0.0% 11.0% 7.3% 

性別 
男性(N=55) 63.6% 3.6% 5.5% 18.2% 12.7% 23.6% 3.6% 1.8% 0.0% 0.0% 14.5% 5.5% 

女性(N=53) 67.9% 5.7% 13.2% 18.9% 17.0% 15.1% 7.5% 7.5% 0.0% 0.0% 7.5% 7.5% 

年齢別 

19 歳以下(N=1) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

20～29 歳(N=8) 62.5% 0.0% 12.5% 25.0% 12.5% 25.0% 12.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 

30～39 歳(N=2) 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

40～49 歳(N=5) 40.0% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

50～59 歳(N=4) 25.0% 25.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 

60～69 歳(N=9) 77.8% 0.0% 11.1% 11.1% 22.2% 33.3% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 11.1% 

70～79 歳(N=39) 53.8% 5.1% 7.7% 15.4% 17.9% 17.9% 2.6% 2.6% 0.0% 0.0% 15.4% 7.7% 

80 歳以上(N=41) 80.5% 4.9% 12.2% 17.1% 14.6% 19.5% 2.4% 7.3% 0.0% 0.0% 14.6% 0.0% 

職業別 

公務員・教職員(N=0) - - - - - - - - - - - - 

自営業・自由業(N=12) 58.3% 0.0% 8.3% 33.3% 33.3% 41.7% 8.3% 16.7% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=2) 
100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

民間企業・団体の従業
者（会社員、団体職員）

(N=10) 

60.0% 0.0% 10.0% 40.0% 10.0% 30.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 

臨時雇用、パート、ア

ルバイト(N=15) 
53.3% 6.7% 6.7% 40.0% 6.7% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 20.0% 

学生(N=0) - - - - - - - - - - - - 

家事専業(N=7) 71.4% 0.0% 0.0% 14.3% 28.6% 14.3% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 28.6% 14.3% 

無職(N=59) 69.5% 6.8% 10.2% 8.5% 13.6% 16.9% 3.4% 3.4% 0.0% 0.0% 13.6% 1.7% 

その他(N=4) 50.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 
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問 22 今後、あなたが学んでみたい人権に関するテーマは、どのような内容ですか 

（いくつでも選択できます）。 
 

◼ 全体 

「高齢者の人権について」が 37.4%でもっとも高く、次いで「インターネットによる人権侵害について」が

31.3%、「こどもの人権について」が 28.3%、「女性の人権について」が 28.2%、「障がい者の人権について」

が 22.4%となっています。 

前回調査と比較すると、「インターネットによる人権侵害について」が 4.0 ポイント、「女性の人権について」が

3.5 ポイント、「障がい者の人権について」が 3.1 ポイント増加しています。 

 

◼ 性別 

「外国人の人権について」は 5.2 ポイント、「男性」が「女性」を上回り、「女性の人権について」は 21.6 ポイン

ト、「高齢者の人権について」は 5.3 ポイント、「こどもの人権について」は 4.5 ポイント、「女性」が「男性」を上

回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」は「障がい者の人権について」、「20～２９歳」は「女性の人権について」「こどもの人権について」、

「30～４９歳」は「こどもの人権について」、「50～５９歳」は「インターネットによる人権侵害ついて」、「６０歳以

28.2%

28.3%

37.4%

22.4%

9.9%

6.7%

10.2%

3.3%

3.1%

6.6%

10.9%

31.3%

3.5%

11.6%

10.1%

2.7%

24.7%

29.2%

37.0%

19.3%

9.3%

5.2%

10.3%

3.3%

3.5%

6.3%

13.0%

27.3%

4.9%

8.9%

7.9%

4.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

女性の人権について

こどもの人権について

高齢者の人権について

障がい者の人権について

同和問題（部落差別）について

アイヌの人びとの人権について

外国人の人権について

エイズ患者・ＨＩＶ陽性者の人権について

ハンセン病回復者の人権について

刑を終えて出所した人の人権について

犯罪被害者の人権について

インターネットによる人権侵害について

ホームレスの人権について

ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）…

拉致被害者の人権について

その他

今後、あなたが学んでみたい人権に関するテーマは、どのような内容ですか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

LGBTQ 等の性的少数者（セクシュアル・マ

イノリティ）の人権について 
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上」は「高齢者の人権について」がもっとも高くなっています。 
 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」は「障がい者の人権について」、「自営業・自由業」「民間企業・団体の経営者、役員」「臨時

雇用、パート、アルバイト」「家事専業」「無職」は「高齢者の人権について」、「学生」は「こどもの人権について」、

「その他」は「女性の人権について」がもっとも高くなっています。 
 

◼ 学習経験別 

「こどもの人権について」は 18.7 ポイント、「インターネットによる人権侵害について」は 15.3 ポイント、「女性

の人権について」は 14.8 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「高齢者の人権について」は 10.0 ポイント、「な

し」が「あり」を上回っています。 
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者
の
人
権
に
つ
い
て 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
人
権
侵
害
に

つ
い
て 

ホ
ー
ム
レ
ス
の
人
権
に
つ
い
て 

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
Ｑ
等
の
性
的
少
数
者
（
セ
ク

シ
ュ
ア
ル
・
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
）
の
人
権

に
つ
い
て 

拉
致
被
害
者
の
人
権
に
つ
い
て 

そ
の
他 

 全体(N=1,243) 28.2% 28.3% 37.4% 22.4% 9.9% 6.7% 10.2% 3.3% 3.1% 6.6% 10.9% 31.3% 3.5% 11.6% 10.1% 2.7% 

性別 
男性(N=533) 16.1% 25.9% 34.3% 21.8% 11.4% 7.5% 13.1% 3.8% 3.6% 7.1% 10.9% 32.6% 3.9% 9.6% 11.1% 4.7% 

女性(N=687) 37.7% 30.4% 39.6% 23.0% 8.7% 6.1% 7.9% 2.8% 2.8% 6.1% 10.6% 30.6% 3.2% 12.8% 9.6% 1.3% 

年齢

別 

19 歳以下(N=38) 39.5% 42.1% 21.1% 44.7% 15.8% 15.8% 21.1% 13.2% 13.2% 7.9% 13.2% 28.9% 7.9% 36.8% 15.8% 0.0% 

20～29 歳(N=81) 38.3% 38.3% 13.6% 33.3% 11.1% 12.3% 19.8% 12.3% 7.4% 11.1% 11.1% 37.0% 8.6% 27.2% 9.9% 2.5% 

30～39 歳(N=93) 35.5% 46.2% 15.1% 19.4% 12.9% 5.4% 17.2% 4.3% 4.3% 9.7% 11.8% 39.8% 4.3% 17.2% 4.3% 2.2% 

40～49 歳

(N=172) 
32.6% 38.4% 24.4% 21.5% 11.0% 6.4% 9.9% 3.5% 3.5% 10.5% 14.5% 36.0% 2.3% 21.5% 5.2% 2.9% 

50～59 歳

(N=230) 
37.8% 31.7% 36.1% 24.3% 11.3% 7.8% 12.6% 3.5% 4.8% 6.5% 14.3% 44.3% 3.9% 12.2% 8.7% 2.2% 

60～69 歳

(N=224) 
24.6% 19.2% 40.6% 21.0% 9.8% 8.5% 7.6% 1.8% 0.4% 3.1% 8.0% 26.8% 1.3% 8.0% 12.1% 4.0% 

70～79 歳

(N=232) 
19.4% 21.1% 51.7% 19.0% 8.6% 3.9% 7.8% 0.4% 0.9% 5.2% 9.1% 24.6% 2.6% 1.7% 13.4% 2.2% 

80 歳以上

(N=163) 
16.6% 18.4% 57.1% 19.6% 5.5% 3.1% 3.7% 1.2% 2.5% 4.9% 6.7% 17.2% 4.3% 1.8% 12.3% 3.7% 

職業

別 

公務員・教職員

(N=38) 
39.5% 42.1% 21.1% 44.7% 15.8% 15.8% 21.1% 13.2% 13.2% 7.9% 13.2% 28.9% 7.9% 36.8% 15.8% 0.0% 

自営業・自由業

(N=91) 
20.9% 29.7% 41.8% 18.7% 12.1% 11.0% 11.0% 0.0% 2.2% 8.8% 6.6% 36.3% 1.1% 9.9% 9.9% 2.2% 

民間企業・団体

の経営者、役員

(N=28) 

21.4% 35.7% 42.9% 21.4% 17.9% 7.1% 14.3% 10.7% 7.1% 10.7% 7.1% 28.6% 7.1% 28.6% 14.3% 0.0% 

民間企業・団体の 

従業者（会社員、 

団体職員）(N=313) 

28.1% 33.9% 28.1% 19.5% 10.9% 5.8% 14.1% 4.2% 2.9% 7.7% 12.5% 40.3% 2.2% 11.5% 6.1% 2.2% 

臨時雇用、パー

ト、アルバイト

(N=203) 

30.0% 23.6% 37.4% 20.7% 8.4% 5.9% 10.3% 3.0% 2.0% 4.4% 10.3% 29.6% 3.4% 13.8% 8.9% 2.5% 

学生(N=47) 40.4% 42.6% 19.1% 38.3% 10.6% 14.9% 19.1% 14.9% 12.8% 12.8% 17.0% 31.9% 6.4% 36.2% 12.8% 0.0% 

家事専業

(N=173) 
38.7% 30.1% 44.5% 26.0% 8.1% 5.8% 3.5% 1.2% 1.7% 4.6% 8.7% 27.2% 2.3% 7.5% 11.6% 1.7% 

無職(N=308) 19.2% 20.1% 46.1% 20.8% 8.1% 5.5% 7.8% 2.3% 2.9% 4.9% 9.4% 23.7% 4.9% 4.5% 12.7% 4.2% 

その他(N=29) 44.8% 31.0% 37.9% 37.9% 20.7% 10.3% 20.7% 3.4% 10.3% 13.8% 17.2% 27.6% 6.9% 17.2% 27.6% 10.3% 

学習 

経験 

別 

あり(N=1,073) 30.4% 30.6% 37.7% 23.3% 10.4% 7.5% 11.4% 3.4% 3.5% 6.9% 11.6% 33.6% 3.4% 12.8% 10.4% 2.5% 

なし(N=109) 15.6% 11.9% 47.7% 21.1% 3.7% 2.8% 3.7% 1.8% 0.9% 3.7% 7.3% 18.3% 2.8% 4.6% 6.4% 5.5% 
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問 23 「人権教育や啓発」、「人権についての学習」についてお尋ねします。 

（１） あなたは、人権教育や啓発を今後どのように進めていけばよいと思いますか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「学校での取り組みをより充実させる」が 64.7%でもっとも高く、次いで「職場での取り組みをより充実させ

る」が 32.9%、「市や教育委員会で市民向けの取り組みをより充実させる 」が 27.0%となっています。 

前回調査と比較すると、「職場での取り組みをより充実させる」が 5.6 ポイント、「民間機関や市民団体の取り

組みをより充実させる」が 2.7 ポイント、「学校での取り組みをより充実させる」が 2.2 ポイント増加していま

す。 

 

 

◼ 性別 

「学校での取り組みをより充実させる」が3.7ポイント、「地域での取り組みをより充実させる」が3.1ポイント、

「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

全ての年齢で「学校での取り組みをより充実させる」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

全ての職業で「学校での取り組みをより充実させる」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「学校での取り組みをより充実させる」が 23.6 ポイント、「職場での取り組みをより充実させる」が 18.9 ポイ

ント、「あり」が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」が 18.1 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

64.7%

32.9%

27.0%

14.7%

22.8%

15.7%

2.3%

62.5%

27.3%

25.3%

12.0%

22.0%

16.2%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学校での取り組みをより充実させる

職場での取り組みをより充実させる

市や教育委員会で市民向けの取り組みをより充実させる

民間機関や市民団体の取り組みをより充実させる

地域での取り組みをより充実させる

わからない

その他

人権教育や啓発を今後どのように進めていけばよいと思いますか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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学
校
で
の
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組
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充
実
さ
せ
る 

職
場
で
の
取
り
組
み
を

よ
り
充
実
さ
せ
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市
や
教
育
委
員
会
で
市

民
向
け
の
取
り
組
み
を

よ
り
充
実
さ
せ
る 

民
間
機
関
や
市
民
団
体

の
取
り
組
み
を
よ
り
充

実
さ
せ
る 

地
域
で
の
取
り
組
み
を

よ
り
充
実
さ
せ
る 

わ
か
ら
な
い 

そ
の
他 

 全体(N=1,243) 64.7% 32.9% 27.0% 14.7% 22.8% 15.7% 2.3% 

性別 
男性(N=533) 63.0% 32.8% 25.7% 13.7% 21.2% 16.9% 2.4% 

女性(N=687) 66.7% 33.0% 27.4% 15.1% 24.3% 15.0% 2.2% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 84.2% 39.5% 28.9% 13.2% 21.1% 2.6% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 79.0% 45.7% 23.5% 17.3% 24.7% 11.1% 2.5% 

30～39 歳(N=93) 76.3% 46.2% 20.4% 12.9% 21.5% 10.8% 4.3% 

40～49 歳(N=172) 70.3% 40.1% 18.0% 15.1% 18.0% 14.0% 4.1% 

50～59 歳(N=230) 71.7% 42.6% 26.5% 16.1% 22.6% 13.9% 1.7% 

60～69 歳(N=224) 65.2% 31.7% 29.0% 13.4% 23.2% 15.6% 0.9% 

70～79 歳(N=232) 53.0% 20.3% 33.6% 12.9% 21.6% 19.8% 2.2% 

80 歳以上(N=163) 47.9% 16.0% 30.1% 16.0% 30.7% 23.3% 1.2% 

職業別 

公務員・教職員(N=38) 84.2% 81.6% 28.9% 23.7% 31.6% 5.3% 5.3% 

自営業・自由業(N=91) 61.5% 31.9% 26.4% 16.5% 19.8% 15.4% 4.4% 

民間企業・団体の経営者、役員

(N=28) 
64.3% 25.0% 35.7% 14.3% 14.3% 17.9% 0.0% 

民間企業・団体の従業者（会社
員、団体職員）(N=313) 

75.1% 43.8% 23.6% 14.4% 22.4% 9.9% 2.2% 

臨時雇用、パート、アルバイト
(N=203) 

61.1% 28.6% 24.1% 11.8% 20.7% 18.2% 1.0% 

学生(N=47) 85.1% 38.3% 27.7% 14.9% 31.9% 2.1% 4.3% 

家事専業(N=173) 67.1% 27.2% 37.0% 11.6% 26.0% 12.7% 2.3% 

無職(N=308) 53.2% 21.8% 25.3% 15.9% 22.1% 24.4% 1.3% 

その他(N=29) 51.7% 41.4% 34.5% 24.1% 31.0% 27.6% 6.9% 

学習経験
別 

あり(N=1,073) 68.6% 35.4% 28.1% 15.6% 23.9% 14.0% 2.2% 

なし(N=109) 45.0% 16.5% 22.0% 8.3% 18.3% 32.1% 1.8% 
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（２） あなたは、人権について学習するためには、どのような学習内容や学習方法が良いと思いますか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習」が 46.8%でもっとも高く、次いで「関係者、当事者の話を聞いたり交

流を通じての学習」が 34.3%、「専門家や著名な人の講演を通じての学習」が 21.7%となっています。 

前回調査と比較すると、「インターネットを活用した学習」が 8.0 ポイント、「冊子やリーフレットなどを通じての

学習」が 6.8 ポイント増加しています。 

 

 

◼ 性別 

「インターネットを活用した学習」が 3.1 ポイント、「男性」が「女性」を上回り、「関係者、当事者の話を聞いたり

交流を通じての学習」が 6.8 ポイント、「冊子やリーフレットなどを通じての学習」が 4.2 ポイント、「女性」が

「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「20～２９歳」は「関係者、当事者の話を聞いたり交流を通じての学習」、「１９歳以下」「３０歳以上」は「映画・Ｄ

ＶＤなど映像を通じての学習」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「学生」は「映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習」「関係者、当事者の話を聞いたり交流を通じての学習」、「学

生」以外は「映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習」がもっとも高くなっています。 

  

46.8%

21.2%

21.0%

20.6%

34.3%

21.7%

19.9%

14.2%

2.0%

45.5%

14.4%

21.8%

18.7%

33.0%

22.4%

11.9%

15.5%

1.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習

冊子やリーフレットなどを通じての学習

参加者同士の自由な意見交換や、体験を通じての学習

施設見学や、現場を訪れての学習

関係者、当事者の話を聞いたり交流を通じての学習

専門家や著名な人の講演を通じての学習

インターネットを活用した学習

わからない

その他

人権について学習するためには、どのような学習内容や学習方法が良いと思いますか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)
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◼ 学習経験別 

「映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習」が 22.5 ポイント、「関係者、当事者の話を聞いたり交流を通じての学

習」が 16.3 ポイント、「インターネットを活用した学習」が 13.0 ポイント、「あり」が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」が 21.3 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 
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わ
か
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な
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そ
の
他 

 全体(N=1,243) 46.8% 21.2% 21.0% 20.6% 34.3% 21.7% 19.9% 14.2% 2.0% 

性別 
男性(N=533) 45.8% 18.8% 19.7% 19.9% 30.6% 21.8% 21.6% 16.5% 1.7% 

女性(N=687) 48.0% 23.0% 22.1% 21.8% 37.4% 21.8% 18.5% 12.1% 2.3% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 57.9% 15.8% 44.7% 21.1% 50.0% 26.3% 26.3% 0.0% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 49.4% 13.6% 25.9% 33.3% 51.9% 28.4% 30.9% 2.5% 0.0% 

30～39 歳(N=93) 52.7% 26.9% 25.8% 30.1% 36.6% 18.3% 32.3% 4.3% 5.4% 

40～49 歳(N=172) 51.7% 18.0% 28.5% 27.3% 41.3% 25.6% 25.0% 11.6% 2.9% 

50～59 歳(N=230) 50.9% 26.1% 16.5% 19.1% 37.0% 19.1% 29.6% 12.6% 2.6% 

60～69 歳(N=224) 50.9% 20.1% 18.8% 18.8% 32.1% 24.6% 17.9% 13.4% 0.9% 

70～79 歳(N=232) 40.5% 20.7% 19.0% 15.1% 27.2% 19.8% 9.1% 22.4% 1.3% 

80 歳以上(N=163) 33.7% 22.7% 14.7% 15.3% 21.5% 19.0% 5.5% 22.7% 1.8% 

職業別 

公務員・教職員(N=38) 71.1% 28.9% 31.6% 34.2% 65.8% 44.7% 23.7% 2.6% 2.6% 

自営業・自由業(N=91) 38.5% 18.7% 24.2% 19.8% 31.9% 24.2% 20.9% 14.3% 3.3% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
42.9% 17.9% 28.6% 17.9% 28.6% 21.4% 28.6% 14.3% 3.6% 

民間企業・団体の従業者
（会社員、団体職員）

(N=313) 

52.7% 21.1% 21.1% 25.9% 36.1% 20.4% 31.6% 9.3% 1.6% 

臨時雇用、パート、アル

バイト(N=203) 
47.3% 19.2% 21.2% 19.7% 38.4% 21.7% 19.7% 13.8% 1.5% 

学生(N=47) 59.6% 12.8% 42.6% 25.5% 59.6% 21.3% 21.3% 0.0% 2.1% 

家事専業(N=173) 48.0% 22.5% 18.5% 15.6% 30.6% 22.5% 15.0% 12.7% 2.3% 

無職(N=308) 39.6% 23.1% 15.6% 16.9% 24.7% 18.8% 9.7% 24.0% 1.3% 

その他(N=29) 41.4% 31.0% 27.6% 27.6% 37.9% 34.5% 17.2% 10.3% 10.3% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 50.0% 22.6% 22.6% 22.2% 36.5% 22.9% 21.3% 11.7% 2.0% 

なし(N=109) 27.5% 13.8% 12.8% 11.9% 20.2% 15.6% 8.3% 33.0% 2.8% 
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問 24 八尾市の取り組みについてお尋ねします。  

あなたは、八尾市が行っている次のような人権に関する教育・啓発を知っていますか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「市政だよりへの啓発記事の掲載」が 42.5%でもっとも高く、次いで「わからない」が 41.5%、「講演会・映画

上映会の開催」が 14.7%、「駅や公共施設等への啓発ポスターなどの掲出」が 10.8%、「市のホームページ

などへの啓発記事の掲載 」が 10.3%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 性別 

「市政だよりへの啓発記事の掲載」が 7.8 ポイント、「ひゅーまんフェスタ」の開催」が 5.7 ポイント、「講演会・

映画上映会の開催」が 3.1 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」及び「２０～４９歳」までは「わからない」、「５０歳～７９歳」及び「８０歳以上」は「市政だよりへの啓

発記事の掲載」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「公務員・教職員」「自営業・自由業」「臨時雇用、パート、アルバイト」「家事専業」「無職」は「市政だよりへの啓

発記事の掲載」、それ以外の職業は「わからない」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「市政だよりへの啓発記事の掲載」が 15.3 ポイント、「講演会・映画上映会の開催」が 11.2 ポイント、「あり」

が「なし」を上回っています。また、「わからない」が 22.2 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。  

14.7%

7.9%

8.7%

5.1%

42.5%

10.3%

2.0%

6.4%

10.8%

0.9%

3.7%

41.5%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

講演会・映画上映会の開催

市役所での人権に関する教育・啓発事業

「ひゅーまんフェスタ」の開催

新聞などへの啓発記事の掲載

市政だよりへの啓発記事の掲載

市のホームページなどへの啓発記事の掲載

ＳＮＳでの啓発記事の情報発信

啓発冊子やパンフレットの作成・配布

駅や公共施設等への啓発ポスターなどの掲出

懸垂幕などを活用した啓発

啓発ＤＶＤ・ビデオ・図書などの貸し出し

わからない

その他

八尾市が行っている次のような人権に関する教育・啓発を知っていますか

今回調査（N＝1,243）
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啓
発
Ｄ
Ｖ
Ｄ
・
ビ
デ
オ
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図
書
な
ど
の
貸
し
出
し 

わ
か
ら
な
い 

そ
の
他 

 全体(N=1,243) 14.7% 7.9% 8.7% 5.1% 42.5% 10.3% 2.0% 6.4% 10.8% 0.9% 3.7% 41.5% 0.9% 

性別 
男性(N=533) 12.9% 8.1% 5.4% 5.1% 38.3% 9.8% 1.7% 7.7% 11.4% 1.1% 2.8% 46.3% 0.8% 

女性(N=687) 16.0% 7.1% 11.1% 5.1% 46.1% 10.8% 2.2% 5.5% 10.5% 0.7% 4.2% 38.1% 1.0% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 15.8% 7.9% 15.8% 7.9% 18.4% 0.0% 5.3% 7.9% 10.5% 0.0% 7.9% 55.3% 0.0% 

20～29 歳(N=81) 3.7% 3.7% 6.2% 3.7% 21.0% 3.7% 2.5% 0.0% 11.1% 0.0% 3.7% 63.0% 0.0% 

30～39 歳(N=93) 9.7% 5.4% 15.1% 4.3% 33.3% 8.6% 5.4% 4.3% 10.8% 2.2% 3.2% 50.5% 0.0% 

40～49 歳(N=172) 14.5% 7.6% 12.8% 1.7% 40.1% 8.7% 1.2% 5.2% 8.1% 0.0% 4.1% 44.8% 1.2% 

50～59 歳(N=230) 16.1% 8.3% 10.0% 2.2% 43.9% 10.4% 3.5% 7.4% 9.1% 0.9% 3.0% 43.9% 0.4% 

60～69 歳(N=224) 13.8% 8.5% 8.0% 3.6% 50.9% 11.6% 0.9% 5.4% 11.2% 0.9% 4.0% 37.1% 1.8% 

70～79 歳(N=232) 19.0% 7.8% 5.6% 8.2% 48.3% 15.9% 0.4% 9.5% 14.2% 1.7% 3.0% 33.2% 0.4% 

80 歳以上(N=163) 17.2% 8.6% 3.7% 11.0% 45.4% 9.2% 1.8% 7.4% 11.0% 0.6% 4.3% 35.0% 1.8% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 32.6% 27.9% 34.9% 7.0% 60.5% 18.6% 2.3% 20.9% 16.3% 4.7% 14.0% 20.9% 0.0% 

自営業・自由業(N=91) 15.4% 11.0% 6.6% 3.3% 48.4% 20.9% 3.3% 6.6% 15.4% 1.1% 3.3% 34.1% 0.0% 

民間企業・団体の経営

者、役員(N=28) 
17.9% 10.7% 3.6% 3.6% 42.9% 10.7% 0.0% 17.9% 7.1% 3.6% 3.6% 46.4% 0.0% 

民間企業・団体の従業
者（会社員、団体職

員）(N=313) 

11.2% 5.8% 5.1% 2.6% 35.1% 7.7% 2.9% 4.2% 9.3% 0.3% 2.2% 53.7% 0.0% 

臨時雇用、パート、ア

ルバイト(N=203) 
14.3% 7.4% 12.8% 3.4% 47.3% 10.3% 0.5% 3.9% 11.3% 0.5% 2.5% 36.5% 3.4% 

学生(N=47) 14.9% 4.3% 14.9% 8.5% 14.9% 0.0% 4.3% 4.3% 17.0% 0.0% 6.4% 57.4% 0.0% 

家事専業(N=173) 15.6% 6.9% 10.4% 7.5% 48.6% 11.6% 2.9% 6.9% 7.5% 1.2% 3.5% 35.8% 0.6% 

無職(N=308) 15.9% 6.5% 5.2% 6.5% 44.5% 10.4% 1.0% 7.5% 11.4% 1.0% 3.9% 39.0% 0.3% 

その他(N=29) 10.3% 6.9% 6.9% 13.8% 31.0% 3.4% 3.4% 3.4% 10.3% 0.0% 10.3% 34.5% 6.9% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 15.8% 8.6% 9.4% 5.4% 44.7% 11.0% 2.3% 7.0% 11.4% 1.0% 3.8% 40.2% 0.8% 

なし(N=109) 4.6% 1.8% 4.6% 1.8% 29.4% 4.6% 0.0% 2.8% 7.3% 0.0% 1.8% 62.4% 1.8% 

 

 

  



116 

 

問 25 人権教育・啓発のための取り組みについて、あなたが市に対して望むことはありますか 

（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」が 44.9%でもっとも高く、次いで「わからない」が

26.4%、「身近な公共施設で学べる講座の開催」が 21.6%、「継続して学べる講座の開催」が 12.2%、「乳

幼児の一時保育や手話通訳などを設け、参加しやすくする」が 12.1%となっています。 

前回調査と比較すると、「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」が 8.5 ポイント増加し、「身近な

公共施設で学べる講座の開催」が 3.4 ポイント減少しています。 

 

◼ 性別 

「わからない」が 6.6 ポイント、「男性」が「女性」を上回っています。また、「乳幼児の一時保育や手話通訳など

を設け、参加しやすくする」が 6.0 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

全ての年齢で「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

全ての職業で「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」が 8.2 ポイント、「身近な公共施設で学べる講座の開

催」が 7.4 ポイント、「乳幼児の一時保育や手話通訳などを設け、参加しやすくする」が 7.4 ポイント、「あり」

が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」が 13.9 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

 

44.9%

8.2%

12.2%

7.2%

21.6%

12.1%

26.4%

2.5%

36.4%

8.6%

13.5%

8.1%

25.0%

11.2%

29.2%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実

地域での人権啓発を進めるリーダーを養成し、住民相互啓発を促す

継続して学べる講座の開催

夜間や土日に学べる講座の開催

身近な公共施設で学べる講座の開催

乳幼児の一時保育や手話通訳などを設け、参加しやすくする

わからない

その他

人権教育・啓発のための取り組みについて、あなたが市に対して望むことはありますか

今回調査 (N=1,243) 前回調査 （N=1,436)

地域での人権啓発を進めるリーダーを養成し、

住民相互啓発を促す 

乳幼児の一時保育や手話通訳などを設け、参

加しやすくする 
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 全体(N=1,243) 44.9% 8.2% 12.2% 7.2% 21.6% 12.1% 26.4% 2.5% 

性別 
男性(N=533) 43.5% 9.4% 11.8% 7.5% 20.3% 8.8% 30.0% 3.2% 

女性(N=687) 46.1% 7.4% 12.5% 7.0% 22.9% 14.8% 23.4% 2.0% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 23.7% 5.3% 13.2% 10.5% 15.8% 15.8% 23.7% 5.3% 

20～29 歳(N=81) 33.3% 12.3% 9.9% 9.9% 24.7% 23.5% 24.7% 1.2% 

30～39 歳(N=93) 34.4% 5.4% 10.8% 5.4% 19.4% 22.6% 31.2% 3.2% 

40～49 歳(N=172) 38.4% 7.0% 10.5% 10.5% 25.0% 17.4% 30.2% 3.5% 

50～59 歳(N=230) 48.7% 7.8% 14.8% 13.5% 24.3% 11.3% 28.3% 2.6% 

60～69 歳(N=224) 44.2% 5.8% 8.9% 4.5% 17.0% 7.6% 29.0% 2.7% 

70～79 歳(N=232) 53.4% 9.5% 13.4% 3.4% 20.7% 6.0% 23.3% 2.6% 

80 歳以上(N=163) 52.8% 12.3% 15.3% 3.7% 22.7% 9.8% 19.6% 0.6% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 41.9% 9.3% 14.0% 14.0% 20.9% 11.6% 20.9% 2.3% 

自営業・自由業(N=91) 46.2% 6.6% 9.9% 5.5% 20.9% 6.6% 25.3% 4.4% 

民間企業・団体の経営者、

役員(N=28) 
46.4% 10.7% 21.4% 10.7% 21.4% 10.7% 39.3% 0.0% 

民間企業・団体の従業者
（会社員、団体職員）

(N=313) 

41.5% 8.3% 14.4% 12.8% 22.7% 16.0% 26.5% 3.2% 

臨時雇用、パート、アルバ

イト(N=203) 
41.4% 6.9% 9.9% 5.9% 22.7% 11.8% 28.6% 0.5% 

学生(N=47) 27.7% 8.5% 12.8% 10.6% 21.3% 17.0% 23.4% 4.3% 

家事専業(N=173) 55.5% 8.7% 10.4% 2.3% 23.1% 10.4% 19.1% 2.9% 

無職(N=308) 49.4% 8.4% 11.7% 4.2% 18.8% 9.1% 29.9% 1.6% 

その他(N=29) 27.6% 13.8% 17.2% 6.9% 24.1% 24.1% 20.7% 10.3% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 46.7% 8.9% 12.6% 7.4% 23.0% 12.9% 24.6% 2.6% 

なし(N=109) 38.5% 3.7% 9.2% 5.5% 15.6% 5.5% 38.5% 1.8% 
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問 26 あなたは、市民の間で人権が尊重されるために、市民一人ひとりが心がけたり、大切にすべきことは

何だと思いますか（いくつでも選択できます）。 

 

◼ 全体 

「人権に関する正しい知識を身につけること」が 59.4%でもっとも高く、次いで「自分の権利だけでなく、他人

の権利も尊重すること」が 53.3%、「人権について、相手の立場に立って考える力を身につけること」が

50.6%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 性別 

「非合理な因習や風習、誤った固定観念にとらわれないこと」が 5.7 ポイント、「人権について、相手の立場に

立って考える力を身につけること」が 5.6 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」「30～３９歳」「５０歳以上」は「人権に関する正しい知識を身につけること」、「20～２９歳」「40～

49 歳」は「自分の権利だけでなく、他人の権利も尊重すること」がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「民間企業・団体の経営者、役員」は「人権について、相手の立場に立って考える力を身につけること」、「民間

企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」は「自分の権利だけでなく、他人の権利も尊重すること」、「民間企

業・団体の経営者、役員」「民間企業・団体の従業者」以外は「人権に関する正しい知識を身につけること」が

もっとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「人権について、相手の立場に立って考える力を身につけること」が 21.5 ポイント、「人権に関する正しい知

識を身につけること」が 20.3 ポイント、「非合理な因習や風習、誤った固定観念にとらわれないこと」が 17.6

59.4%

40.6%

53.3%

50.6%

35.9%

2.4%

5.8%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人権に関する正しい知識を身につけること

非合理な因習や風習、誤った固定観念にとらわれないこと

自分の権利だけでなく、他人の権利も尊重すること

人権について、相手の立場に立って考える力を身につけること

自分が生活している地域社会やその人間関係を大切にすること

特にない

わからない

その他

市民の間で人権が尊重されるために、市民一人ひとりが心がけたり、

大切にすべきことは何だと思いますか

今回調査（N＝1,243）
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ポイント、「自分の権利だけでなく、他人の権利も尊重すること」が 16.5 ポイント、「あり」が「なし」を上回って

います 
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 全体(N=1,243) 59.4% 40.6% 53.3% 50.6% 35.9% 2.4% 5.8% 0.6% 

性別 
男性(N=533) 58.2% 37.5% 52.5% 47.5% 34.1% 3.6% 6.8% 0.6% 

女性(N=687) 60.8% 43.2% 54.6% 53.1% 37.1% 1.6% 4.9% 0.6% 

年齢別 

19 歳以下(N=38) 68.4% 65.8% 55.3% 36.8% 36.8% 0.0% 2.6% 2.6% 

20～29 歳(N=81) 55.6% 46.9% 60.5% 55.6% 39.5% 2.5% 8.6% 1.2% 

30～39 歳(N=93) 72.0% 43.0% 55.9% 52.7% 30.1% 0.0% 7.5% 0.0% 

40～49 歳(N=172) 61.0% 46.5% 61.6% 54.1% 29.7% 4.1% 4.1% 1.2% 

50～59 歳(N=230) 60.9% 42.6% 53.0% 53.5% 34.3% 1.3% 5.7% 0.4% 

60～69 歳(N=224) 59.4% 41.1% 49.1% 54.0% 29.9% 4.0% 4.0% 0.9% 

70～79 歳(N=232) 56.5% 34.5% 52.6% 48.3% 42.7% 2.2% 6.5% 0.0% 

80 歳以上(N=163) 53.4% 29.4% 47.2% 41.1% 42.9% 2.5% 7.4% 0.6% 

職業別 

公務員・教職員(N=43) 86.0% 46.5% 46.5% 55.8% 34.9% 0.0% 2.3% 2.3% 

自営業・自由業(N=91) 61.5% 35.2% 58.2% 53.8% 35.2% 2.2% 3.3% 0.0% 

民間企業・団体の経営者、

役員(N=28) 
53.6% 53.6% 50.0% 57.1% 32.1% 3.6% 10.7% 0.0% 

民間企業・団体の従業者

（会社員、団体職員）
(N=313) 

60.1% 40.3% 60.7% 55.0% 34.8% 2.2% 3.8% 0.6% 

臨時雇用、パート、アルバ

イト(N=203) 
60.1% 40.4% 54.7% 53.7% 32.0% 2.0% 5.9% 0.5% 

学生(N=47) 72.3% 68.1% 59.6% 44.7% 42.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

家事専業(N=173) 60.1% 45.1% 54.9% 54.9% 33.5% 2.3% 2.3% 1.7% 

無職(N=308) 53.6% 34.4% 43.8% 41.2% 40.3% 3.2% 10.4% 0.3% 

その他(N=29) 48.3% 37.9% 48.3% 41.4% 31.0% 6.9% 13.8% 0.0% 

学習 

経験別 

あり(N=1,073) 62.5% 43.3% 55.9% 53.6% 35.4% 2.0% 4.9% 0.7% 

なし(N=109) 42.2% 25.7% 39.4% 32.1% 38.5% 6.4% 10.1% 0.9% 
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問 27 あなたの周囲で、差別問題や人権課題の解消に熱心に取り組んでいる人はいますか 

（１つ選択してください）。 

 

◼ 全体 

「いる」が 6.4%、「いない」が 46.7%となっており、前回調査と比較すると、「いない」が 4.1 ポイント減少して

います。 

 

 

◼ 性別 

「いない」が 8.6 ポイント、「女性」が「男性」を上回っています。 

 

◼ 年齢別 

「１９歳以下」「７０歳以上」は「わからない」、「60～69歳」は「いない」「わからない」、「20～59歳」は「いない」

がもっとも高くなっています。 

 

◼ 職業別 

「自営業・自由業」「民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）」「臨時雇用、パート、アルバイト」「家事専業」

は「いない」、「公務員・教職員」「民間企業・団体の経営者、役員」「学生」「無職」「その他」は「わからない」がも

っとも高くなっています。 

 

◼ 学習経験別 

「いる」が 6.2 ポイント、「あり」が「なし」を上回っています。 

また、「わからない」が 6.5 ポイント、「なし」が「あり」を上回っています。 

 

6.4%

5.8%

46.7%

50.8%

44.4%

39.6%

2.5%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(N=1,243)

前回調査

（N=1,436)

あなたの周囲で、差別問題や人権課題の解消に熱心に取り組んでいる人はいますか

いる いない わからない 無回答
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あなたの周囲で、差別問題や人権課題の解消に熱心に取り組んでいる人はいますか

いる いない わからない 無回答

性別 

 

年齢別 

 

 

 

 

 

 

職業別 

 

 

 

 

 

 

 

学習 

経験別 

民間企業・団体の従業者（会社員、団体職員）N＝313） 



122 

 

問 28 人権が尊重される社会にするために、ご意見があればご記入ください。 

 

いただきましたご意見は、19 のカテゴリーに区分し、主な意見を掲載しています。 

 

1. 教育全般 

⚫ 子どもが小学生の頃に人権啓発で PTA の役員として数か月講習を受けましたが、その時だけで今は周

りを見渡してもそれを論じることがなく忘れられています。正直このアンケートで当時を思い出しました。よ

り良い生活を営むうえで思い起こしました。  

⚫ 人権が尊重されることは重要。そのためには、教育が不可欠。外国に比べて日本がなぜ安心安全なのかを

考えてみる必要があるのでは。一点を見て議論するのではなく、総合的に判断し、教育を行わないと、安

心安全でなくなってしまうのでは（外国の失敗に学ぶ） 

⚫ 正しい教育だと思う。市もとなりの市がこんなんするから八尾市もしようとすることのないように。外側にお

金をかけず。人材などいないから、育てること。八尾市のトップ等の感じ方も大事。   

 

2. 学校教育 

⚫ 経験不足だと思います。もっと小さい頃に教えるべきと思います。色々な人がいるので難しい問題です（意

見が違ったりするので）。まだ日本人は相手のことを思えるので…行動できたりできますけど、核家族化に

なってきているので個人で人権問題を知るには難しいです。小学生、中学生頃にもっと教えるべきではと

思います。 

⚫ 小学校から授業に取り入れる。国語や算数より大事。毎日のように殺人や、赤ちゃんトイレで産んで殺すと

かあって異常な世の中。もっと人の命の大切さを一番に教えないとダメ。何より大事。人の心も傷つけては

ならない。もっと自分が人の立場を考える。もっと当たり前の世の中になるように。  

⚫ 小・中・高・大人まで誰もが、命の大切さと相手の立場になって考えられる思いやりのある人になれるよう

な教育や社会になればいいなと思います。 

 

3. 家庭での教育 

⚫ 子どもへの教育をどれだけ行おうと、家庭での親の考え方を普段から聞かされている子は直りません。親

世代への教育が必要だと思います。  

⚫ 学校だけでなく各家庭においても人権に関する教育を日頃から行うことができれば、人権が尊重される社

会に一歩近づけるのではないかと思いました。  

⚫ 人を尊重する心は子どもの時より親が見せなければ育たない。お互いに他の人を認め合わなければその

人の立場に立てなければ見えないから、広い心を持てる人になるための教育を考えてください。  

 

4. 女性 

⚫ シングルマザーの人権の尊重を強く希望します。離婚し市役所での手続きの際、とてもひどい発言をされ

ました。シングルマザーだからかはわかりませんが、これが例えば男性であれば言わなかったのではと思

います。 
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⚫ 子育てや働くママへの支援だけでなく、職場に残された独身女子にも目を向けてほしいです。時短、育休

の間、独身女子は都合よく使われます。好きで独身、子ナシな訳ではありません。必死で休んでいる人の

分まで働いています。そのフォローで成り立っている職場は多くあります。真の平等を求めます。私はその

不平等が限界で 7 月に 15 年続けた教員をやめました。 

 

5. こども 

⚫ このような意識調査をしている段階で、完全に浸透しているとは言い難いです。他人事であることも多い

ので、小さい子どものうちから触れる機会と継続的に行う必要があると思います。 

⚫ 今の時代は、人と人との関わりが薄いので、差別などあまり気にならないのですが（自分は）、子どもは学

校でいじめやマウントなどとこれからも付き合っていかないといけないので、気にかけています（お友達の

お母さんは、我が子のクラスのカーストがこのくらいなど話していて、私は、カーストって言葉を知らなかっ

たので怖かったです。差別ですよね）。 

 

6. 高齢者 

⚫ 高齢者への社会の扱いをもっと人権を守り、引き続き働けるような社会にしてほしい。 

⚫ 問題の趣旨に該当するかわかりませんが、4～5 年くらい前、かかりつけ医より前年に受けた検査を今年

もお願いしますと言ったところ、「『年を取っていつ死んでもいいから検査を受けない』と言う人が多いが、

どうしますか？」と言われました。私は受けますと言い検査を受けました。言い替えればあなたも高齢者だ

から受けないよね…と言われているようでした。早期発見、早期治療…とか言っていますが、若者だけの

呼びかけなのでしょうか？ 

 

7. インターネット 

⚫ もっと社会全体が他人へ優しくできる余裕が生まれるような社会をまずめざすことです。最近の現代人は

スマホで他人を匿名で攻撃できる社会で生きているため、人権侵害をしている自覚もないように思えま

す。 

⚫ 自分自身が幸せならば他の人を嘲笑して悪口や噂をすることはない。インターネットで書き込む人々はな

んとバカな人々だと思う。 

 

8. LGBTQ 等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ） 

⚫ 性的マイノリティを持っている人の生きやすい世の中にしたいので、同性愛者でも結婚を認められるよう

にしてほしい。  

⚫ 東京で共用トイレが問題になったが、治安の問題からトイレや公衆浴場などは今まで通り身体性別で区別

してもらいたい。その上でＬＧＢＴＱの人たちのためのスペースや苦しくない方法を考えるべきだと思う。 

⚫ いまだに世間ではセクシュアル・マイノリティの方々への理解やそういった方達のことを知らないという人

が多いので、セクシュアル・マイノリティの方々への理解を深めていってほしいです。 

 

9. 一人ひとりが意識を高める 

⚫ 一人ひとりの適切な知識。  
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⚫ 一人ひとりの考えが変わらないと何も変わらない。 

⚫ 人権や差別をアピールするのではなく、一人の人間として意識を持てば良い。あまり、このような回答を求

めたりなどしないほうが何もしらない次の世代には良いと思う。  

⚫ 理想ですが市民一人ひとりが人権について相手の立場に立って考えられるような人がいっぱい育ってく

ればいいと思います。  

 

10. 他人を尊重する、思いやりを持つ 

⚫ 自分自身を大切にすること。それができて周りにも優しい心で接することができるようになると思うので

す。 

⚫ 大きな世界に生きる個人ではあるけれど、社会の中の一員として自分や周りの人々とのかかわりを大切に

考えられる、行動する努力は必要かと思います。個人個人を尊重することにより、他の人をも尊重する心

が育つと思います。ノーマルに生きる、助け合う！  

⚫ 憲法第 14 条に掲げられていることがすべてと思うが、ひとりの人間として人権や性別や職業やさまざまな

点において、差別されることなく平等に扱われるようお互い「思いやりの心」を持って接することが大切だと

思う。 

⚫ 相手を思いやる気持ちや優しさが必要だと思う。今の世の中、ご近所さんの顔を見るのも嫌で話をするの

も嫌という日常になっているが、人と話をすることによって親近感が湧き、何かあれば助けようと思う気持

ちが芽生えて、よりよい社会になっていく気がします。 

 

11. 相互理解を深める 

⚫ 人々がお互いを尊重（尊敬）できるように、相互理解ができる環境をつくっていただきたい。 

⚫ 「皆、考え方が違う」ということを念頭におき、互いに譲り合い、理解や知識をつけることが大事だと思う。 

⚫ 相手に求める一方通行ではなく、相互の信頼関係をより良く築くための学びと実践の積み重ねが大切。短

期的ではなく生涯にわたって考えて努力すること。 

⚫ 人間一人ひとりが違うのは当たり前のことであり、その違いを認め合うことが人権の尊重につながると思

います。 

 

12. 過剰に権利を主張しない 

⚫ 昨今何事にも過剰反応のきらいがみられることにマスコミ（インターネット、新聞、TV）関連、それ等につら

れて人の動きが刺激となり、事を大きくしているのでは。そのことにより世の中少々窮屈になっているので

は。また反面何でもありの自由がはびこっている面もあり、要はお互いに人間力を高めなければ、難しいこ

とですがそちらのほうも啓蒙すべきでは。  

⚫ 今はやりすぎて一部が利権化している。それに男性への差別がほったらかし、ハゲ、チビなどネットだと「チ

ー牛」「弱男」など。特にオタクと呼ばれる人や中年男性への差別やヘイトが放置されている。本当に人権と

いうなら社会的に弱い男性もサポートされるべきである。今ひとつとしてサポートされていない、このアンケ

ートも男性への問はなかった。このアンケート自体が人権を無視している。 
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13. 啓発・PR 

⚫ 無関心は人とのつながりを薄めてしまうことにもなると思いますので、問題の起こっている事柄をわかりや

すく広く色々な人々に周知し、一人ひとりの考えを持ち寄って皆で共有できる社会になればいいと思いま

す。  

⚫ 学校を卒業すると人権教育等を受ける機会がとことん減っていく。しかし、人権の問題や制度は日々変化

しており、定期的に意識をアップデートしていく必要があると感じる。ポスターや市民だよりなどでそういっ

た機会がもっと得られるといいなと思う。 

⚫ テレビ CM や YouTube 広告で AC ジャパンの「叩くより称え合おう」のような、短いけど相手の気持ち

を考える気づきにつながるようなものを再生する。もう少し自然で現実に近いストーリーのほうがいいかも

しれませんが。 

 

14. 行政 

⚫ 図書館や市役所などで、人権教育・啓発の映画をして知ることができるのが一番参加しやすい。忙しいの

で、講座を開催されてもわざわざ行く気がしない。 

⚫ 身近に受けられる講義（人権）があれば考え方が変わる人が増えるかもしれない。講義をするにしても人

数がそろわないのであるならば、このアンケートみたいに必ず受けなければならないではなく、できるかぎ

り参加してほしいなりの努力はする側もしないといけないのかなと思った。 

⚫ 子どもの頃の経験、体験は必要だと思う。私が八尾市の保育所で働いていた頃、今メディアで取り上げら

れているような子どもに対して酷い言葉をぶつける保育士が何人かいた。その子たちは絶対自尊心が傷

つけられていると思う。まずはそういった職員がいなくなるよう市には取り組んでほしい。 

⚫ いつだったか、戦争が最大の人権侵害、という言葉を聞いた。ここ数年のウクライナやガザの報道を見て

いると、本当にそう感じる。平和につながる啓発や行動を市が行うことが、一番大切な人権を守る取り組み

なのでないでしょうか。  

 

15. 相談窓口 

⚫ 誰でも日常的に「自分は理不尽な目に会っている」「自分は大切にされていない」と感じたら人権問題の当

事者と思い、遠慮なく口に出せるようになること。 

 

16. 交流機会 

⚫ 義務教育の時は学ぶ機会が多かったが、社会人になると触れる機会が減るため、地域のような小さなコミ

ュニティで意見の交換ができればいいなと感じます。 

⚫ 大人になってから正しい知識をつけたほうがより理解できると思うので、職場でのディスカッションなどは

とても重要で有意義だと考えます。 

⚫ 小学校や中学校で、子ども達と当事者との交流があればわかりやすく伝わるのではないかと思います。授

業などで当事者の体験談を聞くなど体で感じられる方法のほうが伝わるのではないかと思います。 

⚫ 地域のイベントや祭事を通じた地域のふれあいや世代を超えた交流。 
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17. 憲法・法律 

⚫ 法律の簡略化及びきつい厳罰と罰則金支払いの義務化。 

⚫ 法整備なども検討。 

 

18. 経済不安の解消 

⚫ 人権問題というのは貧困問題と密接に関わっております。まずは貧困問題を解決することが急務である。

多様化する社会においては自主性を重んずることが大切です。まずは貧困問題を解決してください。 

 

19. その他 

⚫ 障がい者も女性も弱い立場にある人間が、平等な社会であると思えたら、そのときは人権が尊重されてい

る社会なのだと思います。社会的に強い立場の人間が「今は平等」と感じてもそれは平等ではないと思い

ます。当事者の意見を大切にしてほしいです。 

⚫ 権利が優先している社会現象、義務が少し非優先に思える。いずれかに偏ってはいけないと考えます。人

権とは権利と義務のどちらにも偏らない平等な考え方ができる人間が必要だと考えます。お互いに尊重で

きる社会環境ができると良いと思います。 

⚫ 人権尊重は必要なことではあるが、特別扱いしすぎることは、またそれは違うと思うので、当事者が本当に

人権侵害であると感じていることに対しての保護なり介助なりできれば良いと思う。腫れ物に触るように扱

うのは間違い。 

⚫ 他人のことを思い遣る気持ちは、まずその本人の生活や気持ちに余裕がなければ生まれないと思います。

皆の暮らしに等しく余裕のある世の中になれば良いのですが…。  

⚫ 生活環境の充実。人としての役割をしっかり持てるように皆で見守る社会に。暖かい人、子どもに育つよう

教育。人の傷みをわかるような人になることを期待します。小さなマナーが大事だと思うがニュースを見て

いると心が痛みます。 

 

その他にも、多くのご意見をいただきました。 
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第３章 考察 

1. 人権全般についての考察 

(1)  この 5 年間における意識の変化 

① 人権を守る法律や制度について 

⚫ 「充実してきた」「少し充実してきた」を合計した「充実してきた計」は 38.4%で、「少しひどくなってきた」

「ひどくなってきた」を合計した「ひどくなってきた計」の 5.2%を 33.2 ポイント上回っています。 

また、「充実してきた計」は前回調査の 30.8%に比べ、7.6 ポイント増加しており、この間の人権に関す

る取り組みの成果が現れています。 

⚫ 学習経験別でみると、「充実してきた計」は「あり」が「なし」を 11.6 ポイント上回っており、人権学習を経

験した人のほうが、人権を取り巻く社会情勢の変化をポジティブに捉える傾向を示しています。 

 

② 市民の人権意識について 

⚫ 「高くなってきた」「少し高くなってきた」を合計した「高くなってきた計」は 32.5%で、「少し低くなってき

た」「低くなってきた」を合計した「低くなってきた計」の 5.0%を 27.5 ポイント上回っています。 

また、「高くなってきた計」は前回調査の 27.6%に比べ、4.9 ポイント増加しており、この間の人権に関

する取り組みの成果が現れています。 

⚫ 学習経験別でみると、「高くなってきた計」は「あり」が「なし」を 12.0 ポイント上回っており、人権学習を

経験することで人権意識を高めていることを示しています。 

 

(2)  人権課題について 

人権に対する意識や行動についての考察は「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」を合計した「そう思う

計」、「どちらかといえば、そう思わない」「そう思わない」を合計した「そう思わない計」で比較し、考察を行いま

した。 

 

1) 人権全般について 

 

『世界人権宣言』『人種差別撤廃条約』の認知状況は高いものの、「内容まで知っている」は１０％前後

にとどまっています。『大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例』

『八尾市人権尊重の社会づくり条例』『第２次八尾市人権教育・啓発プラン(改定版)』の認知状況は低

く、周知・啓発が必要です。 

 

① 世界人権宣言の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」10.4%、「名称は知っている」66.9%を合計した「知っている計」は 77.3%とな

っており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.0 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 19.9 ポイント上回っています。 

 

② 人種差別撤廃条約の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」7.2%、「名称は知っている」51.0%を合計した「知っている計」は 58.2%となっ
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ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.9 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 24.9 ポイント上回っています。 

 

③ 大阪府インターネット上の誹謗中傷や差別等の人権侵害のない社会づくり条例の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」2.1%、「名称は知っている」18.9%を合計した「知っている計」は 21.0%となっ

ています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 11.2 ポイント上回っています。 

 

④ 八尾市人権尊重の社会づくり条例の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」2.5%、「名称は知っている」26.8%を合計した「知っている計」は 29.3%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.3 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 15.4 ポイント上回っています。 

 

⑤ 第２次八尾市人権教育・啓発プラン(改定版)の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」1.6%、「名称は知っている」14.2%を合計した「知っている計」は 15.8%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.6 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 9.7 ポイント上回っています。 

 

2) 女性の人権 

 

女性に関することで特に問題だと思うことは「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立

できる環境が整備されていないこと」がもっとも高いものの、「妻や子を養うのは男の責任であるという考

え方」は「そう思う計」が「そう思わない計」を上回っており、男女共同参画の普及・啓発が必要です。 

 

① 女性に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されていないこと」が

52.1%ともっとも高く、次いで「痴漢や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること」が

50.9%、「セクシュアル・ハラスメント（性的嫌がらせ）をすること」が 40.4%となっています。 

⚫ 性別で比較すると、「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備されて

いないこと」が 10.0 ポイント、「就職時の採用条件、仕事内容、昇給昇進などで男女格差があること」が

9.8 ポイント、「痴漢や強制わいせつ、レイプ（強姦）などの性犯罪をすること」が 7.4 ポイント、「女性」が

「男性」を上回っており、男女間に意識の差が見られます。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「男女ともに、働きながら、家事や子育て・介護などを両立できる環境が整備

されていないこと」は 11.5 ポイント、「セクシュアル・ハラスメント(性的嫌がらせ)をすること」は 7.9 ポイ

ント、「就職時の採用条件、仕事内容、昇給昇進などで男女格差があること」は 7.4 ポイント、「あり」が

「なし」を上回っており、人権学習の経験が女性に関する問題の気づきに役立っています。 
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② 妻や子を養うのは男の責任であるという考え方 

⚫ 「そう思う計」は 43.9%となっており、「そう思わない計」の 28.1％に比べ 15.8 ポイント上回っていま

す。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思う計」は 10.8 ポイント減少し、「そう思わない計」は 8.8 ポイント増加し

ており、「妻や子を養うのは男の責任である」という考え方に否定的な人が増えています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 3.0 ポイント上回っています。 

 

3) こどもの人権 

 

『子どもの権利条約』『児童虐待の防止等に関する法律』『いじめ防止対策推進法』の認知状況は高いも

のの「内容まで知っている」は 10％前後にすぎず、さらなる周知の取り組みが必要です。 

こどもに関することで特に問題だと思うことは、いじめや虐待が上位を占めており、「こどものしつけのた

めには、体罰もやむをえないという考え方」については「そう思わない計」が「そう思う計」を 39.3 ポイント

上回っています。 

人権学習の経験がこどもに関する問題の気づきに役立っており、さらに人権啓発を進めていく必要があ

ります。 

 

① 子どもの権利条約の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」11.0%、「名称は知っている」47.4%を合計した「知っている計」は 58.4%とな

っており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.7 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 29.3 ポイント上回っています。 

 

② 児童虐待の防止等に関する法律の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」11.9%、「名称は知っている」59.4%を合計した「知っている計」は71.3%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.5 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 23.3 ポイント上回っています。 

 

③ いじめ防止対策推進法の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」8.8%、「名称は知っている」55.8%を合計した「知っている計」は 64.6%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」の変化はありません。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 25.0 ポイント上回っています。 

 

④ こどもに関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」が 69.1%でもっとも高く、

次いで「親がこどもに虐待をすること（暴力、暴言、食事を与えないなど）」が 64.1%、「仲間はずれや無

視、暴力や相手が嫌がることをしたりさせたりするなど、いじめを行うこと」が 63.6%となっています。 

⚫ 前回調査との比較では「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」が

8.2 ポイント、「児童売春・買春、児童ポルノなど、こどもに有害な情報が氾濫していること」が 7.3 ポイン

ト増加しており、インターネットやＳＮＳなどの弊害についての関心が高まっています、 
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⚫ 学習経験別で比較すると、「インターネットやスマートフォン、ＳＮＳなどでいじめや嫌がらせを行うこと」

が 19.4 ポイント、「貧困、ヤングケアラーなどの理由で教育を受ける機会が等しくないこと」が 10.9 ポイ

ント、「あり」が「なし」を上回っており、人権学習の経験がこどもに関する問題の気づきに役立っています。 

 

⑤ こどものしつけのためには、体罰もやむをえないという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 55.3%で、「そう思う計」の 16.0%に比べ 39.3 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 6.2 ポイント増加しており、体罰を否定する人が増えてい

ます。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 15.0 ポイント上回っています。 

 

4) 高齢者の人権 

 

『高齢者虐待防止法』は約半数が知っているものの、「内容まで知っている」は 8.5％にすぎません。さ

らに周知が必要です。 

高齢者に関することで特に問題だと思うことは、「悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること」「病院

や福祉施設において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」「働

ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が上位を占めています。 

高齢者を悪徳商法や詐欺から守ること、虐待防止、社会参加の促進などの取り組みを強化していく必

要があります。 

 

① 高齢者虐待防止法（高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律）の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」8.5%、「名称は知っている」41.3%を合計した「知っている計」が 49.8%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 2.8 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.0 ポイント上回っています。 

 

② 高齢者に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「悪徳商法や詐欺などで財産を搾取すること」が 56.1%でもっとも高く、次いで「病院や福祉施設にお

いて、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が 42.4%、「働ける

場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が 35.4%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「働ける場所や能力を発揮する機会が少ないこと」が 6.9 ポイント、「近隣や

地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立していること」が 4.5 ポイント、「日常生活に必

要な情報をわかりやすく伝える配慮が足りないこと」が 4.1 ポイント、「あり」が「なし」を上回っており、人

権学習の経験がこどもに関する問題の気づきに役立っています。 

 

 

 

 

 



131 

 

5) 障がいのある人の人権 

 

障がいのある人に関わる条約や法律の認知状況は、高いとは言えません。特に「内容まで知っている」

は５％前後にすぎない状態です。さらなる周知に努める必要があります。 

障がいのある人に関することで特に問題だと思うことは、「道路の段差や乗り物、建物の設備などにお

いて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進んでいないこと」「働ける場所や雇用に取り組んで

いる企業が少ないこと」「サービス事業所や福祉施設・病院において、職員等の対応が不十分であった

り、暴力、暴言などの虐待をしたりすること」が上位に上がっています。 

「障がい者はハンデがあり、できないことが多いので、社会進出は控えたほうがよいという考え方」は

「そう思わない計」が 78.5%、「精神障がい者は犯罪を犯しやすいという考え方」は「そう思わない計」が

43.2%、「知的障がい者は大声をあげたり暴れたりするなど、問題を起こしやすいという考え方」はそう

思わない計」が40.5%となっており、障がい者の中でも、精神障がい者、知的障がい者への理解が進ん

でいません。障がいのある人への理解をさらに深めるための啓発が重要です。 

 

① 障害者の権利に関する条約の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」5.7%、「名称は知っている」38.3%を合計した「知っている計」は 44.0%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.0 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.8 ポイント上回っています。 

 

② 障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律）の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」5.1%、「名称は知っている」35.6%を合計した「知っている計」は 40.7%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 0.6 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 17.3 ポイント上回っています。 

 

③ 障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」4.3%、「名称は知っている」23.1%を合計した「知っている計」は 27.4%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 1.3 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 17.5 ポイント上回っています。 

 

④ 障害者差別解消法において提供が求められている「合理的配慮」の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」4.9%、「名称は知っている」18.4%を合計した「知っている計」は 23.3%となっ

ています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 16.9 ポイント上回っています。 

 

⑤ 障がいのある人の関することで問題だと思うこと 

⚫ 「道路の段差や乗り物、建物の設備などにおいて、障がいのある人が暮らしやすいまちづくりが進んで

いないこと」が 44.8%でもっとも高く、次いで「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと」

が 40.4%、「サービス事業所や福祉施設・病院において、職員等の対応が不十分であったり、暴力、暴

言などの虐待をしたりすること」が 32.2%となっています。 
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⚫ 学習経験別で比較すると、「働ける場所や雇用に取り組んでいる企業が少ないこと」は 7.9 ポイント、

「意見や行動を尊重されなかったり、無視されたりすること」は 5.1 ポイント、「差別的な発言や落書きな

どをすること」は 4.7 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深め

る機会が少なく、孤立していることは」7.2 ポイント、「じろじろ見たり、避けたりすること」は 5.1 ポイント、

「なし」が「あり」を上回っているように、学習経験の有無によって、感じ方に差がみられました。 

 

⑥ 障がい者はハンデがあり、できないことが多いので、社会進出は控えたほうがよいという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 78.5%で、「そう思う計」の 3.5%に比べ 75.0 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 4.8 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 9.6 ポイント上回っています。 

 

⑦ 精神障がい者は犯罪を犯しやすいという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 43.2%で、「そう思う計」の 14.5%に比べ 28.7 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 5.2 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 5.0 ポイント上回っています。 

 

⑧ 知的障がい者は大声をあげたり暴れたりするなど、問題を起こしやすいという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 40.5%で、「そう思う計」の 17.7%に比べ 22.8 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 11.7 ポイント上回っています。 

 

6) 同和問題（部落差別）について 

 

『部落差別解消推進法（部落差別の解消の推進に関する法律）』を「知っている計」は 40.3%、『大阪

府部落差別調査規制条例（大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例）』を「知っている

計」は 19.3%となっており、認知状況は高いとは言えません。 

同和問題（部落差別）に関することで特に問題だと思うことは「正しく理解されていないこと」「インター

ネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」「就職や職場等において不利な扱いをする

こと」「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」が上位を占めています。 

同和問題（部落差別）に関する教育や啓発はできるだけ行わず、そっとしておくほうがよいという考え方

は「そう思わない計」が 45.5%で、「そう思う計」の 18.6%に比べ 26.9 ポイント上回っています。 

インターネットなどで、デマや差別的な情報が掲載されている中、同和問題（部落差別）を正しく理解

するための啓発が求められています。 

 

① 部落差別解消推進法（部落差別の解消の推進に関する法律）の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」4.7%、「名称は知っている」35.6%を合計した「知っている計」は 40.3%となっ

ており、前回調査と比較すると、ほとんど変化はありません。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 15.1 ポイント上回っています。 



133 

 

② 大阪府部落差別調査規制条例（大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例）の認知状

況 

⚫ 「内容まで知っている」2.2%、「名称は知っている」17.1%を合計した「知っている計」は 19.3%となっ

ており、前回調査と比較すると、「知っている計」は 3.4 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 7.3 ポイント上回っています。 

 

③ 同和問題（部落差別）に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「同和問題（部落差別）に関して、正しく理解されていないこと」が 36.8%でもっとも高く、次いで「インタ

ーネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」が 32.9%、「就職や職場等において不

利な扱いをすること」が 29.8%、「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」が 29.2%となっていま

す。 

⚫ 前回調査との比較では「インターネットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」が 4.5 ポ

イント、「就職や職場等において不利な扱いをすること」が 3.9 ポイント増加し、「わからない」が 5.6 ポ

イント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「結婚や就職にあたって、身元調査をすること」は 10.4 ポイント、「インターネ

ットなどを利用して、デマや差別的な情報を掲載すること」は8.3ポイント、「就職や職場等において不利

な扱いをすること」は 5.9 ポイント、「あり」が「なし」を上回っており、人権学習の経験が同和問題（部落

差別）に関する問題の気づきに役立っています。 

 

④ 同和問題（部落差別）に関する教育や啓発はできるだけ行わず、そっとしておくほうがよいという考

え方 

⚫ 「そう思わない計」は 45.5%で、「そう思う計」の 18.6%に比べ 26.9 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 8.4 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 18.1 ポイント上回っています。 

 

7) 外国人の人権 

 

『ヘイトスピーチ解消法（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関す

る法律）』の認知状況は「知っている計」が 38.0%で、高いとは言えません。 

外国人に関することで特に問題だと思うことは「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動

（ヘイトスピーチ）が行われること」「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」「就職や職

場等において不利な扱いをすること」が上位を占めています。 

外国人労働者が増えると日本人の労働の場が奪われるという考え方は「そう思わない計」が45.7%、

外国人が近所に引越してくることは、不安であるという考え方は「そう思わない計」が 39.3%となってい

ます。 
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① ヘイトスピーチ解消法（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関す

る法律）の認知状況 

⚫ 「内容まで知っている」4.2%、「名称は知っている」33.8%を合計した「知っている計」は 38.0%となっ

ており、前回調査と比較すると、2.5 ポイント減少しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 20.7 ポイント上回っています。 

 

② 外国人に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」が 37.3%で

もっとも高く、次いで「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」が 35.0%、「就職や職

場等において不利な扱いをすること」が 25.8%となっています。 

⚫ 前回調査との比較では「差別的な発言や落書きなどをすること」が 4.5 ポイント、「特定の民族や国籍の

人々に対して不当な差別的言動（ヘイトスピーチ）が行われること」が 4.4 ポイント、増加しており、外国

人に対する差別的な言動への関心が高まっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「特定の民族や国籍の人々に対して不当な差別的言動(ヘイトスピーチ)が

行われること」が 14.6 ポイント、「外国語で対応できる相談窓口や病院・施設が少ないこと」が 9.0 ポイ

ント、「差別的な発言や落書きなどをすること」が 8.6 ポイント、「あり」が「なし」を上回っており、人権学

習の経験が外国人に関する問題の気づきに役立っています。 

 

③ 外国人労働者が増えると日本人の労働の場が奪われるという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 45.7%で、「そう思う計」の 22.3%に比べ 23.4 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思う計」は 3.2 ポイント、「そう思わない計」は 0.7 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 8.9 ポイント上回っています。 

 

④ 外国人が近所に引越してくることは、不安であるという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 39.3%で、「そう思う計」の 25.9%に比べ 13.4 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思う計」は 5.2 ポイント増加し、「そう思わない計」は 2.9 ポイント減少し

ています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 5.4 ポイント上回っています。 

 

8) エイズ患者・ＨＩＶ陽性者の人権 

 

エイズ患者・ＨＩＶ陽性者に関することで特に問題だと思うことは「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく

理解されていないこと」「偏見による差別的な発言や行動をすること」「患者・陽性者のプライバシーを守

らないこと」が上位を占めています。 

エイズ患者・ＨＩＶ陽性者について、正しく理解するための啓発が重要です。 

 

① エイズ患者・ＨＩＶ陽性者に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「エイズ・ＨＩＶ陽性者に関して、正しく理解されていないこと」が 42.2%でもっとも高く、次いで「偏見に
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よる差別的な発言や行動をすること」が 29.3%、「患者・陽性者のプライバシーを守らないこと」が

26.9%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「患者・陽性者のプライバシーを守らないこと」が 11.7 ポイント、「偏見による

差別的な発言や行動をすること」が 10.6 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」が 15.9 ポイ

ント、「なし」が「あり」を上回っており、人権学習の経験がエイズ・ＨＩＶ陽性者に関する問題の気づきに役

立っています。 

 

9) ホームレスの人権 

 

ホームレスに関することで特に問題だと思うことは「居住場所がないなどにより、就労が困難であるこ

と」「危害を加えたり、嫌がらせをしたりすること」「相談窓口や就労・生活支援体制が不十分であること」

が上位を占めています。ホームレスへの就労・生活支援を充実すると共に、ホームレスに対する人権侵

害を防止する取り組みが求められています。 

 

① ホームレスに関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」が 46.7%でもっとも高く、次いで「危害を加えた

り、嫌がらせをしたりすること」が 40.1%、「相談窓口や就労・生活支援体制が不十分であること」が

38.2%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「居住場所がないなどにより、就労が困難であること」は 10.2 ポイント、「危

害を加えたり、嫌がらせをしたりすること」は 9.5 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は「な

し」が「あり」を 11.7 ポイント上回っており、人権学習の経験がホームレスに関する問題の気づきに役立

っています。 

 

10) インターネット上の人権 

 

インターネットに関することで特に問題だと思うことは「デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差

別を助長する表現などを掲載すること」「出会い系サイトやコミュニティサイトなどが犯罪を誘発する可能

性のある場となっていること」「詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること」が上位を占めています。 

インターネットに潜む危険性の啓発やフェイクニュースに惑わされないよう情報リテラシーを向上させ

る取り組みが求められます。 

 

① インターネットに関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「デマを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」が 67.3%でも

っとも高く、次いで「出会い系サイトやコミュニティサイトなどが犯罪を誘発する可能性のある場となって

いること」が 58.2%、「詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること」が 57.4%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「個人情報の流出などの問題が多く発生していること」は 19.2 ポイント、「デ

マを流したり、他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現などを掲載すること」は 16.1 ポイント、

「詐欺や強盗等の犯罪に利用されていること」は 12.3 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」
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は 9.1 ポイント、「なし」が「あり」を上回っており、人権学習の経験がインターネットに関する問題の気づ

きに役立っています。 

 

11) ハンセン病回復者の人権 

 

ハンセン病回復者に関することで特に問題だと思うことは「ハンセン病に関して、正しく理解されていな

いこと」「就職・職場等において不利な扱いをすること」「じろじろ見たり、避けたりすること」が上位を占め

ています。 

ハンセン病に関する問題を正しく理解するための啓発が求められています。 

 

① ハンセン病回復者に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「ハンセン病に関して、正しく理解されていないこと」が 46.2%でもっとも高く、次いで「わからない」が

33.5％、「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 22.7%、「じろじろ見たり、避けたりすること」

が 19.4%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「就職・職場等において不利な扱いをすること」は 8.1 ポイント、「ハンセン病

に関して、正しく理解されていないこと」は 4.4 ポイント、「じろじろ見たり、避けたりすること」は 3.6 ポ

イント、「あり」が「なし」を上回り、「近隣や地域の人とのふれあいや理解を深める機会が少なく孤立して

いること」は 4.0 ポイント、「なし」が「あり」を上回っており、学習経験の有無による感じ方の差がみられ

ます。 

 

12) ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の人権 

 

『性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律』の認

知状況は「知っている計」が 32.8%となっています。 

ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関することで特に問題だと思うことは「性的少

数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていないこと」「偏見による差別的な発言や行

動をすること」「学校や職場でいじめや嫌がらせをすること」が上位を占めています。 

ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）を正しく理解するための啓発により、偏見や差

別的な考え方を払しょくする取り組みが求められています。 

 

① 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律の認

知状況 

⚫ 「内容まで知っている」3.2%、「名称は知っている」29.6%を合計した「知っている計」は 32.8%となっ

ています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「知っている計」は「あり」が「なし」を 14.0 ポイント上回っています。 

 

② ＬＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）に関して、正しく理解されていないこと」が 44.7%でもっとも
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高く、次いで「偏見による差別的な発言や行動をすること」が 39.7%、「学校や職場でいじめや嫌がら

せをすること」が 35.6%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「性的少数者(セクシュアル・マイノリティ)に関して、正しく理解されていない

こと」が 17.1 ポイント、『「男らしく、女らしく」という考えを押しつけること』が 13.6 ポイント、「学校や職

場でいじめや嫌がらせをすること」が 11.0 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は 18.7 ポ

イント、「なし」が「あり」を上回っており、人権学習の経験が LＧＢＴＱ等の性的少数者（セクシュアル・マ

イノリティ）に関する問題の気づきに役立っています。 

 

13) 犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人及び家族など）の人権 

 

犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人及び家族など）に関することで特に問題だと思うことは「報

道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」「犯罪

行為によって精神的、経済的な負担を受けること」「インターネット等で犯罪被害者への誹謗中傷がある

こと」が上位を占めています。 

犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人及び家族など）について正しく理解するための啓発が求め

られています。 

 

③ 犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人及び家族など）に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が

63.2%でもっとも高く、次いで「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」が 59.2%、「イ

ンターネット等で犯罪被害者への誹謗中傷があること」が 57.1%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「犯罪行為によって精神的、経済的な負担を受けること」が 24.0 ポイント、

「捜査や刑事裁判において精神的負担を受けること」が 18.4 ポイント、「インターネット等で犯罪被害者

への誹謗中傷があること」が 16.9 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」は 14.7 ポイント、

「なし」が「あり」を上回っており、人権学習の経験が犯罪被害者（犯罪によって被害を受けた人及び家族

など）に関する問題の気づきに役立っています。 

 

14) 刑を終えて出所した人の人権 

 

刑を終えて出所した人に関することで特に問題だと思うことは「就職・職場等において不利な扱いをす

ること」「報道、インターネットや地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなるこ

と」「偏見による差別的な発言や行動をすること」が上位を占めています。 

刑を終えて出所した人に関する問題を正しく理解するための啓発が求められています。 

 

① 刑を終えて出所した人に関することで特に問題だと思うこと 

⚫ 「就職・職場等において不利な扱いをすること」が 33.7%でもっとも高く、次いで「報道、インターネット

や地域住民によってプライバシーを侵害され、生活の平穏が保てなくなること」が 33.4%、「偏見による

差別的な発言や行動をすること」が 27.0%となっています。 
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⚫ 学習経験別で比較すると、「相談窓口や支援体制が不十分であること」が 7.2 ポイント、「偏見による差

別的な発言や行動をすること」が 4.9 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「わからない」が 8.4 ポイント、

「なし」が「あり」を上回っており、人権学習の経験が刑を終えて出所した人に関する問題の気づきに役

立っています。 

 

15) その他の人権について 

 

「権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えた」という考え方は「そう思う計」が 64.4%とな

っています。憲法で保障された権利を正しく理解するための啓発が求められています。 

「差別の原因には差別される人の側に問題がある」という考え方は「そう思わない計」が 49.9%となっ

ています。差別の原因についての正しい理解を広めるための啓発が求められています。 

「職業に対する偏見はしかたがない」という考え方は「そう思わない計」が 57.0%となっています。職

業に関する人権教育の推進が求められています。 

「学歴による差別はしかたがない」という考え方は「そう思わない計」が 59.4%となっています。学歴

格差による不利益が生じないまちづくりを進めていく必要があります。 

 

① 権利のみを主張して他人の迷惑を考えない人が増えたという考え方 

⚫ 「そう思う計」は 64.4%で、「そう思わない計」の 8.1%に比べ 56.3 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思う計」は「あり」が「なし」を 2.7 ポイント上回っています。 

 

② 差別の原因には差別される人の側に問題があるという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 49.9%で、「そう思う計」の 8.3%に比べ 41.6 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」は 7.7 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 11.6 ポイント上回っています。 

 

③ 職業に対する偏見はしかたがないという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 57.0%で、「そう思う計」の 10.8%に比べ 46.2 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、「そう思わない計」が 5.0 ポイント増加しています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 21.5 ポイント上回っています。 

 

④ 学歴による差別はしかたがないという考え方 

⚫ 「そう思わない計」は 59.4%で、「そう思う計」の 15.6%に比べ 43.8 ポイント上回っています。 

⚫ 前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「そう思わない計」は「あり」が「なし」を 9.6 ポイント上回っています。 
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2. 人権侵害や擁護についての考察 

 

人権侵害を受けた時の行動は学習経験が「あり」は「なし」に比べ、「友人・同僚に相談した」が 27.1 ポ

イント、「家族・親族に相談した」が 18.9 ポイント、「学校の先生や職場の上司に相談した」が 9.3 ポイン

ト上回っています。人権侵害を受けた時、我慢することなく、毅然と対応できるよう人権学習を充実して

いく必要があります。 

 

(1)  この５年間くらいの間に人権侵害されたと感じたこと 

⚫ 「根拠のない悪い噂やかげ口、悪口を言われた」が 6.7%でもっとも高く、次いで「悪臭・騒音などで迷惑

を受けた」が 5.8%、「学校・職場・地域社会（近所）でいじめや仲間はずれや嫌がらせを受けた」が 4.7%

となっています。 

⚫ 前回調査と比較して、「人権を侵害されたと感じたことはない」は 63.1%で、7.2 ポイント増加しています。 

 

(2)  人権侵害を受けた時の対処法 

⚫ 「何もせず我慢した」が 35.7%でもっとも多く、次いで「家族・親族に相談した」が 34.0%、「友人・同僚に

相談した」が 25.7%、「相手に直接抗議した」が 25.3%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「友人・同僚に相談した」は 27.1 ポイント、「家族・親族に相談した」は 18.9 ポ

イント、「学校の先生や職場の上司に相談した」は 9.3 ポイント、「あり」が「なし」を上回り、「何もせず我慢

した」は「なし」が「あり」を 15.3 ポイント上回っています。 

 

(3)  人権侵害と思われる場面に遭遇した時にどのように対処するか 

 

人権学習経験の有無によって、人権侵害と思われる場面に遭遇した時の対処方法に差がみられまし

た。 

人権侵害に対して正しく行動できるよう、人権学習を充実する必要があります。 

 

Ａ．隣家でしばしばこどもの泣き叫ぶ声と親の怒鳴り声が聞こえ、虐待が疑われる場合。 

⚫ 「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９（児童相談所虐待対応ダイヤル）などに連絡する」が48.3%

でもっとも高く、次いで「警察に連絡する」が25.3%、「民生委員・児童委員や自治会長(町会長)などの

地域の役員に相談する」が 18.7%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「市の相談窓口やこども家庭センター、１８９(児童相談所虐待対応ダイヤル)

などに連絡する」は「あり」が「なし」を 16.9 ポイント上回り、「かかわらないようにする」は「なし」が「あり」

を 5.8 ポイント上回っています。 

 

Ｂ．日常会話の中で、誰かが差別的な発言をした場合。 

⚫ 「他の話題に変えようと努力する」が 35.4%でもっとも高く、次いで「差別的な発言であることを指摘す

る」が 29.5%、「何もせずに黙っておく」が 23.1%となっています。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「差別的な発言であることを指摘する」は「あり」が「なし」を 14.2 ポイント上

回り、「何もせずに黙っておく」は「なし」が「あり」を 13.6 ポイント上回っています。 
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Ｃ．街で白い杖をもった人や車椅子の人が、介助を求めている場合。 

⚫ 「すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める」が 63.1%でもっとも高く、次いで「周り

の人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」が 28.4%、「黙ってとおり過ぎる」が 2.2%となって

います。 

⚫ 学習経験別で比較すると、「周りの人の様子を見ながら、手を貸すかどうか決める」は「あり」が「なし」を

6.6 ポイント上回り、「すぐに手を貸すか、一人で無理なら他の人の手助けを求める」は「なし」が「あり」

を 5.2 ポイント上回っています。 

 

3. 人権に関する啓発活動についての考察 

(1)  人権について学んだ機会 

⚫ 「小学校・中学校の授業」「書籍（啓発冊子を含む）やテレビなど」「高校・大学の授業」「職場での研修会

など」が上位を占めています。「ＰＴＡなどの学校行事」「地区人権研修」「八尾市などの行政主催の行事」

「民間機関や市民団体主催の行事」が少ないことから、これらの研修機会を充実していく必要がありま

す。 

⚫ 職業別で比較すると、「公務員・教職員」は「職場での研修会など」がもっとも高く、「公務員以外」は「小

学校・中学校の授業」がもっとも高くなっています。また、「民間企業・団体の経営者、役員」「民間企業・

団体の従業者」「臨時雇用、パート、アルバイト」など、被用者の「職場での研修会など」の割合が低いこ

とから、「職場での研修会など」を受講する機会を充実していく必要があります。 

 

(2)  人権について学ぶことがなかった理由 

⚫ 「学ぶ機会がなかったから」「どこで、いつ、どのようなことをしているかがわからず、参加できなかったか

ら」「人権学習に関心がなかったから」が上位を占めています。 

⚫ 人権に関する学習機会を増やす取り組みが必要です。 

 

(3)  学んでみたい人権に関するテーマ 

⚫ 「高齢者の人権について」「インターネットによる人権侵害について」「こどもの人権について」「女性の人

権について」「障がい者の人権について」が上位を占めています。 

 

(4)  「人権教育や啓発」、「人権についての学習」について 

① 人権教育や啓発を今後どのように進めていけばよいと思いますか 

⚫ 「学校での取り組みをより充実させる」「職場での取り組みをより充実させる」「市や教育委員会で市民

向けの取り組みをより充実させる」が上位を占めています。 

 

② どのような学習内容や学習方法が良いと思いますか 

⚫ 「映画・ＤＶＤなど映像を通じての学習」「関係者、当事者の話を聞いたり交流を通じての学習」「専門家

や著名な人の講演を通じての学習」が上位を占めています。 
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(5)  八尾市が行っている人権に関する教育・啓発の認知度 

⚫ 「市政だよりへの啓発記事の掲載」「講演会・映画上映会の開催」「駅や公共施設等への啓発ポスターな

どの掲出」「市のホームページなどへの啓発記事の掲載」が上位を占めています。 

 

(6)  人権教育・啓発のための取り組みについて、市に対して望むこと 

⚫ 「市政だよりや冊子などを活用した啓発活動の充実」「身近な公共施設で学べる講座の開催」「継続して

学べる講座の開催」「乳幼児の一時保育や手話通訳などを設け、参加しやすくする」が上位を占めてい

ます。 

 

(7)  人権が尊重されるために、市民一人ひとりが心がけたり、大切にすべきこと 

⚫ 「人権に関する正しい知識を身につけること」「自分の権利だけでなく、他人の権利も尊重すること」「人

権について、相手の立場に立って考える力を身につけること」が上位を占めています。 

 

(8)  あなたの周囲で、差別問題や人権課題の解消に熱心に取り組んでいる人はいますか 

⚫ 「いる」が 6.4%、「いない」が 46.7%となっています。 
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回答用
か いとう よ う

ID 

「令和
れ い わ

６年度
ね ん ど

人権
じんけん

についての市民
し み ん

意識
い し き

調査
ちょうさ

」への 

ご協力
きょうりょく

のお願
ねが

い 

市民
し み ん

のみなさまには、日頃
ひ ご ろ

より市政
し せ い

にご協力
きょうりょく

いただきましてありがとうございます。 

 本市
ほ ん し

では、「第
だい

２次
じ

八尾市
や お し

人権
じんけん

教育
きょういく

・啓発
けいはつ

プラン」を２０１６（平成
へいせい

２８）年
ねん

３月
がつ

に策定
さ く て い

、中間
ちゅうかん

見直
み な お

しにより令和
れ い わ

３年
ねん

３月
がつ

に改定
かいてい

し、人権
じんけん

尊重
そんちょう

の社会
しゃかい

づくりに向
む

けた取
と

り組
く

みを推進
すいしん

しているところです。 

この度
たび

、広
ひろ

く市民
し み ん

のみなさまの人権
じんけん

についての現状
げんじょう

や意識
い し き

、ご意見
い け ん

をお伺
うかが

いし、八尾市
や お し

の人権
じんけん

施策
し さ く

を推進
すいしん

す

るうえでの貴重
き ち ょ う

な基礎
き そ

資料
し り ょ う

として活用
かつよう

するため、本市民
ほ ん し み ん

意識
い し き

調査
ち ょ う さ

を実施
じ っ し

することになりました。 

 この調査
ち ょ う さ

 は満
まん

 １６歳
さい

以上
い じ ょ う

 の市民
し み ん

 を対象
たいしょう

 として、住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

 から３，０００名
めい

 の方々
かたがた

 を無作為
む さ く い

 に選
え ら

 ばせていた

だきました。 

無記名
む き め い

 でご回答
かいとう

 いただきました調査票
ちょうさひょう

 は、個人
こ じ ん

情報
じょうほう

保護法
ほ ご ほ う

 に基
も と

 づいて適切
てきせつ

 に管理
か ん り

 し、また、調査
ち ょ う さ

 データは

統計的
とう け い てき

 に処理
し ょ り

 いたしますので、内容
な いよう

 が外部
が い ぶ

 にもれたり、個人
こ じ ん

 にご迷惑
めいわく

 をおかけしたりすることは決
けっ

 してありませ

ん。 

お 忙
いそが

 しい中
なか

 、お手数
て す う

 をおかけいたしますが、調査
ち ょ う さ

 の趣旨
し ゅ し

 をご理解
り か い

 いただき、ご協力
きょうりょく

 くださいますようお願
ねが

 い

申
も う

し上
あ

げます。 

２０２４（令和
れ い わ

６）年
ねん

１０月
がつ

 八尾
や お

市
し

 

ご記入
きにゅう

にあたってのお願
ねが

い 

 ＊ご自分
じ ぶ ん

で文章
ぶんしょう

を読
よ

んだり書
か

いたりすることが困難
こんなん

な方
かた

は、ご家族
か ぞ く

やご友人
ゆうじん

に代筆
だいひつ

していただいても

結構
けっこう

です。また、代筆
だいひつ

が困難
こんなん

な場合
ば あ い

は、下記
か き

までご連絡
れんらく

ください。 

 ＊回答
かいとう

は、あてはまる番号
ばんごう

を○で囲
かこ

んでください。 

 ＊選択肢
せ ん たく し

の中
なか

で「その他
た

」を選
えら

んだ場合
ば あ い

は、（  ）内
ない

に具体的
ぐ た いて き

な内容
ないよう

をご記入
きにゅう

ください。 

郵送
ゆうそう

でご回答
かいとう

いただく場合
ば あ い

 

 ＊ご記入
きにゅう

が済
す

みましたら、調査票
ちょうさひょう

のみを同封
どうふう

の返信用
へんしんよう

封筒
ふうとう

に入
い

れて、回答
かいとう

期日
き じ つ

までにポストへご投函
とうかん

ください（切手
き っ て

はいりません）。 

WEB
ウェブ

調査
ちょうさ

でご回答
かいとう

いただく場合
ば あ い

 

 ＊パソコン、タブレット、スマートフォンで八尾市
や お し

電子
で ん し

申請
しんせい

システムの下記
か き

のＵＲＬまたはＱＲコー

ドにアクセスしていただき、画面
が め ん

の指示
し じ

に 従
したがっ

ってご回答
かいとう

ください。 

なお、回答
かいとう

の際
さい

にはデータ通信料
つうしんりょう

がかかりますので、ご承知
しょうち

のうえご協 力
きょうりょく

ください。 

➢ ＵＲＬ  

 

➢ 回答
かいとう

画面
が め ん

に入
はい

るためには、回答用
かいとうよう

ＩＤが必要
ひつよう

です。このページの右上
みぎうえ

に 

記載
き さ い

されている回答用
かいとうよう

ＩＤを入力して、回答
かいとう

画面
が め ん

に入
はい

ってください。 

➢ 回答用
かいとうよう

ＩＤは、郵送
ゆうそう

による回答
かいとう

との重複
じゅうふく

を防
ふせ

ぐために付与
ふ よ

されるもので、 

これにより個人
こ じ ん

が特定
とくてい

されるわけではありません。 

         １０月
がつ

１５日
にち

（火曜日
か よ う び

）までに ご回答
かいとう

ください。 

 

問
と

い合
あ

わせ先
さき

 調査
ちょうさ

についての問
と

い合
あ

わせは、下記
か き

までお願
ねが

いします。 

八尾市
や お し

人権
じんけん

ふれあい部
ぶ

 人権
じんけん

政策課
せいさくか

 

            電
でん

   話
わ

：０７２－９２４－３８３０ 

            ファックス：０７２－９２４－０１７５ 

https://lgpos.task-asp.net/cu/272124/ea/residents/procedures/apply/50acb326-

9536-426d-a9da-16403d1b99c5/start 
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令和
れ い わ

６年度
ね ん ど

人権
じんけん

についての市民
し み ん

意識
い し き

調査票
ちょうさひょう

 

 

用語
よ う ご

解説
かいせつ

 

注
ちゅう

１ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

  配偶者
はいぐうしゃ

や交際
こうさい

相手
あ い て

など親
した

しい関係
かんけい

にある人
ひと

に対
たい

して、なぐる、暴言
ぼうげん

を吐
は

く、行動
こうどう

を監視
か ん し

するなどの暴 力
ぼうりょく

。精神的
せいしんてき

暴力
ぼうりょく

、経済的
けいざいてき

暴力
ぼうりょく

、性的
せいてき

暴力
ぼうりょく

、社会的
しゃかいてき

暴力
ぼうりょく

、

こどもを利用
り よ う

した暴 力
ぼうりょく

などを含
ふく

む。 

 

注
ちゅう

２ ＳＮＳ 

ソーシャルネットワーキングサービスの略
りゃく

で、インターネットを通
つう

じて人
ひと

と人
ひと

が交流
こうりゅう

できるサービスのこと。 

ライン（LINE）、エックス（X）（旧ツイッター（Twitter））、インスタグラム

（Instagram）、フェイスブック（Facebook）、ティックトック（TikTok）など。 

 

注
ちゅう

３ 包括的
ほうかつてき

性
せい

教 育
きょういく

 

身体
しんたい

や 生殖
せいしょく

の仕組
し く

みだけでなく、人間
にんげん

関係
かんけい

や性
せい

の多様性
た よ うせ い

、ジェンダー平等
びょうどう

、幸福
こうふく

など 幅広
はばひろ

いテーマを含
ふく

む教育
きょういく

。 

 

注
ちゅう

４ ヤングケアラー 

   本来
ほんらい

大人
お と な

が担
にな

うと想定
そうてい

されている家事
か じ

や家族
か ぞ く

の世話
せ わ

などを日常的
にちじょうてき

に行
おこな

ってい

るこどものこと。責任
せきにん

 や負担
ふ た ん

 の重
おも

 さにより、学業
がくぎょう

 や友人
ゆうじん

関係
かんけい

 などに影 響
えいきょう

 が出
で

てしまうことがある。 

 

注
ちゅう

５ ＨＩＶ 

  ヒト免疫
めんえき

不全
ふ ぜ ん

ウィルス (Human Immunodeficiency Virus)のこと。これにより

後天性
こうてんせい

免疫
めんえき

不全
ふ ぜ ん

症候群
しょうこうぐん

 （AIDS）がひきおこされる。ウィルスに汚染
お せ ん

された血液
けつえき

製剤
せいざい

の投与
と う よ

、性
せい

行為
こ う い

、母子
ぼ し

感染
かんせん

がＨＩＶの感染
かんせん

経路
け い ろ

とされている。 

このウィルスが血液
けつえき

 の中
なか

 に入
はい

 るとリンパ 球
きゅう

 を破
は

壊
かい

 し、その結果
け っ か

 、全身
ぜんしん

 の免疫
めんえき

機構
き こ う

 が破
は

壊
かい

 され、抵抗力
ていこうりょく

 がなくなりさまざまな感染症
かんせんしょう

 や悪性
あくせい

腫瘍
しゅよう

 にかかりや

すくなる。 

 

注
ちゅう

６ ＬＧＢＴＱ 

女性
じょせい

同性愛者
どうせいあいしゃ

 （レビビアン、Lesbian）、男性
だんせい

同性愛者
どうせいあいしゃ

 （イイ、Gay）、両性愛者
りょうせいあいしゃ

（バイセクシュアル、Bisexual）、性
せい

同一性
どういつせい

障
しょう

がいを含
ふく

む性別
せいべつ

越境者
えっきょうしゃ

など（ト

ランスジェンダー、Transgender）、男性
だんせい

女性
じょせい

どちらかに決
き

めるのが難
むずか

しい、決
き

めていない、または、決
き

まらない人(クエスチョニング、Questioning)の人々
ひとびと

を

意味
い み

する頭
とう

字語
じ ご

。 
 



146 

 

 

 

 

  

最初
さいしょ

に、あなたご自身
じ し ん

のことについてお尋
たず

ねします。 

性別
せいべつ

は（１つ選択
せんたく

してください）。 

１． 男性
だんせい

   ２．女性
じょせい

   ３．男性
だんせい

 ・女性
じょせい

と答
こた

えることに抵抗
ていこう

を感
かん

じる 
 

 

年齢
ねんれい

は（１つ選択
せんたく

してください）。 

１． １９歳
さい

以下
い か

 

２． ２０～２９歳
さい

 

３． ３０～３９歳
さい

 

４． ４０～４９歳
さい

 

５． ５０～５９歳
さい

 

６． ６０～６９歳
さい

 

７． ７０～７９歳
さい

 

８． ８０歳
さい

以上
いじょう

 

 

現在
げんざい

のお仕事
し ご と

（ 職 業
しょくぎょう

）は（１つ選択
せんたく

してください）。 
 

１． 公務員
こうむいん

・教 職 員
きょうしょくいん

 

２． 自営業
じえいぎょう

・自由業
じゆうぎょう

 

３． 民間
みんかん

企業
きぎょう

・団体
だんたい

の経営者
けいえいしゃ

、役員
やくいん

 

４． 民間
みんかん

企業
きぎょう

・団体
だんたい

の従 業 者
じゅうぎょうしゃ

（会
かい

社員
しゃいん

、団体
だんたい

職員
しょくいん

） 

５． 臨時雇用
り ん じ こ よ う

、パート、アルバイト 

６． 学生
がくせい

 

７． 家事
か じ

専 業
せんぎょう

 

８． 無職
むしょく

 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                    ） 
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人権
じんけん

全般
ぜんぱん

について、お尋
たず

ねします。 

 

 
問
とい

１ 次
つぎ

のことについて、あなたはこの５年間
ねんかん

でどう変化
へ ん か

したと感
かん

じていますか（１つ

選択
せんたく

してください）。 

（１）人権
じんけん

を守
まも

る法律
ほうりつ

や制度
せ い ど

について  （２）市民
し み ん

の人権
じんけん

意識
い し き

について 
 

１． 充 実
じゅうじつ

してきた 

２． 少
すこ

し充 実
じゅうじつ

してきた 

３． 以前
い ぜ ん

と変
か

わらない 

４． 少
すこ

しひどくなってきた 

５． ひどくなってきた 

６． わからない 

 １． 高
たか

くなってきた 

２． 少
すこ

し高
たか

くなってきた 

３． 以前
い ぜ ん

と変
か

わらない 

４． 少
すこ

し低
ひく

くなってきた 

５． 低
ひく

くなってきた 

６． わからない 

 

問
とい

２ 女性
じょせい

に関
かん

することで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどのようなことですか（い

くつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 「 男
おとこ

は仕事
し ご と

、女
おんな

は家庭
か て い

」といった性別
せいべつ

による固定的
こていてき

な役割
やくわり

分担
ぶんたん

意識
い し き

があ

ること 

２． 就 職
しゅうしょく

時
じ

の採用
さいよう

条 件
じょうけん

、仕事
し ご と

内容
ないよう

、昇 給
しょうきゅう

昇進
しょうしん

などで男女
だんじょ

格差
か く さ

があること 

３． セクシュアル・ハラスメント（性的
せいてき

嫌
いや

がらせ）をすること 

４． 待
ま

ち伏
ぶ

せや無言
む ご ん

電話
で ん わ

などストーカー（つきまとい）行為
こ う い

をすること 

５． 痴漢
ち か ん

や強 制
きょうせい

わいせつ、レイプ（強姦
ごうかん

）などの性
せい

犯罪
はんざい

をすること 

６． ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ、 注
ちゅう

１）をすること 

７． 職場
しょくば

などにおいて、マタニティ・ハラスメント（妊娠
にんしん

 ・出産
しゅっさん

等
とう

を理由
り ゆ う

とす

る不利
ふ り

な扱
あつか

い）をすること 

８． テレビ、ＤＶＤ、雑誌
ざ っ し

(コンビニでの販売
はんばい

を含
ふく

む)、インターネット、電車
でんしゃ

の中吊
な か づ

り広告
こうこく

などで、女性
じょせい

を性的
せいてき

な対象
たいしょう

とする情報
じょうほう

があふれていること 

９． 男女
だんじょ

ともに、働
はたら

きながら、家事
か じ

や子育
こ そ だ

て・介護
か い ご

などを両立
りょうりつ

できる環境
かんきょう

が

整備
せ い び

されていないこと  

10. その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                     ） 

11. 特
とく

にない 

12. わからない 
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問
とい

３ こどもに関
かん

することで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどのようなことですか

（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 仲間
な か ま

はずれや無視
む し

、暴 力
ぼうりょく

や相手
あ い て

が嫌
いや

がることをしたりさせたりするなど、

いじめを行
おこな

うこと 

２． インターネットやスマートフォン、ＳＮＳ（注
ちゅう

２）などでいじめや嫌
いや

がらせ

を行
おこな

うこと 

３． いじめをしている人
ひと

や、いじめられている人
ひと

を見
み

て見
み

ぬふりをすること 

４． 親
おや

がこどもに虐 待
ぎゃくたい

をすること（暴力
ぼうりょく

、暴言
ぼうげん

、食事
しょくじ

を与
あた

えないなど） 

５． 教師
きょうし

など指導的
しどうてき

な立場
た ち ば

にある人
ひと

がこどもに体罰
たいばつ

を加
くわ

えること 

６． 大人
お と な

がこどもの意見
い け ん

を無視
む し

したり、大人
お と な

の考
かんが

えを押
お

しつけたりすること 

７． 児童
じ ど う

売 春
ばいしゅん

 ・買 春
かいしゅん

、児童
じ ど う

ポルノなど、こどもに有害
ゆうがい

な情報
じょうほう

が氾濫
はんらん

している

こと 

８． 発達
はったつ

段階
だんかい

に応
おう

じた包括的
ほうかつてき

性
せい

教育
きょういく

（注
ちゅう

３）がなされていないこと 

９． 貧困
ひんこん

、ヤングケアラー（注
ちゅう

４）などの理由
り ゆ う

で教育
きょういく

を受
う

ける機会
き か い

が等
ひと

しく

ないこと 

10.  その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                      ） 

11.  特
とく

にない 

12.  わからない 
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問
とい

４４ 高齢者
こうれいしゃ

４に関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのようなことですか

（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 働
はたら

ける場所
ば し ょ

や能 力
のうりょく

を発揮
は っ き

する機会
き か い

が少
すく

ないこと 

２． 悪徳
あくとく

商 法
しょうほう

や詐欺
さ ぎ

などで財産
ざいさん

を搾取
さくしゅ

すること 

３． 賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

４． 家族
か ぞ く

が必要
ひつよう

な支援
し え ん

をしなかったり、暴力
ぼうりょく

、暴言
ぼうげん

などの虐待
ぎゃくたい

をしたりする

こと 

５． 病 院
びょういん

 や福祉
ふ く し

施設
し せ つ

 において、職員
しょくいん

等
とう

 の対応
たいおう

 が不十分
ふじゅうぶん

 であったり、暴力
ぼうりょく

 、

暴言
ぼうげん

などの虐 待
ぎゃくたい

をしたりすること 

６． 意見
い け ん

や行動
こうどう

を尊 重
そんちょう

されなかったり、無視
む し

されたりすること 

７． 日 常
にちじょう

生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な情報
じょうほう

をわかりやすく伝
つた

える配慮
はいりょ

が足
た

りないこと 

８． 道路
ど う ろ

の段差
だ ん さ

や乗
の

り物
もの

、建物
たてもの

の設備
せ つ び

などにおいて、高齢者
こうれいしゃ

が暮
く

らしやすいま

ちづくりが進
すす

んでいないこと 

９． 近隣
きんりん

 や地域
ち い き

 の人
ひと

 とのふれあいや理解
り か い

 を深
ふか

 める機会
き か い

 が少
すく

 なく孤立
こ り つ

 している

こと 

10． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

11． 特
とく

にない 

12． わからない 

 



150 

 

 

  

問
とい

４５ 障
しょう

４がいのある人
ひと

４に関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのような

ことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 

１．じろじろ見
み

たり、避
さ

けたりすること 

２．意見
い け ん

や行動
こうどう

を尊 重
そんちょう

されなかったり、無視
む し

されたりすること 

３．家族
か ぞ く

が必要
ひつよう

な支援
し え ん

をしなかったり、暴力
ぼうりょく

、暴言
ぼうげん

などの虐待
ぎゃくたい

をしたりする

こと 

４．賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

５．道路
ど う ろ

の段差
だ ん さ

や乗
の

り物
もの

、建物
たてもの

の設備
せ つ び

などにおいて、 障
しょう

がいのある人
ひと

が暮
く

ら

しやすいまちづくりが進
すす

んでいないこと 

６．働
はたら

ける場所
ば し ょ

や雇用
こ よ う

に取
と

り組
く

んでいる企業
きぎょう

が少
すく

ないこと 

７．サービス事業所
じぎょうしょ

や福祉
ふ く し

施設
し せ つ

 ・病院
びょういん

において、職員
しょくいん

等
とう

の対応
たいおう

が不十分
ふじゅうぶん

であ

ったり、暴 力
ぼうりょく

、暴言
ぼうげん

などの虐待
ぎゃくたい

をしたりすること 

８．地域
ち い き

の学校
がっこう

に通
かよ

えない場合
ば あ い

があること 

９．近隣
きんりん

や地域
ち い き

の人
ひと

とのふれあいや理解
り か い

を深
ふか

める機会
き か い

が少
すく

なく、孤立
こ り つ

している

こと 

10．差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や落書
ら く が

きなどをすること 

11．聴 覚
ちょうかく

や視覚
し か く

に 障
しょう

がいのある人
ひと

などへ必要
ひつよう

な情報
じょうほう

を伝
つた

える配慮
はいりょ

が足
た

りな 

いこと 

 12．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 13．特
とく

にない 

 14．わからない 

 

問
とい

６ 同和
どうわ

問題
もんだい

４（部落
ぶらく

差別
さべつ

）に関
かん

することで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどのよ

うなことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 結婚
けっこん

や就 職
しゅうしょく

にあたって、身元
み も と

調査
ちょうさ

をすること 

２． 就 職
しゅうしょく

や職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

３． 家
いえ

を借
か

りたり購 入
こうにゅう

したりする際
さい

に同和
ど う わ

地区
ち く

を避
さ

けること 

４． 差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や落書
ら く が

きなどをすること 

５． インターネットなどを利用
り よ う

して、デマや差別的
さべつてき

な情報
じょうほう

を掲載
けいさい

すること 

６． 交 流
こうりゅう

や交際
こうさい

を避
さ

けること 

７． 同和
どうわ

問題
もんだい

（部落
ぶらく

差別
さべつ

）に関
かん

して、正
ただ

しく理解
り か い

されていないこと 

８． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

９． 特
とく

にない 

10.  わからない 
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問
とい

４７ 外国人
がいこくじん

４に関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのようなことですか

（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 特定
とくてい

の民族
みんぞく

や国籍
こくせき

の人々
ひとびと

に対
たい

して不当
ふ と う

な差別的
さべつてき

言動
げんどう

 （イイトスーーチ）が

行
おこな

われること 

２． 宿 泊
しゅくはく

施設
し せ つ

、店舗
て ん ぽ

などへの入店
にゅうてん

や利用
り よ う

を拒
こば

むこと 

３． 差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や落書
ら く が

きなどをすること 

４． 賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

５． 就 職
しゅうしょく

や職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

６． 施設
し せ つ

 ・道路
ど う ろ

 ・鉄道
てつどう

案内
あんない

の外国語
がいこくご

表記
ひょうき

など、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

にも暮
く

らしやすいま

ちづくりが進
すす

められていないこと 

７． 外国語
がいこくご

で対応
たいおう

できる相談
そうだん

窓口
まどぐち

や病院
びょういん

・施設
し せ つ

が少
すく

ないこと 

８． 近隣
きんりん

 や地域
ち い き

 の人
ひと

 とのふれあいや理解
り か い

 を深
ふか

 める機会
き か い

 が少
すく

 なく孤立
こ り つ

 している

こと 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

10． 特
とく

にない 

11． わからない 

 

問
とい

８ エイズ患者
かんじゃ

・ＨＩＶ（注
ちゅう

５）陽性者
ようせいしゃ

に関
かん

することで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

う

のはどのようなことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 患者
かんじゃ

・陽性者
ようせいしゃ

のプライバシーを守
まも

らないこと 

２． 就 職
しゅうしょく

・職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

３． 病 院
びょういん

が治療
ちりょう

や入 院
にゅういん

を拒
こば

むこと 

４． 周囲
しゅうい

が結婚
けっこん

について反対
はんたい

すること 

５． 無断
む だ ん

でＨＩＶ検査
け ん さ

をすること 

６． 偏見
へんけん

による差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や行動
こうどう

をすること 

７． エイビ・ＨＩＶ陽性者
ようせいしゃ

に関
かん

して、正
ただ

しく理解
り か い

されていないこと 

８． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

９． 特
とく

にない 

10．わからない 
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問
とい

４９ ホームレスに関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのようなことで

すか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． じろじろ見
み

たり、避
さ

けたりすること 

２． 危害
き が い

を加
くわ

えたり、嫌
いや

がらせをしたりすること 

３． 居 住
きょじゅう

場所
ば し ょ

がないなどにより、就労
しゅうろう

が困難
こんなん

であること 

４． 病 院
びょういん

が治療
ちりょう

や入 院
にゅういん

を拒
こば

むこと 

５． 相談
そうだん

窓口
まどぐち

や就 労
しゅうろう

・生活
せいかつ

支援
し え ん

体制
たいせい

が不十分
ふじゅうぶん

であること 

６． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                          ） 

７． 特
とく

にない 

８． わからない 

 

問
とい

４１０ インターネットに関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのような

ことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 出会
で あ

 い系
けい

 サイトやコミュニティサイトなどが犯罪
はんざい

 を誘発
ゆうはつ

 する可能性
かのうせい

 の

ある場
ば

となっていること 

２． 捜査
そ う さ

の対 象
たいしょう

となっている未成年者
みせいねんしゃ

の実名
じつめい

や顔写真
かおじゃしん

を掲載
けいさい

すること 

３． わいせつな画像
が ぞ う

や残虐
ざんぎゃく

な画像
が ぞ う

などを掲載
けいさい

すること 

４． デマを流
なが

 したり、他人
た に ん

 を誹謗
ひ ぼ う

中 傷
ちゅうしょう

 する表現
ひょうげん

 や差別
さ べ つ

 を助長
じょちょう

 する表現
ひょうげん

などを掲載
けいさい

すること 

５． 個人
こ じ ん

情 報
じょうほう

の 流 出
りゅうしゅつ

などの問題
もんだい

が多
おお

く発生
はっせい

していること 

６． インターネット上
じょう

で人権
じんけん

侵害
しんがい

を受
う

けた人
ひと

のための相談
そうだん

・支援
し え ん

体制
たいせい

が     

十 分
じゅうぶん

でないこと 

７． 人権
じんけん

侵害
しんがい

する情 報
じょうほう

の発信者
はっしんしゃ

に対
たい

する監視
か ん し

や取締
とりしま

りが十分
じゅうぶん

でないこと 

８． 詐欺
さ ぎ

や強盗等
ごうとうなど

の犯罪
はんざい

に利用
り よ う

されていること 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

10.  特
とく

にない 

11.  わからない 
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問
とい

４１１ ハンセン病
びょう

回復者
かいふくしゃ

４に関
かん

４することで、あなたが特
とく

４に問題
もんだい

４だと思
おも

４うのはどのよう

なことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． じろじろ見
み

たり、避
さ

けたりすること 

２． 就 職
しゅうしょく

・職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

３． 賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

４． 病 院
びょういん

が治療
ちりょう

や入 院
にゅういん

を拒
こば

むこと 

５． 家族
か ぞ く

や親族
しんぞく

との交 流
こうりゅう

やふれあいが少
すく

ないこと 

６． 近隣
きんりん

 や地域
ち い き

 の人
ひと

 とのふれあいや理解
り か い

 を深
ふか

 める機会
き か い

 が少
すく

 なく孤立
こ り つ

 している

こと 

７． 宿 泊
しゅくはく

や施設
し せ つ

の利用
り よ う

を拒
こば

むこと 

８． ハンセン病
びょう

に関
かん

して、正
ただ

しく理解
り か い

されていないこと 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

10. 特
とく

にない 

11． わからない 

 

問
とい

１２ ＬＧＢＴＱ（注
ちゅう

６）等
など

の性的
せいてき

少数者
しょうすうしゃ

（セクシュアル・マイノリティ）に関
かん

す

ることで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどのようなことですか（いくつでも

選択
せんたく

できます）。 
 

１． 「 男
おとこ

らしく、女
おんな

らしく」という 考
かんが

えを押
お

しつけること 

２． 学校
がっこう

や職場
しょくば

でいじめや嫌
いや

がらせをすること 

３． 就 職
しゅうしょく

・職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

４． 賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

５． 偏見
へんけん

による差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や行動
こうどう

をすること 

６． 性的
せいてき

少数者
しょうすうしゃ

（セクシュアル・マイノリティ）に関
かん

して、正
ただ

しく理解
り か い

され

ていないこと 

７． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

８． 特
とく

にない 

９． わからない 
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問
とい

１３ 犯罪
はんざい

被害者
ひがいしゃ

（犯罪
はんざい

によって被害
ひがい

を受
う

けた人
ひと

および家族
かぞく

など）に関
かん

することで、

あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどのようなことですか（いくつでも選択
せんたく

できま

す）。 
 

１． 犯罪
はんざい

行為
こ う い

によって精神的
せいしんてき

、経済的
けいざいてき

な負担
ふ た ん

を受
う

けること 

２． 捜査
そ う さ

や刑事
け い じ

裁判
さいばん

において精神的
せいしんてき

負担
ふ た ん

を受
う

けること 

３． 報道
ほうどう

、インターネットや地域
ち い き

住民
じゅうみん

によってプライバシーを侵害
しんがい

され、生活
せいかつ

の平穏
へいおん

が保
たも

てなくなること 

４． インターネット等
など

で犯罪被害者
はんざいひがいしゃ

への誹謗中傷
ひぼうちゅうしょう

があること 

５． 相談
そうだん

窓口
まどぐち

や支援
し え ん

体制
たいせい

が不十分
ふじゅうぶん

であること 

６． 事実
じ じ つ

を知
し

るために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

を入手
にゅうしゅ

することが困難
こんなん

であること 

７． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

８． 特
とく

にない 

９． わからない 

 

問
とい

１４ 刑
けい

を終
お

えて出 所
しゅっしょ

した人
ひと

に関
かん

することで、あなたが特
とく

に問題
もんだい

だと思
おも

うのはどの

ようなことですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 就 職
しゅうしょく

・職場
しょくば

等
など

において不利
ふ り

な扱
あつか

いをすること 

２．報道
ほうどう

、インターネットや地域
ち い き

住民
じゅうみん

によってプライバシーを侵害
しんがい

され、生活
せいかつ

の平穏
へいおん

が保
たも

てなくなること 

３．賃貸
ちんたい

住 宅
じゅうたく

への入 居
にゅうきょ

を拒
こば

むこと 

４．相談
そうだん

窓口
まどぐち

や支援
し え ん

体制
たいせい

が不十分
ふじゅうぶん

であること 

５．犯罪
はんざい

情 報
じょうほう

がいつまでもインターネット上
じょう

に掲載
けいさい

されること 

６．偏見
へんけん

による差別的
さべつてき

な発言
はつげん

や行動
こうどう

をすること 

７．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

８．特
とく

にない 

９．わからない 
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あなたの日常
にちじょう

生活
せいかつ

での人権
じんけん

に対
たい

する意識
い し き

や行動
こうどう

についてお尋
たず

ねします。 

 

 問
とい

１５ あなたは、次
つぎ

にあげる①～⑫の 考
かんが

え方
かた

について、どう思
おも

われますか（①～⑫につ

いて該
がい

当
とう

する番号
ばんごう

を選択
せんたく

してください）。 
 

＜①～⑫の考
かんが

え方
かた

＞ 

そ
う
思 お

も

う 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
、 

そ
う
思 お

も

う 

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
、 

そ
う
思 お

も

わ
な
い 

そ
う
思 お

も

わ
な
い 

わ
か
ら
な
い 

①妻
つま

 や子
こ

 を 養
やしな

 うのは 男
おとこ

 の責任
せきにん

 である

という考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

②こどものしつけのためには、体罰
たいばつ

もや

むをえないという考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

③ 障
しょう

 がい者
しゃ

 はハンデがあり、できない

ことが多
おお

 いので、社会
しゃかい

進 出
しんしゅつ

 は控
ひか

 えた

ほうがよいという考
かんが

え方
かた

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

④同和
ど う わ

問題
もんだい

 （部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

）に関
かん

する教 育
きょういく

や

啓発
けいはつ

 はできるだけ 行
おこな

 わず、そっとし

ておくほうがよいという考
かんが

え方
かた

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑤外国人
がいこくじん

労働者
ろうどうしゃ

 が増
ふ

 えると日本人
にほんじん

 の

労働
ろうどう

の場
ば

が奪
うば

われるという考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑥権利
け ん り

 のみを主 張
しゅちょう

 して他人
た に ん

 の迷惑
めいわく

 を

考
かんが

えない人
ひと

が増
ふ

えたという考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑦差別
さ べ つ

 の原因
げんいん

 には差別
さ べ つ

 される人
ひと

 の側
がわ

 に

問題
もんだい

があるという考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑧精神
せいしん

障
しょう

 がい者
しゃ

 は犯罪
はんざい

 を犯
おか

 しやすいと

いう考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑨知的
ち て き

障
しょう

 がい者
しゃ

 は大声
おおごえ

 をあげたり暴
あば

 れ

たりするなど、問題
もんだい

を起
お

こしやすいと

いう考
かんが

え方
かた

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑩外国人
がいこくじん

が近所
きんじょ

に引
ひっ

越
こ

してくることは、

不安
ふ あ ん

であるという考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑪ 職 業
しょくぎょう

 に対
たい

 する偏見
へんけん

 はしかたがない

という考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

⑫学歴
がくれき

 による差別
さ べ つ

 はしかたがないとい

う考
かんが

え方
かた

 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 
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問
とい

１６ あなたは、次
つぎ

にあげる①～⑯の条 約
じょうやく

や法律
ほうりつ

、条 例
じょうれい

などをご存知
ぞんじ

ですか（①～⑯に

ついて該当
がいとう

する番号
ばんごう

を選択
せんたく

してください）。 
 

＜①～⑯の条 約
じょうやく

や法律
ほうりつ

、条例
じょうれい

など＞ 

内
容

な
い
よ
う

ま
で
知 し

っ
て
い
る 

名
称

め
い
し
ょ
う

は
知 し

っ
て
い
る 

知 し

ら
な
い 

①世界
せ か い

人権
じんけん

宣言
せんげん

 １ ２ ３ 

②人種
じんしゅ

差別
さ べ つ

撤廃
てっぱい

条 約
じょうやく

 １ ２ ３ 

③子
こ

どもの権利
け ん り

条 約
じょうやく

 １ ２ ３ 

④児童
じ ど う

虐 待
ぎゃくたい

の防止
ぼ う し

等
とう

に関
かん

する法律
ほうりつ

 １ ２ ３ 

⑤いじめ防止
ぼ う し

対策
たいさく

推進法
すいしんほう

 １ ２ ３ 

⑥高齢者
こうれいしゃ

虐 待
ぎゃくたい

防止法
ぼうしほう

 （高齢者
こうれいしゃ

虐待
ぎゃくたい

の防止
ぼ う し

、高齢者
こうれいしゃ

の養護者
ようごしゃ

に対
たい

する支援
し え ん

等
とう

に関
かん

する法律
ほうりつ

） 
１ ２ ３ 

⑦障害者
しょうがいしゃ

の権利
け ん り

に関
かん

する条 約
じょうやく

 １ ２ ３ 

⑧ 障害者
しょうがいしゃ

虐 待
ぎゃくたい

防止法
ぼうしほう

 （ 障害者
しょうがいしゃ

虐待
ぎゃくたい

 の防止
ぼ う し

 、

障害者
しょうがいしゃ

の養護者
ようごしゃ

に対
たい

する支援
し え ん

等
とう

に関
かん

する法律
ほうりつ

） 
１ ２ ３ 

⑨-１障害者
しょうがいしゃ

差別
さ べ つ

解消法
かいしょうほう

 （障害
しょうがい

 を理由
り ゆ う

 とする

差別
さ べ つ

の解 消
かいしょう

の推進
すいしん

に関
かん

する法律
ほうりつ

） 
１ ２ ３ 

⑨-２障害者差別解消法
しょうがいしゃさべつかいしょうほう

 において提供
ていきょう

 が求めら

れている「合理的配慮
ごうりてきはいりょ

」 
１ ２ ３ 

⑩イイトスーーチ解消法
かいしょうほう

 （本邦外
ほんぽうがい

出身者
しゅっしんしゃ

 に対
たい

 す

る不当
ふ と う

 な差別的
さべつてき

言動
げんどう

 の 解消
かいしょう

 に向
む

 けた取組
とりくみ

 の

推進
すいしん

に関
かん

する法律
ほうりつ

） 

１ ２ ３ 

⑪部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

解 消
かいしょう

推進法
すいしんほう

 （部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

 の解消
かいしょう

 の推進
すいしん

に関
かん

する法律
ほうりつ

） 
１ ２ ３ 

⑫性的
せいてき

指向
し こ う

及
およ

 びジェンダーアイデンティティの

多様性
たようせい

に関
かん

する国民
こくみん

の理解
り か い

の増進
ぞうしん

に関
かん

する法律
ほうりつ

 
１ ２ ３ 
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⑬大阪府
おおさかふ

部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

調査
ちょうさ

規制
き せ い

条 例
じょうれい

 （大阪府
おおさかふ

部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

事象
じしょう

に係
かか

る調査
ちょうさ

等
とう

の規制
き せ い

等
とう

に関
かん

する条例
じょうれい

） 
１ ２ ３ 

⑭大阪府
おおさかふ

 インターネット 上
じょう

 の誹謗
ひ ぼ う

中 傷
ちゅうしょう

 や差別
さ べ つ

等
とう

の人権
じんけん

侵害
しんがい

のない社会
しゃかい

づくり条例
じょうれい

 
１ ２ ３ 

⑮八尾市
や お し

人権
じんけん

尊 重
そんちょう

の社会
しゃかい

づくり条例
じょうれい

 １ ２ ３ 

⑯第
だい

２次
じ

八尾市
や お し

人権
じんけん

教 育
きょういく

・啓発
けいはつ

プラン(改定版
かいていばん

) １ ２ ３ 
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人権
じんけん

侵害
しんがい

や擁護
よ う ご

についてお尋
たず

ねします。 

 

問
とい

１７ あなたは、この５年間
ねんかん

くらいの 間
あいだ

に、次
つぎ

のようなことで自分
じぶん

の人権
じんけん

が侵害
しんがい

されたと

感
かん

じたことがありますか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 根拠
こんきょ

のない悪
わる

い 噂
うわさ

やかげ口
ぐち

、悪口
わるぐち

を言
い

われた 

２． 市役所
しやくしょ

などの公的
こうてき

機関
き か ん

で不当
ふ と う

な扱
あつか

いを受
う

けた 

３． 学校
がっこう

・職場
しょくば

・地域
ち い き

社会
しゃかい

（近所
きんじょ

）でいじめや仲間
な か ま

はずれや嫌
いや

がらせを受
う

けた 

４． 結婚
けっこん

や 就 職
しゅうしょく

に際
さい

して差別的
さべつてき

な扱
あつか

いを受
う

けた 

５． 学校
がっこう

・職場
しょくば

において、成績
せいせき

評価
ひょうか

、採用
さいよう

条 件
じょうけん

、昇 給
しょうきゅう

昇進
しょうしん

などで不当
ふ と う

な扱
あつか

いを受
う

けた 

６． インターネットやＳＮＳなどで悪質
あくしつ

な書
か

き込
こ

みや嫌
いや

がらせを受
う

けた 

７． セクシュアル・ハラスメント（性的
せいてき

嫌
いや

がらせ）を受
う

けた 

８． ストーカー（つきまとい）行為
こ う い

を受
う

けた 

９． 配偶者
はいぐうしゃ

や交際
こうさい

相手
あ い て

など親
した

しい関係
かんけい

にある人
ひと

から暴力
ぼうりょく

 （なぐる、暴言
ぼうげん

、行動
こうどう

を監視
か ん し

するなど）を受
う

けた 

10． 悪 臭
あくしゅう

・騒音
そうおん

などで迷惑
めいわく

を受
う

けた 

11． イイトスーーチを受
う

けた 

12． その他
た

 

13． 答
こた

えたくない 

14． 人権
じんけん

を侵害
しんがい

されたと感
かん

じたことはない 
 

 

 

 

 

（１）「12．その他
た

」と答
こた

えた方
かた

にお聞
き

きします。差
さ

し支
つか

えなければどのような場合
ば あ い

か、

具体的
ぐたいてき

にご記入
きにゅう

ください。 

                                                  

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

                                                 

 

問
とい

１９へお進
すす

みください。 

問 と
い

１８

へ
お
進 す

す

み
く
だ
さ
い
。 
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問
とい

４１８ 問
とい

４１７で答
こた

４えられたような人権
じんけん

侵害
しんがい

４を受
う

４けた時
とき

４に、あなたはどうしましたか

（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 相手
あ い て

に直 接
ちょくせつ

抗議
こ う ぎ

した 

２． 家族
か ぞ く

・親族
しんぞく

に相談
そうだん

した 

３． 友人
ゆうじん

・同 僚
どうりょう

に相談
そうだん

した 

４． 学校
がっこう

の先生
せんせい

や職場
しょくば

の上司
じょうし

に相談
そうだん

した 

５． 地域
ち い き

の自治
じ ち

会 長
かいちょう

（町
ちょう

会 長
かいちょう

）や民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

などに相談
そうだん

した 

６． 市
し

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

に相談
そうだん

した 

７． 法務局
ほうむきょく

・人権
じんけん

擁護
よ う ご

委員
い い ん

に相談
そうだん

した 

８． 警察
けいさつ

に相談
そうだん

した 

９． 弁護士
べ ん ご し

に相談
そうだん

した 

10． 民間
みんかん

の人権
じんけん

団体
だんたい

や相談
そうだん

機関
き か ん

（具体
ぐ た い

的
てき

に             ）に 

相談
そうだん

した 

11． 何
なに

もせず我慢
が ま ん

した 

12． 答
こた

えたくない 

13． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 
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問
とい

１９ 次
つぎ

のような場面
ばめん

４（～～））に出
で

合
あ

ったとき、あなたご自身
じしん

はどうすると思
おも

われます

か（いくつでも選択
せんたく

できます）。 

 

～．隣家
り ん か

でしばしばこどもの泣
な

き叫
さけ

ぶ声
こえ

と親
おや

の怒鳴
ど な

り声
ごえ

が聞
き

こえ、虐待
ぎゃくたい

が疑
うたが

われる場合
ば あ い

。 

１．かかわらないようにする 

２．直 接
ちょくせつ

、隣家
り ん か

の親
おや

に尋
たず

ねる 

３．市
し

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

やこども家庭
か て い

センター、１８９（児童
じ ど う

相談所
そうだんじょ

虐待
ぎゃくたい

対応
たいおう

ダイヤル）

などに連絡
れんらく

する 

４．警察
けいさつ

に連絡
れんらく

する 

５．民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

や自治
じ ち

会長
かいちょう

(町会
ちょうかい

長
ちょう

)などの地域
ち い き

の役員
やくいん

に相談
そうだん

する 

６．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                     ） 

 

Ｂ．日常
にちじょう

会話
か い わ

の中
なか

で、誰
だれ

かが差別的
さべつてき

な発言
はつげん

をした場合
ば あ い

。 

１．何
なに

もせずに黙
だま

っておく 

２．話
はなし

を合
あ

わせてしまう 

３．他
ほか

の話題
わ だ い

に変
か

えようと努力
どりょく

する 

４．差別的
さべつてき

な発言
はつげん

であることを指摘
し て き

する 

５．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                     ） 

 

）．街
まち

で白
しろ

い杖
つえ

をもった人
ひと

や車
くるま

椅子
い す

の人
ひと

が、介助
かいじょ

を求
もと

めている場合
ば あ い

。 

１．黙
だま

ってとおり過
す

ぎる 

２．周
まわ

りの人
ひと

の様子
よ う す

を見
み

ながら、手
て

を貸
か

すかどうか決
き

める 

３．すぐに手
て

を貸
か

すか、一人
ひ と り

で無理
む り

なら他
ほか

の人
ひと

の手
て

助
だす

けを求
もと

める 

４．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                     ） 

 

問
とい

２０ あなたが親
した

しくしている人
ひと

の中
なか

に、次
つぎ

のような人
ひと

はいますか（いくつでも選択
せんたく

でき

ます）。 
 

１． 外国人
がいこくじん

            ８．ハンセン病
びょう

回復者
かいふくしゃ

 

２． 身体
しんたい

障
しょう

がい者
しゃ

         ９．ＬＧＢＴＱ等
など

の性的
せいてき

少数者
しょうすうしゃ

の人
ひと

 

３． 知的
ち て き

障
しょう

がい者
しゃ

         10．犯罪
はんざい

被害者
ひがいしゃ

 

４． 精神
せいしん

障
しょう

がい者
しゃ

         11．刑
けい

を終
お

えて出所
しゅっしょ

した人
ひと

 

５． 同和
ど う わ

問題
もんだい

（部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

）の当事者
とうじしゃ

  12．その他
た

（          ） 

６． 介護
か い ご

を必要
ひつよう

とする人
ひと

      13．いない 

７． エイビ患者
かんじゃ

・HIV陽性者
ようせいしゃ
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人権
じんけん

に関
かん

する啓発
けいはつ

活動
かつどう

についてお尋
たず

ねします。 

問
とい

４２１ あなたが人権
じんけん

４について学
まな

４んだのは、どのような機会
きかい

４ですか（いくつでも選択
せんたく

４できま

す）。 
 

１． 小学校
しょうがっこう

・中学校
ちゅうがっこう

の授業
じゅぎょう

 

２． 高校
こうこう

・大学
だいがく

の授 業
じゅぎょう

 

３． ＰＴＡなどの学校
がっこう

行事
ぎょうじ

 

４． 地区
ち く

人権
じんけん

研 修
けんしゅう

 

５． 八尾市
や お し

などの行 政
ぎょうせい

主催
しゅさい

の行事
ぎょうじ

 

６． 職場
しょくば

での研修会
けんしゅうかい

など 

７． 民間
みんかん

機関
き か ん

や市民
し み ん

団体
だんたい

主催
しゅさい

の行事
ぎょうじ

 

８． 書籍
しょせき

（啓発
けいはつ

冊子
さ っ し

を含
ふく

む）やテレビなど 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

10． これまでに学
まな

ぶことがなかった        

 

（１）「10．これまでに学
まな

ぶことがなかった」と答
こた

えた方
かた

だけにお聞
き

きします。これまで、学
まな

ぶ

ことがなかったのはなぜですか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 学
まな

ぶ機会
き か い

がなかったから 

２． 自己
じ こ

学 習
がくしゅう

で十 分
じゅうぶん

だったから 

３． 興味
きょうみ

のある講演会
こうえんかい

や研修会
けんしゅうかい

などがなかったから 

４． 人権
じんけん

学 習
がくしゅう

に関心
かんしん

がなかったから 

５． 時間的
じかんてき

な余裕
よ ゆ う

がなかったから 

６． どこで、いつ、どのようなことをしているかがわからず、参加
さ ん か

できなかっ

たから 

７． 難
むずか

しそうだったから 

８． 子
こ

育
そだ

てや親
おや

の介護
か い ご

などで参加
さ ん か

できなかったから 

９． 障
しょう

がいの問題
もんだい

で参加
さ ん か

できなかったから 

10.  言葉
こ と ば

の問題
もんだい

 （日本語
に ほ ん ご

がわからない・読
よ

み書
か

きが難
むずか

しい）で参加
さ ん か

できなかっ

たから 

11. なんとなく 

12. その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 

 

問 と
い

へ
お
進 す

す

み
く
だ
さ
い
。 
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問
とい

２２ 今後
こんご

、あなたが学
まな

んでみたい人権
じんけん

に関
かん

するテーマは、どのような内容
ないよう

ですか（い

くつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 女性
じょせい

の人権
じんけん

について 

２． こどもの人権
じんけん

について 

３． 高齢者
こうれいしゃ

の人権
じんけん

について 

４． 障
しょう

がい者
しゃ

の人権
じんけん

について 

５． 同和
ど う わ

問題
もんだい

（部落
ぶ ら く

差別
さ べ つ

）について 

６． アイヌの人
ひと

びとの人権
じんけん

について 

７． 外国人
がいこくじん

の人権
じんけん

について 

８． エイビ患者
かんじゃ

・ＨＩＶ陽性者
ようせいしゃ

の人権
じんけん

について 

９． ハンセン病
びょう

回復者
かいふくしゃ

の人権
じんけん

について 

10． 刑
けい

を終
お

えて出 所
しゅっしょ

した人
ひと

の人権
じんけん

について 

11． 犯罪
はんざい

被害者
ひがいしゃ

の人権
じんけん

について 

12． インターネットによる人権
じんけん

侵害
しんがい

について 

13． ホームレスの人権
じんけん

について 

14． ＬＧＢＴＱ等
など

の性的
せいてき

少数者
しょうすうしゃ

（セクシュアル・マイノリティ）の人権
じんけん

に 

ついて 

15． 拉致
ら ち

被害者
ひがいしゃ

の人権
じんけん

について 

16． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 

問
とい

２３ 「人権
じんけん

教 育
きょういく

や啓発
けいはつ

」、「人権
じんけん

についての学習
がくしゅう

」についてお尋
たず

ねします。 

 

（１）あなたは、人権
じんけん

教 育
きょういく

や啓発
けいはつ

を今後
こんご

どのように進
すす

めていけばよいと思
おも

いますか（い

くつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 学校
がっこう

での取
と

り組
く

みをより充実
じゅうじつ

させる 

２． 職場
しょくば

での取
と

り組
く

みをより充実
じゅうじつ

させる 

３． 市
し

や教 育
きょういく

委員会
いいんかい

で市民向
し み ん む

けの取
と

り組
く

みをより充実
じゅうじつ

させる 

４． 民間
みんかん

機関
き か ん

や市民
し み ん

団体
だんたい

の取
と

り組
く

みをより充実
じゅうじつ

させる 

５． 地域
ち い き

での取
と

り組
く

みをより充実
じゅうじつ

させる 

６． わからない 

７． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 



163 

 

 

  

（２）あなたは、人権
じんけん

について学習
がくしゅう

するためには、どのような学習
がくしゅう

内容
ないよう

や学習
がくしゅう

方法
ほうほう

が良
よ

いと思
おも

いますか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 映画
え い が

・ＤＶＤなど映像
えいぞう

を通
つう

じての学習
がくしゅう

 

２． 冊子
さ っ し

やリーフレットなどを通
つう

じての学習
がくしゅう

 

３． 参加者
さんかしゃ

同士
ど う し

の自由
じ ゆ う

な意見
い け ん

交換
こうかん

や、体験
たいけん

を通
つう

じての学習
がくしゅう

 

４． 施設
し せ つ

見学
けんがく

や、現場
げ ん ば

を 訪
おとず

れての学習
がくしゅう

 

５． 関係者
かんけいしゃ

、当事者
とうじしゃ

の話
はなし

を聞
き

いたり交流
こうりゅう

を通
つう

じての学習
がくしゅう

 

６． 専門家
せんもんか

や著名
ちょめい

な人
ひと

の講演
こうえん

を通
つう

じての学習
がくしゅう

 

７． インターネットを活用
かつよう

した学習
がくしゅう

 

８． わからない 

９． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 

問
とい

２４ 八尾市
や お し

の取
と

り組
く

みについてお尋
たず

ねします。４ 

あなたは、八尾市
や お し

が行
おこな

っている次
つぎ

のような人権
じんけん

に関
かん

する教育
きょういく

４・啓発
けいはつ

を知
し

っていますか

（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１．講演会
こうえんかい

・映画
え い が

上映会
じょうえいかい

の開催
かいさい

 

２．市役所
しやくしょ

での人権
じんけん

に関
かん

する教育
きょういく

・啓発
けいはつ

事業
じぎょう

 

３．「ひゅーまんフェスタ」の開催
かいさい

 

４．新聞
しんぶん

などへの啓発
けいはつ

記事
き じ

の掲載
けいさい

 

５．市政
し せ い

だよりへの啓発
けいはつ

記事
き じ

の掲載
けいさい

 

６．市
し

のホームページなどへの啓発
けいはつ

記事
き じ

の掲載
けいさい

 

７．ＳＮＳでの啓発
けいはつ

記事
き じ

の情報
じょうほう

発信
はっしん

 

８．啓発
けいはつ

冊子
さ っ し

やパンフレットの作成
さくせい

・配布
は い ふ

  

９．駅
えき

や公 共
こうきょう

施設
し せ つ

等
など

への啓発
けいはつ

ポスターなどの掲出
けいしゅつ

  

10．懸垂幕
けんすいまく

などを活用
かつよう

した啓発
けいはつ

  

11．啓発
けいはつ

ＤＶＤ・ビデオ・図書
と し ょ

などの貸
か

し出
だ

し  

12．わからない  

13．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                      ） 
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問
とい

４２５ 人権
じんけん

教 育
きょういく

４・啓発
けいはつ

４のための取
と

４り組
く

４みについて、あなたが市
し

４に対
たい

４して望
のぞ

４こことはあ

りますか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１． 市政
し せ い

だよりや冊子
さ っ し

などを活用
かつよう

した啓発
けいはつ

活動
かつどう

の充実
じゅうじつ

 

２． 地域
ち い き

での人権
じんけん

啓発
けいはつ

を進
すす

めるリーダーを養成
ようせい

し、住民
じゅうみん

相互
そ う ご

啓発
けいはつ

を促
うなが

す 

３． 継続
けいぞく

して学
まな

べる講座
こ う ざ

の開催
かいさい

 

４． 夜間
や か ん

や土日
ど に ち

に学
まな

べる講座
こ う ざ

の開催
かいさい

 

５． 身近
み ぢ か

な公 共
こうきょう

施設
し せ つ

で学
まな

べる講座
こ う ざ

の開催
かいさい

 

６． 乳幼児
にゅうようじ

の一時
い ち じ

保育
ほ い く

や手話
し ゅ わ

通訳
つうやく

などを設
もう

け、参加
さ ん か

しやすくする 

７． わからない 

８． その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 

問
とい

２６４あなたは、市民
し み ん

の間
あいだ

で人権
じんけん

が尊重
そんちょう

されるために、市民
し み ん

一人
ひ と り

ひとりが心
こころ

がけたり、

大切
たいせつ

にすべきことは何
なん

だと思いますか（いくつでも選択
せんたく

できます）。 
 

１．人権
じんけん

に関
かん

する正
ただ

しい知識
ち し き

を身
み

につけること 

２．非合理
ひ ご う り

な因 習
いんしゅう

や風 習
ふうしゅう

、誤
あやま

った固定
こ て い

観念
かんねん

にとらわれないこと 

３．自分
じ ぶ ん

の権利
け ん り

だけでなく、他人
た に ん

の権利
け ん り

も尊重
そんちょう

すること 

４．人権
じんけん

について、相手
あ い て

の立場
た ち ば

に立
た

って考
かんが

える力
ちから

を身
み

につけること 

５．自分
じ ぶ ん

が生活
せいかつ

している地域
ち い き

社会
しゃかい

やその人間
にんげん

関係
かんけい

を大切
たいせつ

にすること 

６．特
とく

にない 

７．わからない 

８．その他
た

（具体的
ぐたいてき

に                       ） 

 

問
とい

２７ あなたの周囲
しゅうい

で、差別
さべつ

問題
もんだい

や人権
じんけん

課題
かだい

の解 消
かいしょう

に熱心
ねっしん

に取
と

り組
く

んでいる人
ひと

はいま

すか（１つ選択
せんたく

してください）。 

 

１．いる       ２．いない      ３．わからない 
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問
とい

２８ 人権
じんけん

が尊 重
そんちょう

される社会
しゃかい

にするために、ご意見
いけん

があればご記入
きにゅう

ください。 
 

                                     

                                                                                            

                                                                                                       

                                     

                                                                                                                                                             

以上
いじょう

で調査
ちょうさ

は終 了
しゅうりょう

になります。ご協 力
きょうりょく

いただきありがとうご

ざいました。 

１０月
がつ

４１５日
にち

４（火
か

曜日
よ う び

４）までに、調査票
ちょうさひょう

４を同封
どうふう

４の返信用
へんしんよう

封筒
ふうとう

４に

入
い

４れてお近
ちか

４くの郵便
ゆうびん

４ポストに投函
とうかん

４するか（切手
き っ て

４はいりません）、

八尾市
や お し

電子
で ん し

申請
しんせい

システムにより回答
かいとう

してください。 
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